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j第5 葦ご
イ ン フ ォ ー マ ル 部 門 の 位 置 づ け
第1 節　論点の整理
われわれは，第1 章で供給主体の「多元化」論の検討課題として，福祉
供給におけるインフォーマル部門の位置づけを明確にすべきことを指摘し
た．わが国の福祉供給体制「多元化」論は，基本的には分立する公私のサ
ービス供給主体を福祉供給の資源と見なレ　望ましい公私の役割分担の基
準を設定しようとしたものである．「多元化」論において福祉供給の担い
手として措定される「インフォーマル」な活動とは，セルフヘルプ・グル
ープなどの当事者組織や比較的小規模のボランティア組織，近隣や友人な
どの行う援助活動であるとされてきた．一方，福祉多元主義にいうインフ
ォーマル部門とは，家族を枢軸とし　親族，近隣や友人によるケアの供与
を意味するものである．したがって，わが国の「多元化」論にいう「イン
フォーマル」と，福祉多元主義の措定する「インフォーマル」とは，その
捉え方に少ながらぬ違いがあることに留意すべきである．
わが国の「多元化」論が家族を供給の主体から排除してきたことは，こ
の議論が福祉「サービス」供給主体の役割分担の基準を示したものである
からと考えられる．すなわち，もはや家族では供与できないもの，換言す
れば家族では充たすことのできないニーズこそが「社会福祉」サービスの
対象となるのだという基本的な問題認識が「多元化」論には見られるので
ある．いうまでもなく，この認識自体は妥当なものである．「多元化」論
が家族をインフォーマルな担い手として議論の範躊に含まなかったのは，
そもそも家族は福祉「サービス」の担い手ではなく，受け手であるという
前提に基づいていたためである．
これに対して，福祉多元主義は，「多元化」論よりも担い手の範囲その
ものを広く捉えていたのであった．すなわち福祉多元主義者は，担い手を
「サービス提供」の文脈ではなく「ケアの供給」（あるいは「福祉供与」）
という観点から捉えていたのである．福祉多元主義はケアの供給を実質的
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に担い続けてきたのは家族であるという問題意識を出発点として，インフ
ォーマル部門の中心に家族を据えたのであった．インフォーマル・ケアラ
ーの代表はほかならぬ家族であるといった把握の仕方は，確かに実態をよ
く説明するものではあったが，同時にこのことが以下のような疑義を招致
させることになる．
第1 に，家族をインフォーマル部門の中に位置づけることによって，か
かる機能分有が日本型福祉社会論でみられたような，家族を福祉の「含み
資産」と見なすイデオロギーに転化するのではないか，あるいはその論拠
として用いられるのではないかという懸念が生じてくるという点である．
第2 に，インフォーマルな担い手全体がもっぱら福祉供給に携わる「資源」
としてのみ捉えられてしまうのではないかということである．このことは，
家族，近隣，友人などによる福祉的活動が，資源的観点から把握されるこ
とによって，これらがとりもなおさず公的福祉の後退を補完するものとし
て受け止められてしまうのではないかという疑義が生じるということを意
味する．なお，福祉多元主義者自身は，現在までのところ，このような不
安や疑問に明確な答を出しているとはいい難い状況にある．
わが国の「多元化」論はその議論の範躊に家族を含むものでないため，
福祉供給における家族の位置づけを論じるための視角をはじめから持ち合
わせていない．しかしながら，実態として家族がインフォーマル・ケアラ
ーの主要な部分として存在する以上，家族の位置づけを福祉供給，ことに
公的な福祉サービス供給との関係のなかでどのように捉えるべきかという
問題を無視することはできないと思われるのである．したがってここでは，
前述したような理論上の危険が伴うこと は承知 の上で， なお かつ， インフ
オーマル部門を単なる福祉資源として把握するような論調に異議を唱え，
新たな視点でインフォーマル部門を捉え直すために，福祉多元主義の言説
に従って家族をインフォーマル部門の枢軸に据えることにしたい．
かかる作業は，福祉供給における家族の位置づけを明確化するという主
題に正面から取り組むために行われるものである．なお，わが国の「多元
化」論でインフォーマルな担い手として把握されていたセルフヘルプや互
助活動を，われわれは「ボランタリー部門」の一翼を担うものとして位置
づけ，家族，近隣，友人などのケア供給とは区別していることを付言して
おきたい．
W
二 こで近隣，友人などを含むインフォーマルな担い手のうち
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特 に 家 族
を中心にして議論を進めることについては，それ以外のインフォーマルな
担い手の持つ性格の違いを曖昧にレ　ひいてはインフォーマル部門全体の
特徴や意義を不明確にするものであるといった批判を受けるかもしれない．
このことについては次のように抗弁しよう．すなわち，ここで家族を中心
にしてインフォーマル部門を捉えるのは，近年特に政府レベルで，家族や
地域社会の役割を強調するような論調がみられ，ひいてはインフォーマル
なケア供給活動そのものが福祉供給の資源的観点から期待されていること，
実態としてその中核となっているのが家族による援助であること等に基づ
いている．家族と地域社会に期待するという姿勢の底流にあるイデオロギ
ーは明らかに共通している．家族の位置づけを考察することは，本質的に
は福祉供給におけるインフォーマル部門全体の位置づけを検討することに
つながるというのがわれわれの見解である．
この章では，．福祉多元主義の議論に基づいて家族をインフォーマル部門
の中心を占めるものとして把握レ　家族によるケアの福祉供給における位
置づけを明確にするために，家族のケアと公的な福祉サービス供給との連
関に特に焦点をあてて考察する．なぜなら，家族を中心としたインフォー
マル部門は，特に公的な福祉サービス供給との関連においてその存在や役
割が主題化されてきたからである．家族が公私の福祉供給においていかな
る「役割」を果たすものであるかという問題は，家族によるケアと公的な
福祉供給とがいかなる役割分担の関係に立つのかという文脈で争点化され
てきたのであった．
われわれは，この両者の関連に着目レ　この両者がさまざまな先行研究
の中でどのように把握されてきたかを検討することによって，最終的に家
族の位置づけを明確化する．そのことがひいては，福祉供給におけるイン
フォーマル部門全体の位置づけを明確化することにつながりうるように，
論議を展開させていこう．
第2 節　福祉供給と家族の役割
わが国の在宅福祉サービスは，これまでのところそのサービスの対象と
しては，低所得層の単独世帯が中心になっており，利用者である高齢者や
障害者に同居の家族がいる場合には，「介護力あり」と見なされ，サービ
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ス供給の優先順位が低くなるのが通例である（几　いうなれば，わが国の
在宅介護では家族が要介護者のケアの第一義的責任を持つものと観念され
ており，家族によって家事や介護等の援助が十分になされない場合に，家
族機能を補完するものとして公的サービスによる援助が提供されるという
仕組みになっている．
わが国においては，福祉先進諸国に比べて，これまで在宅福祉対策が十
分に進展してきたとはいえないが，その理由をたとえば19  8 9 年の「介
護対策検討会報告書」では，家族側にも原因があるとして次のように指摘
している．
すなわち，わが国では老親の介護は家族が行うという意識が根強く，同
居率も高いために，福祉サービス自体に馴染みが薄く，また「他人の世話
になるのは身内が手抜きをしているように思われる」「他人に家の中を見
られるのはいや」などといったサービスに対する抵抗感があるため，在宅
福祉サービスを中心とした介護に関する需要が顕在化しにくいという面が
あることである．結果として，このような意識を背景に家族がぎりぎりま
で介護にあたり，サービスが必要となるときには精根尽き果てて，施設サ
ービスで対応せざるを得ない場合が多く，介護需要は施設サービスに対す
る需要という形で顕在化することが多いとされる（2）
このように家族の側に抵抗感があることもさることながら，わが国の公
的福祉の供給サイドが，家族を福祉の「含み資産」と見なしてきたという
点は，これまでもしばしば社会福祉研究者からの批判の対象となってきた
（1）厚生省は19  9 2 年に発行した「ホームヘルプ事業運営の手引き」において，
「同居家族がいることをもって，派遣を行わなかったり，派遣の優先順位を下げる
ことがあってはならない」旨を述べている．この点に関し橋本宏子は，問題は結局
のところ同居家族が介護できるか否かを実務担当者がどのように判断するかにかか
っていることを指摘している．この問題を扱った研究報告（19  9 3 年における藤
崎報告）でも，ヘルパーの利用の適否や優先順位の際に考慮される家族条件につい
ては客観的な基準が存在しておらず，ヘルパー派遣は実務担当者の価値観や知識に
よってかなり左右されうることが明らかにされている．詳しくは橋本宏子「老後の
扶養と人権：家族と社会保障」『法律時報J Vol. 65, No. 12, 1993, pp. 67-68を参照さ
れたい.
（2）小林良二「在宅福祉サービスの現状と課題」針生誠吉・小林良二編『高齢社会と
在宅福祉』日本評論社,   1994, p. 29.
－　109 －
ことである．この点に関レ　研究者側は両者の関係をいかなるものとして
捉えてきたのであろうか（3)
家族と社会福祉（ここでは公的福祉供給の意味で用いる）の関係を扱う
領域としては，家族福祉論や家族社会学が考えられよう．また，法律学の
分野では，親族（したがって厳密には家族ではない）扶養と公的扶養たる
生活保護との接点をめぐる議論が，家族と社会福祉の関係を論じたものと
考えられる．また経済学の領域では，家族と社会福祉の関係に着目した研
究はまだ数少ないが，それでも近年経済学の立場からこの問題に取り組も
うとする意欲的な試みがなされている．
結論を先取りしていうと，家族福祉論や家族社会学が家族と社会福祉の
関係を取り上げる際，そのアプローチの仕方は機能論的であり，両者の関
係は家族と社会福祉の機能分有の問題として捉えられている．またそこで
取り上げられる家族は「近代家族」であることを暗黙の前提にしている．
機能論はその性格上，機能分有の枠組を示すところでその役割を終えるが，
法律学や経済学からのアプローチは，その先の問題，いうなればより具体
的な両者の関係の実態を説明するような理論的射程を有している．われわ
れは，家族機能論のイデオロギー的限界を指摘レ　しかるのちに法律学と
経済学の所説を検討する．法律学では，公的扶養と私的扶養の問題を基軸
に，わけても「介護」の問題が現行法上どう取り扱われているかといった
議論を中心に見ていく．また，従来の家族機能論が前提としていた「近代
(3)ここでは，次のような点に注意する必要があることをあらかじめ押さえておきた
い．そもそも家族のケアと公的な福祉サービ ス供給の関係を問うことは，実はそれ
ほど単純なことではないという点である．この種の議論に厳密性を求めるならば，
まずもってここでいう「家族」とは何を意味しているのかということから問われな
ければならないであろう．家族の形態や特徴はその社会の文化や歴史に大きく関わ
っており，したがって家族を普遍的に定義づけることはきわめて困難である．これ
までも家族を定義づけようとするさまざまな試みがなされてきたが，それらが必ず
しも普遍性を持ち得ないことは，文化人類学や歴史社会学の貢献によって明らかで
ある．しかし，われわれは，ここで家族研究をその直接の課題とするものではない．
これまでの膨大な家族研究の系譜を整理し，吟味することはわれわれの議論の範躊
を越えている．したがって，この章では家族とは何かという問題には直接触れず，
家族の福祉機能と公的な福祉供給の関係を扱った先行研究が所与のものとしている
家族観ないしは家族像を前提として議論を進めることをお断りしておきたい.
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家族」が内包する「家族イデオロギー」を追認するような福祉政策が，実
態としてもとられているのはなぜなのか，その理由を経済学的アプローチ
が女性の「機会費用」をキー概念に用いることにより明らかにしている点
を考察する．
第3 節　家族社会学における「家族と社会福祉」
家族社会学において，家族と社会福祉の関係がどのように論じられてき
たかを概観するためには，さしあたり家族機能論から検討するのが妥当で
あろう．
パーソンズ（Parsons.T.）は，家族の機能として，子どもの社会化と大
人のパーソナリティ安定化とを掲げた（ヘ 彼によれば，家族の持つ諸機能
はこの2 つに特化され，家族の維持を図るためにはこの2 つの機能を果た
すことが求められると共に，労働市場において家族維持のための資源を供
給することが必要であるとされる．
一方，わが国において家族機能を論じた代表的な論者としては森岡清美
がいる．森岡は，「家族とは，夫婦関係を基礎として，親子・きょうだい
など近親者を主要な構成員とする，感情融合に支えられた，第一次的な福
祉追求の集団である」（5）と規定している．森岡によれば，家族の目標と
する福祉追求とは，家族が個人に対して果たしているさまざまな諸機能
（子どもの社会化，成員に対する物心両面の安定，性的欲求の充足など）
を表したものとされる．ここでは，森岡が「福祉追求」という一語で表し
たものが，家族の福祉機能を包括的に意味するものとして捉えられている
点に着目したい．なお，ここで森岡のいう「福祉追求」の意味が，社会福
（^）Parsons,  T. , Balas, R. , Socialization　and　Interact  ion　Process, 1956＝橋爪貞 雄
他訳 『核家 族 と子ど もの社会化 』（上 ・ 下）黎 明書房,   1970, p. 40.
(5)森岡 清美編 『家 族社会学 』有斐閣，1967,P.I.
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祉と同義のものでないことはいうまでもない（6）
庄司洋子は，家族の機能はきわめて多面的であり，それらを包括的に示
す適切な表現は見つかりにくいとしつつも，現実に即して家族機能を大別
するならば，性や生殖の秩序に関わる機能（性・生殖機能）. 日常生活の
維持に関わる機能（生活機能）. 情緒的安定や人間形成に関わる機能（人
格機能）の3 つに大別されるであろうとした．そのうえで，庄司は社会福
祉の対象となる生活問題に最も密接に関わっているのは，このうちの生活
機能に障害をきたした場合であるとしている（7)　庄司によれば，家族の
生活機能の障害とは，消費を共同する家族生活において，家族員の生命や
活力を維持・発展させることができなくなるような問題状況であり，これ
には家族の経済状態の問題（貧困）と，家族員の日常生活処理上の問題
（介護や看護に関する問題）とがあるとする（8） ここで重要なことは，
庄司がここでいう家族の「機能」とは，ほかならぬ社会の側か家族に要請
しているものである点を明確にしていることである．家族の生活機能を説
明するにあたって，彼女は生活機能には労働力の再生産機能と，一定の自
立条件を欠く家族構成員に対しての経済的扶養や介護，看護，保育などの
対人的援助を行う機能という2 つの側面があるとした．そしてこれなくし
ては，高齢や疾病や幼弱などのために独立した生活を営むことのできない
家族員はみな社会に依存することになるため，家族はこれらの成員に対す
る社会保障の負担が直接社会に及ぶことを防いでいるのだという(9≒
(6)この点に関しては，森岡が家族の福祉機能と社会福祉とを混同しているとする家
族福祉研究者からの批判が存する．たとえば副田あけみは，森岡の議論は家族の福
祉機能を家族福祉として捉えており，これは社会福祉ではない家族の福祉機能と，
社会福祉を混同するものであるからして妥当ではないとしている．これに対し，西
下彰俊は，具体的に森岡理論のどの部分が家族の福祉機能＝家族福祉と捉えている
と判断されるのか，副田はそれを明確にしていないと述べているが，西下自身，森
岡がそのように受け取られかねない趣旨の記述をした箇所を発見し，結果的には副
田の見解を支持している．詳しくは西下彰俊「老人問題からみた家族福祉」野々山
編著『家族福祉の視点：多様化したライフスタイルを生きる』ミネルヴァ書房, 1992
，p. 76を参照されたい.
(7)古川孝順・庄司洋子・定藤丈弘著『社会福祉論』有斐閣，1993,p.184.
(8)前掲,   pp.185-186.
(9)前掲，p. 179.
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ここから，家族機能論の持つ性格が窺われよう．庄司は，家族問題とは
自助原則のもとに家族が担うべきとされている諸機能を円滑に遂行しえな
かったために起こる問題であり，近代家族の陰画たる「現代家族」の問題
であると総括している( 1 0）
また，石原邦雄によれば，家族社会学の領域で家族と社会福祉との関係
を問う場合には，次の3 点に着目することが必要であるとされる（丿≒　石
原によれば，それはまず家族が個人（家族構成員）の福祉に第一次的に関
わる行動主体であることを確認することである．次に，家族の機能が低下
し，自律的に個人（家族構成員）の福祉を達成し得ない状況が加速されて
いることを認識することである．そして第3 に，そうした状況のなかにあ
って，社会からの支援が，家族を通して間接的に，あるいは個人に直接的
に働きかける形で，どのように個人の福祉実現に向けて機能していくかを
問題にすることであるとされる．
ここでも明らかに，機能論的な方向での議論が期待されていることが窺
われる．事実，石原は，機能的アプローチは家族と社会福祉の関係を捉え
る場合の常道ともいえる方法であると述べている．機能論をめぐる問題に
ついては後述することとし　続けて家族福祉論が家族と社会福祉の関係を
どう捉えているかを概観しよう．
第4 節　家族福祉論における「家族と社会福祉」
社会福祉研究の一領域である家族福祉論を展開する論者には，家族社会
学のプロパーが多く，したがって議論の方向性には家族社会学と少なから
ず共通した点がみられる．
この領域では，家族福祉とは何かということをめぐって論争があり，何
を家族福祉というかということについて必ずしも論者の意見の一致を見て
いないというのが現状のようである．家族福祉の概念を明らかにすること
は，とりもなおさず家族と社会福祉の関連を明らかにすることにつながる
のであるが，この概念の定義に関しては，論者によってさまざまな捉え方
が存在しており，現時点における統一的な見解はないといってよい．そこ
（1 0)　前掲，p. 184,
（11）　石 原邦雄 「家 族と社 会福祉」正 岡寛 司， 望 月嵩編『 現代家 族論 』有斐閣，1988pp.
 262-263.
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でここでは何人かの論者の見解を紹介レ　きわめて限定された範囲ではあ
るが，家族と社会福祉の関連について家族福祉論がどのように捉えている
かを見ていくことにしよう．
わが国の家族福祉論の先駆的業績は，岡村重夫と黒川昭登の共著による
『家族福祉論』（ミネルヅア書房.   1971）であるとされる．これ以降わが
国の家族福祉論は，この両者の（特に岡村の）理論を批判じ　これを乗り
越えようとする方向で展開されてきたように思われ,る．岡村は，「前近代
家族のもっていた多くの機能は，家族以外のもろもろの専門的分業機関，
施設に移っていく.   （中略）家族は，夫婦・親子の共同生活によって少数
特定の機能を果たすための場にすぎなくなる．つまり家族もまた，人間の
要求の一部分を充足する分業制度となるのである」　（1 2)　と述べ，家族福祉
を「個人が家族固有の分業的機能を利用することによって，彼の本来的要
求を効果的に充足するように援助する社会福祉事業の分野も成立しうるわ
けである．われわれはここに『家族福祉事業』固有の活動分野をみとめる
ことができる」　（1 3）　ものとして捉えた．
野々山久也はかかる岡村の立場を，家族を医療制度や社会保障制度など
といった専門分業的施設・機関と並列的に位置づけるものであり，集団と
しての家族の特殊性を考慮していないとして批判した．彼はそのうえで，
家族福祉は「集団としての家族を援助する」ものだという視点を特に強調
し　「家族福祉とは，集団としての家族を単位として，家族によるその家
族機能における自立的遂行の援助の実践と，その援助サービスの体系であ
る」と述べた(1 -1）また副田あけみは，家族福祉を社会福祉の一分野である
と捉えたうえで，「家族福祉とは，家族成員の基本的欲求の充足を疎外す
るような家族関係の障害を抱える家族に対して，その改善や再び障害に陥
らないための予防を図る援助実践活動である」と規定している（1 5）
ここで副田や野々山の定義を紹介したのは，これらが前述した家族社会
学との関係を見るうえで参考になると考えたためである．この二人の見解
(12)　岡村重夫， 黒川昭登『家族福祉論』ミネルヴ ァ書房，1971,p.4.
（1 3）　前掲，p. 4.
（＼ A）　野々山久也編著『家族福祉の視点：多様化したライフ スタイルを生きる』ミネ
ルヴ ァ書房,1992 ，p.15.
( 1 5）　副田あけみ「家族福祉試論」『白梅学園短期大学紀要』第25 号，1989,0.65.
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には明らかに共通性がみられる．それは家族福祉を実践活動と捉えると共
に，両者ともに機能論的アプローチを採っている点である．このことは，
先の家族社会学において，家族と社会福祉を問題とする場合に，主として
機能主義的アプローチが採られていたこととも共通している．また野々山
は，パーソンズの所説を紹介しながら，家族機能を従来のような（野々山
によれば，そこには岡村も含まれるのであるが）「社会から期待される機
能」としての側面から捉えるのではなく，「パーソナリティあるいは個人
のための機能」として家族機能を捉え，この機能の遂行を援助していく実
践として家族福祉はあるべきだという見解を示している（1  6≒ 結局，家族
の機能とはなんのためにあるのかということに対レ　野々山の見解では，
社会のための機能ではなく，個人のための機能であり，したがって家族内
における個人のニーズが充足されないときに，家族福祉という社会福祉の
一領域が援助活動を行うというように読める．
ここで改めてこれまでの議論の対象となる「家族」が，実は「近代家族」
をモデルとしているのだという点について押さえておく必要がある．近代
家族とは，家族機能論の対象となる「家族」の基本像である．近代家族と
は何かという問題については，家族社会学者である山田昌弘が，その特徴
を次のようにまとめている（1 7）
①小集団で公共領域から隔離されている.
②生活を保障し，労働力再生産を行っている.
③情緒的満足，情緒的不満の処理を行っている.
④行動の動機づけに「愛情」が用いられる．
⑤男性一仕事，女性一家庭の性別役割分業が行われている.
⑥国家の制度に順応している．
また，山田はこうした近代家族の家族問題には，次のような4 つの類型
が設定できるとした(18)
(1 6)　野々山，前掲，p. 23.
(1 7)　山田昌弘『近代家族のゆくえ：家族と愛情のパラド ックス』新曜社，1994,p.78.
(1 8)　前掲，p. 43.
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Ａ　労働力再生産の不全一家族における労働力の再生産が不十分で，社
会システムの再生産を脅かす場合.   （子どもの数の減少など）
Ｂ　パーソナリティ安定化の不全一家族におけるパーソナリティの安定
化か不十分で，公共の秩序を脅かす場合.   （非行の増加など）
Ｃ生活保障の不全一家族の生活保障能力が不十分で，個人に不満が生じ
ている場合．（貧困による生活苦など）
Ｄ　感情マネージの不全一家族から情緒的満足が得られず，個人に不満
が生じている場合.   （冷たい家族など）
さらに，山田によれば生活保障の不全には2 つの側面があるとされる．
ひとつは生活保障が満足に受けられない場合に生じる不満（例：子どもや
老人が満足な世話を受けられない場合）であり，もうひとつは生活保障の
責任を遂行するにあたって生じる不満（例：介護をする側の持つ負担の重
さに関する不満）であるとされる（1 9）
ここで山田の設定した4 つの家族問題こそ，家族機能の不全から生じる
さまざまな問題としてこれまで論じられてきたものにほかならない．家族
社会学や家族福祉論で論じられてきた家族機能をめぐる議論が，まさしく
「近代家族」の問題であることはこれによっても明らかになる（2 0)
山田の類型のうち，AとBは明らかに社会の側か家族に要請する義務（機
能）の水準に，家族機能が追いついていないことから生じる問題である．
パーソナリティ安定化の不全の結果，離婚という事態が生じたとすれば，
そのことは社会の秩序の安定という社会側の要請にそぐわないために問題
とされるのである．これに対レ　CとDは，個人の内面に生じる不満である．
これを山田は「生活世界における不満の噴出」と呼んでいる．先の野々山
の家族福祉の規定からすれば，家族内の個人のニードが充足されない状況
にあるのは, c もDも同様であるから，双方ともに家族福祉の援助の対象と
なり得ることになる．しかしながら，家族福祉は.   Dのように家族から情
(1 9)　前掲，pp.50-51.
(20)　山田は，近代家族は構造的にこれらの問題を生じさせてしまうものであり，し
かもこれら4 つは相互にトレード・オフの関係にあることを喝破した．この点に関
し，詳しくは前掲書のp. 51を参照されたい.
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緒的満足が得られないような場合にも介入できるものなのだろうか．構成
員同士の人間関係が円滑でない家族はこの世に無数に存在するであろうが，
家族福祉はその全てを対象として援助するものでないことは明らかであろ
う．家族福祉が社会福祉研究の一領域だという位置づけからしてもこのこ
とは当然である．現実に家族福祉の対象となるのは，この類型でいえばさ
しあたりCの領域に当たるものであるということになろう．その場合も，
単に家族員に「不満がある」ことのみを根拠として介入がなされるもので
はあるまい．社会福祉は家族内の個人に不満があるから援助をするのでな
く，その不満の原因が「貧困」であり「介護」という問題にあるからこそ，
援助という形で介入が許されると考える方が妥当である．このことに鑑み
ても，先の野々山の家族福祉に対する考え方は，その対象領域を広く設定
しすぎているといわざるを得ない．
われわれは，家族員の不満の原因が経済的困窮や要介護者に対する介護
という状況に求められるがゆえに，これらの問題に対処するために社会福
祉サービスが必要となるのだという見解に達した．このことは，庄司のい
う「生活機能の障害」が社会福祉の対象領域となるという見解と呼応する
ものである．したがって，仮に個人のために家族機能があると解釈しても，
家族機能を社会福祉との関連で考えた場合，結局のところ社会福祉は家族
の生活機能を強化するものであり，それはとりもなおさず，社会の側の要
請に合ったことなのだという結論に到達する．
前述したように，野々山は家族機能を「個人のための機能」と措定した
が，家族福祉が社会福祉の一領域であると観念すれば，上位概念である社
会福祉における介入の原則が，家族福祉にも妥当すると考えざるをえない．
家族と社会福祉の間の関係を論じる場合は，機能論の立場を採る限り，家
族機能＝「社会の側の要請する」機能という呪縛を取り払えないのではあ
るまいか．それというの伝　家族にはこれこれの機能がある（その中には
福祉供与機能も包含される）ということを最初に措定してしまうがためで
はないだろうか．
家族の機能を措定し，そこから現実の家族を見ていこうとする機能主義
の視点については，これまでもフェミニストたちからは疑問や批判が噴出
していた．したがって以下ではそれを紹介レ　家族問題とは何かという観
点から，家族と社会福祉の関係を改めて考察することにしよう．
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第5 節　フェミニズムの家族機能論批判
議論に入る前に，これまでのところを整理してみたい．
家族と社会福祉の連関を捉えるにあたっては，これまではもっぱら機能
論的アプローチが採られてきた．機能論的アプローチを採る際の前提とな
る家族像は，近代社会の成立と共に形成された近代家族である．機能論で
は，まず家族の機能を措定レ　それとの関連において家族と社会福祉との
関係を見ようとする．そこでは，家族機能は「社会の側の要請する」機能
として把握される．そして，社会の側の要請する水準と，家族の実質的な
能力との間にギャップが生じる場合，それは家族問題として扱われ，さま
ざまな社会的方策（社会福祉をも含む）が採られることになる．
社会福祉はわけても，家族の諸機能のうち，「家族員が連帯して営む家
族生活のなかで衣食住を確保し日常生活処理をしながら，個人の生命や活
力の維持と発展を図る機能」（2 1）に障害が起きた場合に，換言すれば家族
の自助原則が家族の中でもはや貫徹されない場合に，その機能を代替・補
完すべく支援を行うものである．機能論はこのように家族と社会福祉の間
の概括的な機能分有の基準を提示するものであるといえる．
ここから，次のようなことが疑問点として抽出される．まず，議論を展
開するに当たって「近代家族」を家族の典型と見なすことへの疑問．そし
て，そのことと連動して，家族にこれこれの機能があるとあらかじめ措定
することへの疑問である．われわれは，「家族は福祉機能を持っている」
ことを所与のものとしてしまうと，次いで「家族は福祉機能を遂行する」
というテーゼに発展し，その結果「家族が介護を担う第一義的な責任主体
である」というイデオロギーを追認にすることになりかねないことを懸念
する．
野々山の家族福祉論は，その対象領域を広く設定しすぎているものであ
ると既述したが，その野々山が岡村の理論を批判したのは，岡村の議論で
は家族を制度として把握しており，そのために家族機能が「福祉の含み資
産」として捉えられてしまう危険がある，という点であった(2 2)　機能論
の基本的な問題点はまさにこの点にある．
機能論はその議論の性格上，どうしても家族にある種の福祉供与機能が
(2 1 )　庄 司 ， 前 掲 ，p.  178
（2  2
）野々山，前掲，p. 14
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あることを前提にせざるを得ないものである．野々山もまた，この点を危
惧したのであり，それゆえに家族機能を社会のための機能ではなく「個人
のための機能」と置き直したのであるが，そうすると，社会福祉という制
度との関連がうまく捉えられないことになる．となれば，機能論それ自体
の前提の基礎を掘り崩す必要がでてくるのではあるまいか．すなわち，家
族にある種の福祉供与機能があるという前提からして問わなければならな
くなるのではないか，ということである．
フェミニストたちは，家族の機能とされるものが，実は家父長制のイデ
オロギーの影響を強く受けたものであることを示してきた．家父長制とは，
ラディカル・フェミニズムの発見した概念であり，そこで問題とされてい
るのは「性に基づいて社会的役割が固定的に配分されること．その結果と
して，男性が女性に対して優位に立つ状況」という定義で捉えられるよう
な性抑圧の本源性である（2 3)すなわち，フェミニズムは，家族の機能とさ
れてきたものを規定しているのは，もっぱら男性と女性，大人と子どもの
間の権力関係に根ざしており，それはまた歴史的に形成されてきたものに
ほかならないとするのである．かかるフェミニストらの見解が，近代家族
が普遍的なものでないことを明らかにした文化人類学や歴史社会学の業績
から多くの啓示を受けていることは疑うべくもない．
先に掲げたパーソンズの家族機能論でも，家族機能として特化された
「子どもの社会化」と「パーソナリティ安定化」は女性が担当レ　家族を
維持するために家族外の職業労働に従事して資源を供給するのは男性の役
割とされていた．だが，なぜそのようになるかといった点に関しては，パ
ーソンズは特段の言及をしていないのである（2町　もはやこれ以上機能論
の限界を指摘することは不要であろう．
（23)　金井淑子『フェミニズム問題の転換』勁草書房,   1992,p.231.
（2 4）　実は，パーソンズの役割分業論は19  6 0 年代以降，女性の雇用率が上昇する
に伴い，家族社会学の間でも批判が集中するようになったものである．パーソンズ
批判の結果，家族社会学では女性の家庭における仕事（家事）の分担が新たに主題
化されることになる．しかしながら山田は，そこでも家事を担当する側（女性）と
家事を手伝う側（男性）にある担当と分担の意味の決定的な違いの考察や，家事に
対する構造論的考察が欠けていたとする．詳しくは，山田，前掲，p. 140以降を参照
されたい．
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ここで，機能論者のいう家族機能といわれるものの多くは，従来女性に
よって担われてきたものであることを確認しておこう．「家族の危機」は
女性の役割遂行能力の不全という議論にまで発展しかねない危険を持つも
のである．このことは，子どもの非行や家族内の老人の孤立化は，女性が
外に出て働くようになったために，結果として家族の土台が崩されてしま
ったことを示しているのだとする見解が根強く存在することからも明らか
であろう．
この点に関してはギティンス（Gittins,D. ）が，有益な示唆を含んだ意
見を述べている．ギティンスによれば，家族問題は「家族の」問題ではな
く，「社会の」問題であるとされる．ギティンスは家族の問題が社会問題
を生じさせているのではなく，社会の側の矛盾や軋蝶が，逆に家族問題を
生じさせていることを指摘したのであった．また，ギティンスは家族機能
として家族に要請されているものの多くが，家父長制イデオロギーという
権力関係の中から生み出されてきたものであり，家族問題はまさしくこの
イデオロギーと現実の家族のギャップから発生したものにほかならないと
述べている（2 5)　かかるギティンスの議論は，家庭内におけるミクロな権
力関係に焦点を合わせることによって，これまで当然視されてきた性別役
割分業観を括弧入れし，現実の問題状況がどこから派生しているのかを見
極める重要な視点を提示するものであるといえよう．
これまで，家族社会学と家族福祉論における機能論的アプローチをフェ
ミニズムの所論を参考にしつつ批判してきたが，次に法律学の立場から，
家族と社会福祉に関する問題をこの分野がどう取り上げてきたかを考察し
これまでとはやや違った角度からこの問題にアプローチしてみよう．
第6 節 法律学（家族法）における「家族と社会福祉」
一扶養と介護問題
わが国の法律学において，家族と社会福祉の関係を直接的に対象とした
議論には，いわゆる公的扶養と私的扶養をめぐる問題がある．この議論は，
扶養に関する家族と国家の責任の関係を示すものであるといいうる．民法
（25 ） Gittins,D.,  The Family in Quest  ion:Changing Household and
Fam目iar Ideorogies, 1985 ＝金井淑子，石川玲子訳『家族をめぐる疑問
への挑戦』新曜社，1990を参照．
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固定 観 念
に規定された親族扶養と，国家によりなされる扶養をめぐるこの議論は，
親族扶養と生活保護の接点をどこにおくかというきわめて難しい問題を提
示してきた．
わが国の民法8  7 7 条第1 項においては，「直系血族及び兄弟姉妹は，
互いに扶養をする義務がある」と規定されている．この条文の解釈をめぐ
って，従来の通説は，扶養義務には生活保持義務と生活扶助義務の2 種類
があるものとし　8  7 7 条1 項の規定は，後者の生活扶助義務を明文化し
たものとして観念してきた(26)
ここでいう生活保持義務とは，親がその未成熟の子を養うように，また
夫婦が互いに扶養しあうように，いわば最後のパンのひとかけらをも分け
あって食べることが要請されるようなぎわめて高度の扶養義務を指す．ま
た生活扶助義務とは，親と成年の子どもの間の扶養のように，自己の生活
を犠牲にしてまですることを有しない程度の扶養義務であると解されてき
た．また，この場合の扶養とは経済的な援助を指し，こんにち問題となっ
ているような「介護」をその範躊に含みうるものではない．
奇妙なことのようであるが，生活保持義務について，現行民法には直接
の規定はない．夫婦間の扶養問題については.752 条の夫婦間の協力・
扶養義務.760 条の「婚姻費用分担義務」などの規定から，生活保持義
務の法意が汲み取れるものとされる（2 7)　しかしながら，子の扶養につい
ての具体的規定は見あたらない．この点について佐藤隆夫は疑問を提起し，
子どもに対する扶養義務を明確化すべきであるとする（28)　扶養をめぐる
問題については，こうした未成熟の子どもの養育問題を検討することは重
要であるが，ここでは高齢者の生活扶助義務と介護の問題に限定して議論
を進めたいと考える．
わが国の民法8  7 7 条の規定には，老親を扶養するにあたり，子どもが
複数ある場合には誰がその義務を果たすのか，どのような方法でどの程度
の扶養をするのかについての具体的手がかりが示されていない．従来の通
説・判例では，老親の扶養は，扶養を受けようとする親が扶養必要状態に
(26)　佐藤隆夫「親族扶養の生活扶助義務の性格：扶養法への提言」『國學院法学』
第29巻，第2号，1991,p.5.
(27)　前掲.   p. 6.
(2 8)　前掲，pp. 5-8.
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あって，扶養すべき子が扶養可能状態にあるのでなければ，扶養義務は発
生しないものとされてきた（2 9）
この点について，老親扶養を必ずしも重視していない通説の立場に疑問
を投げかける論者も登場した．たとえば米倉明は，その論考の中で「老親
と未成熟子は，同じように所遇していいのではないか．さらにいえば，同
じように所遇すべきではないか，と考えられる．結局，夫婦，未成熟子，
さらに老親，これらの三者は同じグループに同等に属するものとして処遇」
すべきであるとし　いわば「親孝行のすすめ」ともいうべき所説を展開し
た（3 0) これを大筋のところで歓迎するような論調もあるなか（3へ　上野
雅和は「老親扶養の負担によって子およびその家族が共倒れとなり，生活
保護を受けなければならなくなれば，社会的にも不利益をもたらす」　（3 2）
として米倉説を批判した．
また上野は，扶養は民法上経済的援助に限定されていることから，介護
は扶養の問題ではなく，その根拠は730 条の互助義務の規定に求められ
るものとした（3≒　民法はその730 条で「直系血族及び同居の親族は，
互いに扶け合わなければならない」と規定しており，老親に対する介護は
この規定を根拠としているというわけである．佐藤もまた上野と同様の見
解を持つものであったが，佐藤はこの点に関し「嫁が一般的に介護の担い
手と目されながら，法的にその地位が不明確」であることが最大の問題点
であるとし　730 条の義務の履行は無償のものとして評価されるべきで
はないとして，介護の有償性を主張した（3几
結局のところ法律論では，介護の義務は当事者間の介護提供契約によっ
て設定されうるにすぎないものである．介護問題は730 条の親族間の互
（29）　たとえば中川善之助『新訂親族法』青林書院，1959, p. 600を参照.
(30）　米倉明「老親扶養と民法」東京大学公開講座29,『高齢化社会』東京大学出版会，1979.p.171.
(3 1 ）　たとえば樋口範雄『親子と法：日米比較の試み』弘文堂，1988 を参照されたい．
本書の中で，樋口は米倉説を，「高齢化社会を迎えて重要な法律的論点になる」も
のとして評価している.
（32)　上野雅和「家族（親族）の扶養義務」『自由と正義』第45巻10号，1994, p. 53.
（33）　上野，前掲，p. 55.なお佐藤も老親介護は7  3 0 条の問題であるとする．佐藤，
前掲，p. 11を参照されたい.
(3 -1）　佐藤，前掲，p. 13.
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助義務問題であるから，調停中立はできても，審判によって強制すること
はできない性格のものである．したがって上野のいうように，家族から介
護を受けられない老親は，実際には社会福祉サービスを利用するか，民間
からサービスを購入するかしがない．
介護を必要とする高齢者が放置されないためには，家族員が直接介護を
しようとしまいと，原則として社会福祉サービスは提供されるべきもので
あろう．このことをより具体的にいえば，自ら介護を望む家族に対しては，
その介護負担をできる限り軽減するような方向で補完的なサービス提供が
なされ，家族が介護を望まない場合には，これを代替するようなサービス
が提供されるべきだということである．
この点に関レ　家族がいながら代替的サービスを導入することになれば，
家族が介護を放棄するインセンティブが働くであろうから，社会的コスト
の増大を招来し，財政的な観点からみて望ましくないという批判が挙がる
ことは当然予測される．しかしながらわれわれは，代替的サービスの全額
を公費負担で，といっているわけではない．この点については，公的介護
・私的介護を問わず，要介護高齢者に資産や収入がある限り，介護費用は
高齢者の負担とすべきだという上野の主張を支持する．
仮に高齢者自身に経済的余力がなく，家族員も介護を行うことによって
家族外での労働の機会を失い，そのことによって家族が従前の生活水準を
維持できなくなるのだとすれば，ヘルパーを動員したり，介護者に介護手
当を支給することによって生活水準の低下をもたらさないような配慮がな
されるべきである．また仮に，経済的な理由ではなく，もっぱら情緒的な
理由によって家族が介護を拒否した場合はどうなるか（実際にこうしたケ
ースは数多くあるであろう）. この場合も要介護者が放置されることのな
いよう，代替的な支援が行われるべきであることはいうまでもない．この
場合もまた，高齢者自身が自ら費用を負担するのが原則であるが，本人が
負担しきれないときは扶養義務者に対して扶養請求がなされることになる．
従来ならばこのようなケースについては，施設に入所するしか手がなかっ
たのであるが，本人が在宅を望むのであれば，その高齢者が自宅に留まる
ことができるよう，ぎりぎりまで在宅生活を支援する方策が採られるべき
であろう．
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第7 節　経済学から見た「家族と社会福祉」
経済学の立場から，家族構成員の行動の分析を行い，結婚や離婚，家庭
内の生産活動，労働分業などを研究する領域としては家族経済学がある．
これまで経済学者の関心の多くは，家族というよりはむしろ家計と外部の
経済組織との相互依存関係に向けられる傾向があり，家族内部構成員の相
互依存関係に関心が及ぶことはむしろ稀であった．家族経済学は，この家
族内部の相互依存関係に着目レ　介護や子育てといった家族内のサービス
供給にかかるコストを，労働供給を断念することによる放棄賃金と捉え，
そこから出生率の低下や社会福祉の充実を論じるという新たな理論的地平
を拓いた．また近年，これとは別に社会福祉サービスの性格や費用負担な
どについて経済学の立場から接近しようとする試みも見られるようになっ
ている．
財政学者である宮島洋は，高齢化社会において政府や市場の役割を論じ
る際に，家族の役割をまず最初に視野に入れる必要があることを指摘レ
家族内のサービス受給の経済的意義を取り上げるべきことを主張した．彼
は，家族経済学で用いられる「機会費用」（放棄賃金）の概念を援用し，
伝統的な家庭内外での性別役割分業を経済学的アプローチから議論するこ
とによって，わが国の在宅福祉政策が家族介護を前提にする理由を，単な
る財政上の「安上がり論」を越えて解明した．かかる宮島の議論は，経済
学の立場から家族と社会福祉の関係を捉えたものであって，その接近の方
法もこれまで紹介してきた所論のような機能論的アプローチではなく，い
わば両者の関係を構造論的に把握したものである．
宮島は，性別役割分業のイデオロギーが家族内部にのみならず，労働市
場や企業組織にまで浸透し　家制度が解体され，近代家族のリアリティが
失われてもなお，「統計的差別」という形で残ることを指摘した（35)
「統計的差別」とは，サロー（Thurow.L.C.）が提示した概念であるが，
これは子どもの頃からの性別分業の躾や教育制度の結果，男性の平均的特
性は職業的な効率性に，一方女性の平均的特性は家庭内生産の効率性にあ
るという実質的評価が統計的に下されることを意味する．その結果，企業
は女性に対し，結婚や出産までの短い勤続年数を前提にした雇用計画を立
てることになる．宮島は，こうした統計的差別の存在が，女性を福祉供与
（35 ）　宮 島 洋 『 高 齢 化 時 代 の 社 会 経 済 学 』 岩 波 書 店 ，1992,  p.  109　
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の担い手として期待するような素地を作るものであることを指摘した．
また，実際に高齢者の介護が必要になるとき，主介護者である女性の年
齢は中高年に達している場合が多い．近年，男女雇用機会均等法の制定等
に伴い，男女の賃金格差は縮小しつつあるとはいえ，それは若年労働者層
に限られており，年齢が上がるほど賃金格差の拡大は著しくなる傾向があ
る．したがって，中高年女性の機会費用は，生計中心者である夫に比べる
とかなり低いものであることが予想され，このようなこともまた女性に介
護を行わせる要因になっている（3 6)　加えて，公的ホームヘルパーが不足
していること，民間の家政婦等を利用する場合には全額自己負担で料金が
高いことなどがネックとなり，コストの観点からみると女性が自ら介護に
あたった方が結局安上がりだという結論になる．宮島は，政府が女性の機
会費用を財政支出面で認知しておらず（税制面では配偶者特別控除という
形で機会費用を一部認めているとする）, だからこそ女性に主介護を依存
した在宅福祉政策が施設福祉政策よりもはるかに財政的に効率的で安上が
りだと考えることができるのだと結論づけている（3几
宮島は在宅介護者の機会費用を正当に評価することが必要であると認識
していた．このことは，先の佐藤の主張（介護の有償化）とも合致するも
のである．家族にはこれ以上，福祉供与機能の担い手として期待はできな
いし，またするべきでもないが，それにもかかわらず，現実にはこれから
も多くの家族が自ら在宅高齢者を介護する途を選択するであろう．
この点に関し，福祉多元主義は，インフォーマル・ケアラーとしての家
族に自由な選択の可能性が認められなければならないことを主張していた
むろん，この場合は介護する家族のみならず，要介護状態にある高齢者本
人にも選択の自由が認められなければならないのは当然である．サービス
利用の際に高齢者本人の意思に対する配慮をすることは，高齢者自身の
「自己決定」の観点からも重要である．
これまでわが国では，在宅福祉サービス利用にあたり，本人の意思と家
族の意思とを必ずしも明確に区別してこなかったと思われる．今後は，高
齢者の意思の確認をどのような形で行っていくかが，サービス供給にあた
っての重要な検討課題となると思われる．
（3  6 ）
前掲，p. 118
(37) 前掲，p. 120
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第8 節　インフォーマルネットワーク論の限界と再構成
福祉多元主義はインフォーマル部門を福祉供給を担う一部門としながら
も，その役割をこれまで積極的に議論してきたとはいい難かった．インフ
ォーマル部門を福祉供給を担う社会的部門の一つとして福祉多元主義が位
置づけたのは，おそらく「親族ネットワーク論」に福祉多元主義者たちが
依拠しているためと考えられる．福祉多元主義がインフォーマル部門の中
軸に家族を据えたのは，インフォーマル部門とボランタリー部門，あるい
は政府部門との相互関係を，家族を中心にしたインフォーマルネットワー
クの観点から捉えていこうとする意図があったためであろう．われわれは
これまでも，福祉多元主義のインフォーマル部門の捉え方には保守主義的
側面があることを指摘してきたが，その議論の前提となっていると思われ
る親族ネットワーク論ないしインフォーマルネットワーク論については言
及してこなかった．ここで，改めてこの議論を吟味することにしよう．
これまでの家族機能論の主張する「家族」概念が，主として近代家族を
念頭においたものであることは既述した．この近代家族を形態的な側面か
らみれば，それはまた「核家族」であることを前提にしているといいうる．
そしてこの核家族形態こそ，工業化と都市化の進展する社会に最も適合し
た形態であると述べたのはパーソンズであった．これに対レ　工業化や都
市化により適合した家族形態として「修正拡大家族」を主張する論者が登
場した．それらの議論の唱矢ともいえるリトワク（L i twak, Eう は，修正
拡大家族を現代社会において最も機能性を発揮する家族形態と考え，工業
化と官僚制化という現代社会の特徴の中で家族の関係を捉えようとした．
リトワクはその議論において，親族ネットワークの構成要素として，親族
のみならず近隣や友人，それ以外のさまざまな機関をも視野に収めていた．
目黒依子によれば，アメリカにおける親族関係の研究は.    19  6 0 年代
から70 年代にかけて著しい発展を見せ，その結果として親族ネットワー
クを選択的任意システムとして捉え，親族紐帯とその他の社会的紐帯とを
同列においたうえで，交換と互酬性に基づいてそのいずれかが選択される，
という解釈が浮上してきたという．さらに，このような解釈が浮上してき
た段階に至って，親族ネットワーク研究は核家族を一つの単位として捉え，
核家族のもつ親族関係は，その他の社会関係と同様に費用と報酬に基づく
交換関係の一種であり，産業化社会における親族関係は，核家族が機能す
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るうえでの重要な資源であるという視点が強まったとされる（3 8）
このような議論を見ていくと，福祉多元主義のみならず，福祉の混合経
済論，福祉ミックス論において「家族」が福祉供与の担い手の基礎的部分
として位置づけられるのは，家族を中心とした親族ネットワークが「資源」
として評価されるためではないかという感が強まる．しかしながら，より
重要な点は，この親族ネットワークがはたして常にうまく機能するのかと
いう点にある．宮島は，修正拡大家族は，親族ネットワークの資源がうま
く機能する限り，それなりに安定しているが，家族病理が表面化する危機
的状況においては親族ネットワークは「資源」ではなく「負の資源」とな
り，さらに深刻な家族病理に陥るのではないかと懸念している（3 9)　親族
ネットワークに対する評価にはさまざまなものがあると思われるが，高齢
化社会を支える社会資源として，これに過度な期待をかけることは危険で
あるとわれわれもまた考えざるをえない．
したがって，われわれは家族，親族ネットワーク，あるいはインフォー
マルネットワークを，所与の社会資源として受けとめこれに期待するとい
う立場を採らない．インフォーマルなネットワークを強化するために各種
のサービスを投入するのだというニュアンスの，一部の福祉多元主義者の
（38 ）
目黒依子「家族と社会的ネットワーク」正岡，望 月編，前掲書,   p. 196
(3 9)　宮 島 ， 前 掲,   p. 73
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意見にはにわかに賛同しかねる(4 0)　われわれは自由主義と個人主義の伝
統を欠くわが国において，家族やインフォーマルなネットワークの持つ福
祉力に期待することは，家族を「福祉の含み資産」と見なす政策サイドの
スタンスを追認することにつながりかねないと考える．家族，そしてイン
フォーマル部門は，ケアを行う基礎的部門としてではなく，その他の社会
部門による諸サービスの間に介在するいわば潤滑油的役割を担うものとし
て捉える方が妥当である．その文脈のもとで家族を中心としたインフォー
マル部門と公的福祉サービスの関係は捉えられねばならない．
インフォーマル部門において行われるケアは，丸尾やローズのいうよう
に「人間的な暖かさ」があることがその大きな特徴とされ，長所とされて
きたものである．インフォーマルなケアは，高い専門性を持だないかわり．
「暖かさ」というまさしく情緒的な部分を基軸として利用者に供与されて
きたといえる．かかる「情緒」性こそが，インフォーマルなケアの本質的
部分にほかならない．インフォーマル部門による福祉供給は，この「情緒」
性を媒介として，それ以外の福祉供給部門の間に存在しうるのである．し
たがってインフォーマル部門が供給するケアの性格は，その他の福祉供給
部門の専門性を持ったサービスとは，基本的に異なったものであるといえ
よう．インフォーマル部門はケアの担い手であっても，他の福祉供給部門
（4 0）　むろん，われわれは家族を中心としたインフ ォーマル部門が福祉供与の担い手
として全く無力であるということをいっているのではない．しかしながら，われわ
れはここでティトマスの「コミュニティに生起している大多数のニードは，基本的
には家族のニードではない」という見解を想起する必要がある．ティトマスは，接
近性の高い社会サービ スへのコミュニティの参加を促進することで，「地元に向け
られたニード」を充足すべきだとする見解を示していた．かかるティトマスの見解
を紹介し，これを支持する谷口政隆は，「公私のサービスの望ましい結合について
の政策提起の乏しい中で，地域社会における相互扶助活動の活性化が無造作に言わ
れていいものか」と述べ，「過大な期待をかけられつつも家事・介護の忠実な実行
のみを求められて本格的にサービ ス・システムに組み入れられてこないホームヘル
プ・サービ ス」に疑問を提示している．谷口がこの文章を書いたのは福祉八法改正
以前であり，現在はホームヘルプサービ スは法の中に組み込まれている．しかし，
依然として家族がケアの第一義的責任を担うかのように行政が認識していること自
体に大きな変化はないのである．谷口政隆「地域社会のニードとネットワーク」阿
部志郎編『地域福祉の思想と実践』海声社，1986, pp. 79-80を参照されたい.
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と並列的に並べられるものではなく，ましてケアを担う第一義的な部門で
もなければ，基礎的な部門でもないのである．
われわれは，インフォーマル部門によるケアはその非専門性や非安定性
ゆえに，そもそも「資源」として把握すべき性格のものではないと考える．
われわれは改めて，福祉多元主義が採っていた立場，すなわち「多元化」
は国家によるサービスの縮小を直ちには意味しないという主張を再考する
必要がある．福祉多元主義は公的サービスの後退に懸念を表明しつつも，
一方でインフォーマルなネットワークを強化しようとしていた．インフォ
ーマルなネットワークを支持しようとすれば，必然的にインフォーマル部
門を「資源」として評価することにつながる．インフォーマル部門を資源
として把握すると，公的部門によるサービスの後退をこれによって埋め合
わせるといった発想から逃れることが難しくなることは，この章の冒頭で
述べたとおりである．この一見して明らかな自己矛盾に対レ　これまでの
ところ福祉多元主義は特に言及していない．
われわれは，これまで家族に何らかの福祉供与機能があることを所与の
ものとする考え方が，家族を「資源」として把握するような見解に発展し
ていくことを指摘してきた．また，福祉多元主義の依拠する親族ネットワ
ーク論ないしインフォーマルネットワーク論もまた，資源論的観点に立つ
ものであることが明らかになったことと思う．
われわれの到達した結論は，インフォーマル部門を資源論的立場で捉え
ず，インフォーマル部門のケアの特徴をあくまでもその情緒性に求めるこ
と，そしてインフォーマル部門の行うケアを，公的部門やボランタリー部
門の供与するサービス供給活動と同列に扱うのではなく，これらの間を媒
介する潤滑油的機能を果たすものとして考えるべきだということである．
こうした「反」資源論的問題認識に立脚するのでなければ，地域社会はイ
ンフォーマル・ケアラーにとって，もはや「抑圧」の場にしか過ぎなくな
るであろう．そのことを重ねて強調しておく．
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刳    6   章:
福 祉 多 元 幸 義 と 分 権 論
第1 節　論点の整理
第4.    5 章において福祉供給の多元化をめぐる諸問題を検討したが，そ
の際，中央政府と地方政府の役割分担に関しては「分権化」に関わる問題
とし　後段での検討課題としてこれを意図的に取り残しておいた．
福祉供給の「多元化」を狭義の公私役割分担として捉えた場合，具体的
な分担の局面は公的部門（中央・地方）どうし　また公的部門内部の組織
間にも及ぶと考えられる．したがって多元化に関わる議論はおのずと「分
権化」問題をその視野に含まざるをえない（几
社会福祉における分権問題は，わが国でも80 年代から90 年代を通じ，
社会福祉研究者の間で高い関心を集めてきたイシューである．分権化に関
する議論が活発化する直接の契機となったのは，いうまでもなく80 年代
に行われた行政改革の影響による．行政改革は，中央と地方の政府間関係
に大きな変化をもたらしたが，この改革の争点のひとつは社会福祉行政に
おける分権化であった．
従来，社会福祉行政は伝統的に中央政府の事務とされ，機関委任事務と
(')多元化を論じることが必然的に分権化を論じることにつながるというのは，多元
化を公私分担という局面から捉えた場合に，少なくとも理論上はそうなるといった
意味であって，現実には多元的な福祉供給を実施しつつ，中央集権的な政治体制を
とることは可能である．英国のサッチャー政権におけるニューライト的多元化政策
はその好例であろう．したがって現実には，多元化が分権化を推進するということ
は必ずしもいえないことに留意する必要がある．この逆の場合，すなわち分権化の
推進によって多元化は拡大するといえるであろうか．この点に関し，裏づける資料
がないので確定的なことはいえないが，分権化によって地方政府の裁量権が拡大し
たとしても，そのことのみをもってして供給の多元化を推進する原動力にはならな
いものと考えられる.
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して中央の統制のもとに地方政府が実施を担当してきた．しかし「行政事
務の簡素合理化及び整理に関する法律」（19  8 3 年1  2 月10 日法律第8
 3 号）. 「地方公共団体の執行機関が国の機関として行う事務の整理及
び合理化に関する法律」（19  8 6 年1  2 月2  6 日法律第1  0 9 号）と80
年代に入って相次いで制定された法律は，いずれも機関委任事務の整理
を目的としたものであり，機関委任事務の団体事務化をその主たる内容と
していた．かかる団体事務化の意義や議論の細目については後述すること
とし，ここではまず考察を始めるにあたって，福祉多元主義から分権化問
題へ接近するためには，どのようなことを検討課題として設定し議論すべ
きであるかを考えてみたい．
そもそもなぜ「分権化」が必要とされるかといえば，それは住民に近い
政府の裁量が大きければ大きいほど，住民からのコントロールが可能にな
り，したがって民意が反映しやすいからにほかならない．分権化が住民
「参加」と共に語られることが多いのも，このような理由に基づいている．
分権化は住民の政治参加を推進する誘因でもあり前提条件でもある．換言
すれば分権化は住民の政治参加という形で住民による直接民主主義への途
を拓くものである．両者は直接民主主義を志向するという，その基底とな
るイデオロギー的側面において緊密に結びついているといえる．
これまで見てきたように，供給主体の多元化ならぬ「多様化」は，とも
すれば政府の側の責任回避のための論拠として用いられる危険があるもの
であった．わが国における「日本型福祉社会」論や「活力ある福祉社会」
論にみられるように，公私分担を強調しつつ，政府自らの仕事の範囲を狭
く限定するのはその典型である．しかしながら，本来の意味での多元化と
は，ボランタリー組織を政府に対する健全な対抗勢力として位置づけるこ
と，すなわちボランタリー組織の持つ運動体としての側面を強調するもの
である．換言すれば，単なるサービス供給の担い手としてではないボラン
タリー部門の力を，行政のさまざまな過程に入力させていくことこそが，
多元化の持つ本来的な意味であると考えられる．したがって多元化は，政
府の側の一方的な思惑によって推進されるような性格のものではなく，公
私間の権力関係の捉え直しという視座を常にその基底に持つものである．
公的サービスの実質的な提供機関である地方自治体は，この文脈では，両
者の交渉と調整とが不断に繰り返される政治的アリーナとして設定される．
多元化と分権化は「利用者主体」ないし「利用者本位」という概念軸を
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導入することによってはじめて同一の理論的方向性を有するものとして把
握されうる．ここでは，多元化も分権化もともに利用者本位の供給体制を
構築するための手段ないし方法として理解されることが必要である．この
問題は，究極的には供給者側かどこまでそのような認識にたって福祉供給
を展開できるかというところにかかってくる．この点において，わが国で
推進されつつある社会福祉領域での「分権化」は，はたしてどの程度まで
「利用者本位」の視点に立ったものといいうるのだろうか．
われわれは，まずはじめに福祉行政における分権化がこれまでどのよう
な経緯で推進され，どのような問題を積み残してきたのかを検討するとこ
ろから議論を出発させる．さらにそこから得られた知見をもとに，中央政
府と地方政府の政府間関係を考察する．また，分権化を論じる際には政府
間の権限委譲の側面のみを検討するのでは不十分であり，さらに議論を組
織内における職員の裁量問題にまで発展させる必要がある．この観点から
は，組織内の2 つの異なった官僚制の問題がとりあげられることになる．
また，利用者本位の供給体制論という観点から，第一線現業職員の裁量問
題を捉えるならば，さらに従来の分権論では範躊外として特にとり上げら
れなかった問題，すなわち第一線現業職員とクライエントの間の権力関係
の問題が新たな争点として提起される必要がある．かかる問題認識に立脚
したうえでの論点を示したものが以下の項目である．
①わが国の社会福祉行政における事務配分の現状とその課題
②中央・地方の政府間関係と集権一分権問題
③公的福祉供給にかかわる第一線職員（ストリート官僚）の裁量
④専門職と利用者の間の権力関係
①ではこれまで分権化の文脈で考察されてきた行政の事務配分の委譲に
ついてその経緯を概観し，わが国における社会福祉行政の分権化が事務配
分のレベルにとどまり，かつ中央コントロールを強く残したものである点
を明らかにする．②から④まではその分析の視座を政府間関係というマク
ロレベルの問題から自治体内の職員の裁量問題というメゾレペルの議論へ，
さらには個々のワーカー・クライエント関係というミクロレベルの議論へ
と順次移行させて論じる.
②では，分権を考察の対象とする行政学の分野において，近年主張され
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つつある「政府間関係」論を検討する．ここにいう「政府間関係」とは，
中央政府と地方自治体の双方を，対等な「政府」として把握する記述及び
規範概念である．われわれは，特にこの概念の規範的な側面に着目レ　こ
の議論が分権問題をどのように捉えているかを中心に検討する．その場合，
この議論が中央と地方の関係を，わが国でこれまで採られてきたような一
方向的な依存関係として把握するのではなく，相互依存的なものとして捉
えている点に注目したい.
③では自治体組織内部における実質的サービス供給に携わる現業職員の
業務をその考察の対象とする．なぜなら，わが国で推進された分権化のよ
うに，新保守主義的な色彩を帯びた事務配分レベルの分権化ではあっても，
福祉行政において自治体の第一線職員の有する裁量の余地は大きく，した
がって第一線職員の業務に着目する必要を強く感じるためである．われわ
れは組織論の研究の成果を踏まえつつ，自治体におけるテクノクラートと
ストリート官僚（第一線職員）という2 種類の官僚制の関係について検討
し　第一線職員が実務にあたって直面するさまざまな問題点を明らかにす
る.
④ではそこで整理された結果を前提に，専門職である第一線職員とクラ
イエントとの権力関係の問題を検討する．その際，専門職としての第一線
職員がクライエントとどのような関係を取り結ぶことが求められているの
かを，福祉専門職のあり方という普遍的な問題と絡めて考察することにし
たい．
第2 節　社会福祉行政における分権化の系譜
わが国の社会福祉行政における分権化についてとりあげた論考は数多い
が，そのなかでも星野信也と辻山幸宣によるものが，福祉行政の分権化の
経緯を詳細に検討していると思われる．
わが国の行政改革において，常に検討課題であり続けた問題は，中央政
府と地方政府との関係であり，特に分権化は行政改革を通じての大きな争
点であった．前述したように，わが国では社会福祉行政は伝統的に中央政
府の事務とされ，「機関委任事務」として強い中央のコントロールのもと
に地方政府がその実施を担当するという仕組みになっていた．ところが行
政改革によって，従来機関委任事務とされてきた事務の一部が，地方政府
の責任のもとに実施されることとなったのである．この改革の直接の契機
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となったのが，第二次臨時行政調査会（第二臨調）の答申である．民営化
路線による福祉切り捨てを行ったとして，わが国の社会福祉研究者の間で
は否定的に捉えられることの多い第二臨調であるが，こと地方分権化に関
しては先駆的な提言を行っていたのであった．
第二臨調は，その第三次答申のなかで，「国と地方の機能分担等の在り
方について」と題レ　以下のような改革の視点を提案していた（2)
①住民に身近な行政はできる限り住民に身近な地方公共団体において処
理されるよう，事務の再編成を行うこと.
②市町村の行政機構の強化に重点がおかれるべきこと.
③国の地方公共団体に対する規制や関与をできる限り緩和すること.
④「選択と負担」のシステムを地方行政の場に明確に位置づけること．
さらに，第二臨調は，機関委任事務についても以下のような観点からの
見直しを図るべきとしていた．
①地方公共団体の事務として既に同化，定着しており，地方公共　団体
の自主的な判断のみによって処理することとしても支障が生じることが
ないと認められる事務は，地方公共団体の事務とする.
②都道府県から市町村への委譲を適当とするものについては，積極的に
これを推進する.
③全国的統一性，公平性の確保を理由とする（国の）関与についても，
事後的な関与で目的が達せられるものについては，極力事前の関与から
事後的な関与に改める.
④（必置規制は）類似の機関，職等に代替しうるものは統廃合する．
このような第二臨調の答申の実施推進を図ったのが臨時行政改革推進審
議会（行革審）である．行革審は19  8 5 年7 月，「機関委任事務及び国
・地方を通ずる許認可権限等の在り方」と題した報告のなかで，「地方公
共団体の組織や運営に対する国の過剰な関与や介入を改め，機関委任事務
（2)星野信也「 社会福祉の地方分権化」『季刊社会保障研究J Vol. 23, No. 4, 1988, p399
を参照.
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を団体の事務として裁量の余地を拡大し，国の権限を地方に委譲していく」
ことを自らの課題として掲げた．そこで，行革審は機関委任事務について
これを「廃止または縮小すべきもの」「団体事務化すべきもの」「市町村
委譲すべきもの」「その他事務の改善を行うべきもの」にわけ，それぞれ
の整理基準を設定レ　言及した．このうち「団体事務化すべきもの」とし
ては次のような基準が設定されていた．
①地方公共団体の事務として既に同化定着しており，その自主的な判断
によって処理することが適当なもの.
②統一的に処理する事務等であって仁　基準を示すこと等により，十分
対応可能であり，国が指揮監督を行う必要がないもの.
③個別の法令に当該事務に係る国の関与等についての規定が定められて
いることにより，その適用以外に国が指揮監督を行う必要がないもの.
④同種類似の事務との均衡上，団体事務とすることが適当なもの．
また，「市町村委譲すべきもの」については，次のように述べられてい
た
①市町村が，実質的な事務を行っているもの.
②他の関連する事務が市町村の事務となっており，市町村において一体
的に処理する方が効率的であるもの.
③他の同種類似の事務が市町村で行われているもの．
なお，社会福祉関係の事務は，この段階では「市町村委譲すべきもの」
に含まれていた．そこでは「老人福祉法，障害者福祉法，児童福祉法，精
神薄弱者福祉法及び生活保護法に基づく福祉施設への入所措置等の事務に
ついては，国と地方の機能分担に係わる臨時行政調査会の答申を踏まえ，
住民に身近な行政はできる限り地域住民に身近な地方公共団体において処
理する方向で，それぞれの業務の性格に応じ，費用負担の在り方の見直し
と併せて，検討を行うものとする」と明記されていたのであった．
しかしながら19  8 5 年の1 2 月に閣議決定された「昭和6  1 年度に講
ずべき措置を中心とする行政改革の実施方針について」では，社会福祉サ
ービスに係わる事務は「団体事務化」の項目に掲げられていたのである．
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社会福祉関係の事務を「市町村委譲」ではなく「団体事務」とすることに
なったのは，政府部内に設けられた補助金問題検討会による報告の影響に
よるところが大きい．同検討会は，老人福祉，児童福祉，身体障害者福祉，
精神薄弱者福祉等について，「入所の措置については団体委任事務に改め
ることとし　入所対象者についての基本的要件に限って国が定め，具体的
要件については，地方公共団体に委ねることが適当である」としていた．
この「市町村委譲」が「団体事務」となった経緯の意味するところにつ
いて，星野と辻山は見解を異にする．両者ともに補助金問題検討会が福祉
サービスを「団体事務化」とすることに決定的な役割を果たしたと見る点
では一致しているが，「市町村委譲」の意味ないし評価という点で両者は
異なっている．すなわち，星野は「市町村委譲」を文字どおり市町村への
権限委譲と捉え，補助金問題検討会がこれを「団体事務」に押しとどめ，
さらに厚生省による中央統制が加わって団体事務が実態的に「国の委任事
務」のレベルにとどめられたと見る（3） これに対し辻山は，「市町村委
譲」とは機関委任事務の委任先を変更することを意味しており，都道府県
知事への機関委任事務を市町村長への機関委任事務に移すことにほかなら
ないとする（へ　そして先の検討会が福祉サービスに関わる事務の「団体
事務化」を促したのは，検討会報告が国庫補助負担率を「国として当該行
政に係る関与の度合い」を勘案して定めるべきとしていたからだとする．
すなわち，検討会報告が事務の性格と負担率の間のリンケージを表明した
ことにより，団体事務化か補助負担率の削減の理由としうる論理が準備さ
れたというのである(5)　つまるところ，辻山は福祉事務の団体事務化は
中央政府の補助金削減策の反射的効果であると結論づけている．
いずれにせよ，このような経緯を経て，「地方公共団体の執行機関が国
の機関委任事務として行う事務の整理及び合理化に関する法律」が1  9 86
年に成立する．この法律は，その3 年前に成立した「行政事務の簡素合
理化及び整理に関する法律」と比べると，一段と中央統制の色彩の強いも
のであった．本法においては，その事務の多くが「政令の定める基準に従
(3)前掲，pp.401-402.
() 辻山幸宣「福祉行政をめぐる分権と統制」社会保障研究所編『福祉国家の政府間
関係』東京大学出版会, 1992, p. 191.
(5)前掲，pp. 192-193.
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い」実施することとされ，保育所への入所措置についても「政令で定める
基準に従い条例で定めるところにより」と，条例を国の政令で制限するス
タンスをとっている．これらのことからもこの法律の性格が窺い知れよう．
もっとも，本法のいたるところに盛り込まれている「政令の定め」の意
味するところは，事務の責任主体は地方に移すものの，その水準について
は中央政府が統一的に設定するといういわばナショナルミニマムを中央政
府が維持していこうとする姿勢をあらわしたものであると見ることもでき
る．しかしながら辻山も指摘するように，これでは団体事務化したことの
意義の多くが損なわれてしまうであろう．このようにせっかくの団体事務
化も，中央からのコントロールによって，機関委任事務であった頃の行政
体制とさほど変わらないという結果をもたらしたのである．
その後，19  8 9 年には国庫負担率の改訂が最終的に決着をみ，翌90
年には老人福祉法等八法が改正された．この改正によって，町村における
施設入所措置権限が都道府県から町村に委譲され，自治体の固有事務であ
ったホームヘルプサービスが団体事務化されることとなった．
わが国の社会福祉行政における分権化は，権限の配分ではなく，もっぱ
ら事務配分のレベルで行われてきたものである．このように社会福祉行政
は形式的には分権化されたとはいえ，そこには依然として中央政府の統制
があり，結局のところは「中央集権の中に閉じ込められ」だ（6)地方分権
であるといいうる．そして現在までのところ，地方側もこうした中央政府
のスタンスを受容しているといわれている（7)　その理由は，施設の絶対
的不足という状況にあって，自治体独自の入所基準を仮に設定したとして
もその実施には無理があること，また，福祉施策の拡大が直ちに地方財政
の圧迫につながることなどである．このような理由を見ていると，一概に
地方自治体の側の力量のなさばかりを責められない気もしてくる．しかし
自治体とはそれほど無力なものであろうか．確かに，市町村としてはがん
じがらめの機関委任事務の惰性に乗った行政の方が，市町村議会や住民と
の関係ではかえって行政運営が楽だった（8）との見方もできるかもしれな
(6)星野「社会福祉改革と累積課題」『ソーシャルワーク研究J Vol. 17,No.3, 1991p.
 163.
(7)辻山，前掲,   p. 199.
(8)星野，前掲，p. 161.
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い．しかし後述するように，自治体はその政策実施や情報収集などの面に
おいては，むしろ中央よりもすぐれた資源を持っているのである．自治体
自身がそのことを自覚できないようでは，いつまでたっても中央政府に対
する受動的な姿勢から脱却が図れないであろう．いずれにせよ今回の「分
権化」によって，自治体側も既存の福祉施策を見直し　施策の無駄やサー
ビス供給の非効率などを排除していく必要性に，いっそう迫られるものと
思われる．
第3 節　分権化と政府間関係
福祉行政の機関委任事務から団体事務への委譲は，巨視的には新保守主
義的な文脈における地方分権化であると見ることが可能である．機関委任
事務はそれなりの国庫負担を伴うものであるが（9≒　事務を団体事務化し
たことによって中央政府の負担は軽減され，この部分を自治体につけ回し
することが可能になった．しかも「政令による基準に従い」という制約を
法文中のいたるところに付すことによって，機関委任事務のときとさほど
変わらぬ中央コントロールの効力が維持されたのである．
こうしてみると，今回の団体事務化を否定的に捉える見解が多いことも
うなずける．しかし　そもそも委任事務とは執行事務の委任であって，権
限の委任とは観念されないことが多い（1 0）のである．むろん，委任事務に
は何らかの執行権限が付随するものであるが，事務量が増大する割には権
限が拡大しないのが委任事務の特徴であるから，かかる「分権化」に多く
を期待すること自体に無理があるのかもしれない．こうしたことから，わ
が国の中央政府と地方自治体の関係は，政府と政府の関係というよりもむ
しろ，機関と機関の関係として見た方が妥当だという見解も存する（1几
ところでわれわれは，これまでたびたび中央政府と地方自治体の関係を
示すのに，「政府間関係」という用語を用いてきた．この概念は近年行政
学をはじめとする社会科学諸領域で，従来の中央一地方関係に代わって使
（9）辻山も指摘するように，事務区分と経費負担の間には，実のところ何等関係はな
いものである．辻山，前掲，p. 193を参照.
（10）　西尾勝『行政学の基礎概念』東京大学出版会，1990,p.416.
（11）　新藤宗幸「自治体の政府間関係」新藤編著『自治体の政府間関係：シリーズ・
自治を創る1  3 』学陽書房，1989, p. 203.
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用されてきているものである．われわれがこの用語を支持するのは，この
概念が中央と地方の関係を単なる機関どうしの関係ではなく，対等な政府
間の協力的な相互依存関係であると措定している点にある．すなわち，こ
の概念は現在の日本のように国の意思が一方的に下方向に降ろされる統制
型のシステムを肯定せず，国民の意思がコミュニティレベルから統合され，
基礎自治体を経て順次上昇していく調整型のシステムを望ましいとする考
え方を前提としている．この意味で本概念は単なる記述概念ではなく規範
概念でもあるといえるだろう．
西尾勝は，政府間関係における課題は「統制」ではなく「調整」であり，
調整の方策は「通達」ではなく，「協議」ないしは「交渉」であるとした
（1  2) したがって，この文脈でいう政府間の仕事の分担は，単なる事務配
分の問題ではなく，権限配分の問題として設定されることとなる．
政府間関係論の前提となっているのは，政府を立法，司法，行政の機能
を備えた市民の信託に基づく統治機構であると見る考え方である．この考
え方によれば，地方自治体もまた立法,   （準）司法，行政の機能を有した
地方「政府」として捉えられることになり，中央政府と自治体とは対等か
つ並列的な関係におかれることとなる．政府間関係という概念が記述概念
であると同時に規範概念でもあるというのは，従来のわが国の中央地方関
係を批判し，両者の新たな関係性を構築していこうとする意図をこの概念
が有していることを意味している.   8 0 年代以降の行政学の分野では，こ
の概念枠組を用いて従来の中央と地方の関係，わけても「集権一分権」問
題を捉え直そうとする理論的営為が展開されてきた．
集権一分権問題は，現代的なテーマであるが，決して新たに主題化され
たという性格のものではなく，地方自治のありようをめぐる基本的な争点
として，これまでも論じられてきたという経緯を持つ．従来現代国家にお
いては，中央・地方の政府間関係を財政面でみた場合に，財政支出は地方
から中央に向かって集中するとする「集権化」仮説ないしは「集中化」仮
説が通説的見解であった．しかしながら19  6 0 年以降は地方支出の総体
的膨張傾向が顕著になり，通説的見解とは逆の様相を呈するようになる
(1 2)　西尾， 前 掲，p. 398
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(13 ） また，地方政府の事務や組織の膨張化，中央と地方の錯綜した相互
依存関係などが観察されるに伴い，従来の単純な集権一分権概念がもはや
妥当しなくなったという認識が研究者の間に広がってくる．かくして集権
一分権問題を検討するための新たな分析枠組が模索されることになったの
である．
天川晃は，従来の集権一分権概念に加えて「分離・融合」という概念軸
を導入レ　これによって政府間関係を説明しようとした．天川のいう集権
とは，地方に関する意思決定を中央政府が自ら行うこととし，地域の住民
やその代表機関に許容する自律的（ないし自主的）な意思決定の範囲を狭
く限定しようとすることであり，分権とはその逆，すなわち地域住民とそ
の代表機関の自律的意思決定の範囲を拡大することであるとされる．また，
分離とは地方団体の区域内のことであっても中央政府の機能は中央政府の
機関が独自に分担する仕組みであり，融合とはその逆に，中央政府の機能
であっても地方団体の区域内のことであれば地方団体がその固有の行政機
能と併せてこれを分担する仕組みであるとされる（1へ
この天川モデルを，西尾は以下のように評価する．ひとつは，集権・分
権の軸に新たに分離・融合の軸を付加したことによって，わが国の政府間
関係においては集権・分権の問題以上に分離・融合の問題が終始きわめて
重要な争点であったことを論証したことである．次に，集権化・分権化，
分離化・融合化を行為主体の配置と結びつけたことによって政治過程分析
に有用な道具立てを提供したこと．最後に，国と地方を一枚岩の主体とし
て扱わなかった点であるＯへ
西尾は，天川モデルを概ねのところで受容しながら，さらに「集中・分
散」「分立・統合」という概念軸を設定し，天川モデルの精緻化を図った
西尾によれば，集中・分散とはある政府の事務・権限の執行（サービスの
生産と供給）がどのレベルの区域で行われるかという概念であり，分立・
統合とは担当機関の多元性を示す概念であるとされる．西尾は，先の天川
モデルに新たに集中・分散の軸を追加することによって，集権・分権の軸
(1 3)　今村都南雄，武智秀之「政府間関係の構造と過程」『福祉国家の政府間関係』
東京大学出版会，1992,  pp. 25-26.
(14)　西尾，前掲，p. 422.
(1 5)　前掲，p. 423.
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と分離・融合の軸との連関性をより明快にできるとし　 また分離・融合が
どのレベルでのそれかを区分して論じることが可能になるとした．さらに，
分立・統合の軸を設定することによって，分離・融合の選択がなされる背
景事情を鮮明にすることができると同時に，国の事務を地方に委任したと
き（融合化したとき）, 国の各省庁と地方政府の各部局との間に縦の系統
組織が形成されやすい事情が明らかになるとしている（1 6）
また今村と武智は，組織論的なアプローチに立脚レ　集権化，公式化，
複雑化という3 つの政府間関係の構造次元を設定して政府間関係を構造的
な側面から捉え直そうとした（1犬　今村らのいう集権化とは「政府プログ
ラムの内容と実施の仕組みに関する意思決定の権能と機能が，そのプログ
ラムを所掌する中央の政府組織にどの程度集中しているか」　( 1 8)　というこ
とである．また，公式化とは「政府間関係の組織体系における職務・活動
・行動の標準化をもたらすために，どのような種類のフ ォーマルな制度や
手段がどの程度用いられているか」　（1 9）　ということを意味し，集権化が公
式化を伴うことは一般的であっても，公式化は必ずしも集権化をもたらさ
ないとする．なお，複雑化と呼称される事象には，専門職化や公共サービ
ス提供機関の分立化傾向など，集権化や公式化では表現しえないさまざま
な構造的要因が包摂されるという．
以上のような一連の議論は，従来の集権一分権論では制度上の権限のみ
がその対象とされ，実質的な権能が考慮されていなかったこと，その議論
の主体は常に「国」であり，これに対し抵抗を試みる主体としての地方が
想定されてこなかったこと，さらにはそのこととも関わって，従来の議論
では国からの一方的な意思の流れのみが強調され，国と地方の間にある相
互のコミュニケーションの可能性が考慮されなかったことなどを批判し，
これらを克服しようとする意図を持つものである．同時に，従来の制度論
的集権一分権アプローチは，集権度や分権度を測定する尺度を確定するこ
とができなかったが，これまで紹介した諸説は，まさしく従来の議論のこ
の点を克服するために，集権度や分権度を定性的に判定する軸を設定しよ
(1 6)　前 掲,   p. 427.
(1 7)　今 村 ， 武 智 ， 前 掲，p.  29(1
 8)　前 掲，p.  29.
(1 9)　前 掲 ，p.  31.
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うとするものであったといえるだろう．しかしながらここでは，これらの
所論の内容につきこれ以上踏み込んだ検討をするのではなく，これらの議
論がいずれも政府間関係の「相互依存モデル」を前提にしているか，ない
しはこの考え方を支持するものであるという点に着目したい．
相互依存モデルは，政治的多元主義の立場から，中央政府と地方政府を
一枚岩と見なさず，自治体の首長，国会議員，政党組織を媒介にした地方
政府と国政とのつながりに眼を向け，同時に地方政府の国政に対する圧力
活動に関心を集中させているところにその大きな特徴がある．相互依存モ
デルの前提となる政府間の基本構造は，国は政策実施を地方政府に依存し，
地方は財源を国に依存するというものである．すなわち，中央政府は多く
の事務を地方政府に委ねてしまった結果，国は国民社会の生活管理機能の
大半を地方政府に依存することになる．そして反面地方政府は，この生活
管理の責務を遂行するために必要な財源の大半を国に依存する
たのである(2 0)
こ と に な っ
このモデルは，自治体が情報の収集処理能力や政策実施能力といった点
て中央政府より優位に立っており，これらの諸資源を活用して中央政府と
交渉に当たれることを示している．このモデルからは，もはや中央と地方
の結合状況が単なる集権化という概念では把握しきれないことが示される
．
すなわち，両者の関係で問題となるのは，現実の影響力が中央・地方の間
にどのように分布しているかということである．ここでは，権力概念が影
響力の範囲にまで拡大されて捉えられている．このモデルによれば，集権
とは国の影響力が強まることを示し，逆に分権とは地方の影響力が強まる
ことにほかならない．
相互依存モデルは，中央と地方の関係を一方的な従属依存ないしは統制
の関係と捉えず，両者の相互依存関係を軸に置くことにより，権力のアリ
ーナを相対化したという点てすぐれている．換言すれば，相互依存モデル
の利点は，権力にまつわる既存の考え方，たとえば権力は必ず
一方に領有
されるという図式や，特定の場所に局在するという考え方を否定した
こと
によって，権力の捉え方を新たな方向に導いたことである．
しかし，先の今村と武智は，このモデルが有力になるにつれ，中央政府
の管理ゴッドロールを等閑視する傾向がでてきたことを批判し　それは明
(20)　西尾， 前掲，p. 432
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らかに誤っていると述べている(2几　今村らによれば，こんにちの政府間
関係は垂直的行政統制から水平的政治競争へと変化してきたとされている
が，そのことは従来の垂直的行政統制がもはや不要になったということを
意味するものではないという．今村らによれば，中央コントロールは依然
として必要であるが，問題なのはむしろこのコントロールに限界があるこ
とが表面化したことであるとされる．彼らによれば官僚制の惰性や悪循環
といった弊害は，中央コントロールに限界があることを浮き彫りにしたも
のにほかならない(2 2)　確かに，そもそも中央コントロールを否定した上
で，なお中央政府の存立根拠があるということは困難である．今村らもい
うように，重要なのはそのコントロールが，どのような部面で，どのよう
な仕組みによってなされるかといったことであろう．なぜなら，全ての中
央コントロールが正当化されないこともまた明らかであるからである．中
央コントロールがどのような局面で正当化され，それをどのような形で遂
行するかは，社会福祉行政においては特に重要な問題であるように思われ
る．
社会福祉の場合，国は国民の生存権を保障する責務を負っていることか
ら，生存権保障という要請に応えるためには，一定の中央コントロールを
実施する必要がある．この場合の中央コントロールは，生存権保障という
理由 により正当化さ れることになる．換言すれば，社会福祉行政における
中央コントロールは，フーコーのいう「パストラール権力」の行使である
がゆえに正当化されるともいえる．パストラール権力はひとびとを救済す
るために行使されるものであるから，この場合の中央コントロールは，も
はや政府側の強権的な統制や管理ではない．
この点に関連して，たとえば塚原康博は，社会福祉における集権一分権
問題を「生存権保障」という視点から規範的に捉えようとしている．塚原
によれば，生存権保障という観点に鑑みた場合，福祉政策は中央政府が直
接的に行うか，もしくは補助金という形で間接的に地方政府の福祉政策の
コントロールを行うことが望ましいとされる（2 3) ここで塚原のいう分権
(2  1 )　今 村 ， 武 智 ， 前 掲 ，p.  39.
(22)　前 掲 ，p.  41.
(2  3)　塚 原 康 博 「 福 祉 政 策 の 政 府 間 関 係 ： 集 権
編 ， 前 掲 書 ，pp.  53-54.
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とは課税権と支出決定権が地方政府にある場合を指しているが，彼によれ
ば福祉政策がこの意味で分権化された場合には以下のような現象が生じる
という．すなわち納税者が利己的であり，地域間移動に障害がなければ，
税負担が多くても自分への見返りが少ない高福祉地域を避け，税負担が少
ない低福祉地域に移動する．一方で低所得者や社会的マイノリティのひと
びとはできるだけ高福祉を受けたいと望むであろうから，高福祉地域に移
動する．このように，住民が各人の利害に基づき移動する場合には，長期
的には地域間の福祉水準が均等化に向かうものの，納税者の流出と低所得
者の流入の可能性により，高福祉を行おうとする地方政府の所得再分配能
力は制約を受け，したがって福祉政策は手控えられることになるという
(2  1 ）
こ の よ う に 住民の移動可能性という点を考慮に入れれば，福祉政策は
塚原のいう意味での集権が望ましいということになる．しかしながら，こ
こで塚原が「集権」が望ましいといったのは，福祉政策の最終的な責任主
体が中央政府であることを確認するものにほかならない．したがって彼の
論理もまた，地方政府が福祉政策の実施にあたって権限の委譲を受けるべ
きであるという「分権化」の主張とは抵触するものではないといえよう．
ここまでの検討で明らかになったことは次のようなことである．まず第
1 に，わが国における福祉行政の機関委任事務から団体事務への転換は，
あくまでも事務配分レベルでの「分権化」であり，財源や権限の委譲を伴
わず，実質的に中央コントロールを強く残した「新保守主義」的文脈のも
とでの分権化であること．第2 に，そのようなわが国の中央地方関係の体
質を批判する規範概念として「政府間関係」概念が提起されており，これ
は地方政府がさまざまな資源を使って中央政府と交渉に当たれる可能性を
示したものであることである．政府間関係論は地方政府が現在のような制
限つきの「分権化」のもとにあってもなお，自分たちが技術や情報収集な
どの点で中央政府に優る諸資源を有しており，中央との交渉にこれらを活
用できることを自覚することによって，中央政府との対等な関係を築いて
いくことができることを示唆したものであるといえるだろう．
（2 4）　前 掲 ，p.  53
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第4 節　ストリート官僚の業務と課題
第1 節及び第2 節における考察では，国と地方との関係といういわばマ
クロレベルの問題を扱ったが，この節では視点を自治体組織の内部という
メゾレベルに移行させて論じることにしよう．ここで行政組織内に眼を転
ずるのは，社会福祉サービスの実施において実質的な裁量を担っているの
は，自治体における第一線職員であるためである．機関委任事務である生
活保護行政においても，事務の執行にあだっての第一線職員であるケース
ワーカーの裁量の余地は，相当に大きいといわれている．
わが国におけるような制限つき「分権化」体制のもとで中央政府がいか
にマニュアルやガイドラインによる統制を行ったとしても，なおコントロ
ールしきれない領域は，実際にサービス供給に携わる第一線職員の業務の
内容である．しかしながら，このことはまた，第一線職員の裁量いかんに
よって，利用者の生活そのものが大きく影響を受けることを意味する．た
とえば，東京都老人総合研究所の調査によれば，高齢者福祉担当のワーカ
ーの価値観や知識や技術によって措置内容が左右されるかどうかという問
いに対して，現業ワーカーや老人福祉指導主事の約8 割が「そう思う」と
回答している(2 5へ
もとより自治体組織における第一線職員の裁量問題は，既に「分権化」
論の範躊を越えるものであるとの批判を受けるかもしれない．確かに，こ
のような問題設定は，組織論でいうところの「分散化」の領域に踏み込む
ものである．だがわれわれは，社会福祉行政の「分権化」論をより利用者
サイドに引きつけた議論に再構成するためには，実際にサービス提供を通
して利用者に関わる第一線職員＝ストリート官僚の裁量とその業務のあり
ように関わる議論を「分権化」論の延長線上にあるものとして位置づける
必要があると考える．利用者サイドに立った分権論を構築するためには，
国と地方の間の集権一分権のようなマクロレベルの問題をとりあげるのみ
では不十分であり，組織内の業務のようなメゾレペル，さらには個別的な
ワーカー・クライエント関係のようなミクロレベルの問題領域を新たに分
権論の延長線上に設定して，利用者との関わりを基軸にした論議を展開す
ることが不可欠と思われるのである．
(25)　藤 村 正 之 「 自 治 体 福 祉 政 策 の 実 施 構 造
障 研 究 所 編 ， 前 掲 書,    p. 240.
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このような視点は，福祉多元主義アプローチをとるうえでは，特に重要
なことである．そもそも福祉多元主義がいう「分権化」とは，厳密にはわ
が国の一般的な分権論である中央一地方における集権一分権のレベルを指
すものではなく，先に紹介した西尾らの議論でいうところの「分散化」を
示す概念として捉えられうるものである．すなわち，地域をいくつかの区
域にわけ，そこに行政の下部機関を設け，行政事務の一部を移し　一定の
役割をもたせるという行政運営の方法が「分散化」である（2 6） パッチシ
ステムの実施によって著名な英国のイズリントンなどの事例は，まさしく
この「分散化」の例であるとされる．
英国では既に社会福祉行政の中央一地方間の分権化はなされているため，
次なる課題として，行政組織内の分権化が志向されているのである．この
ように，福祉多元主義にいう分権化とは，わが国のような機関委任事務の
団体事務化という事務配分レベルの分権化をいうのではなく，あくまでも
自治体内部における機関の権限の配分に関わる問題領域を指しており，か
かる分権化（＝分散化）の目的は，サービス提供に関わる意思決定をでき
る限り現場に近いところに下ろすことである．
しかしながら，仮にサービス供給の権限が現場に近いところに下ろされ
たとしても，そのことのみをもって，利用者主体の供給体制が直ちに実現
するというわけではない．そこには後述するように，サービス提供に関わ
る実質的裁量を担う現場の第一線職員による「クライエント支配」の問題
が存在するためである．分権化を真に利用者のためのものとして担保せし
めるためには，行政機関内でサービスの実質的裁量を担う第一線職員が，
クライエントに対していかなる処遇をするかという点を閑却することはで
きないであろう．もとより，福祉多元主義は分権化の議論として，こうし
た第一線職員の業務の性格や現場における実質的な処遇のありようを検討
課題として特に設定していたわけではなかった．しかし　分権問題を利用
者主体という視点から捉えるならば，第一線職員の業務に関する論議をこ
こで新たに争点化することは，福祉多元主義にいう分権論をも一歩前進さ
せたことになろう．
われわれはかかる問題意識にのっとり，社会福祉行政における実質的な
(26）　右田紀久恵「分権化時代と地域福祉」右田紀久恵編著『自治型地域福祉の展開』
法律文化社，1993,p.21.
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裁量を有する第一線職員（ストリート官僚）の業務に眼を向け，その業務
の特殊性，及びその特殊性からもたらされる「クライエント支配」の問題
点について考察を加えることとする．
まずはじめに，自治体組織内には，性格の異なる2 つの官僚制が存在す
ることを念頭におく必要がある．藤村正之は，自治体における政策システ
ムは政策決定システムと政策実施システムに弁別されるとし　前者におけ
る主要な行為主体である自治体テクノクラートと，後者における主要な行
為主体であるストリートレベル官僚とは，それぞれ違った官僚制の世界に
住んでいることを指摘した（2先　自治体テクノクラートは，制度システム
の編成や予算配分などの決定に携わり，いわゆるデスクワーク的な情報処
理をその中心的な業務にしている．彼らは自らが所属する自治体組織を
「政治経済組織」として認識する傾向がある（2 8)　これに対しストリート
官僚は，クライエントとの相互作用における問題解決やそれに関わる事務
処理を中核的な業務にしており，彼らは自治体組織をもっぱらサービス提
供の場として認識する傾向があるといわれている．このように同じ自治体
組織に所属していても，自治体テクノクラートとストリート官僚とはその
業務の性格が異なっており，それゆえに自らの業務を行う場である自治体
組織に対する捉え方も両者では大きく異なっているのである．
自治体テクノクラートの業務は，基本的には中央政府によって規定され
た制度と予算の範囲内で政策決定を行うことである．機関委任事務から団
体事務への転換によってその裁量の範囲がいくら拡大したとはいえ，彼ら
にとって中央政府が自らの業務内容をコントロールする制御システムとし
て機能していることには変わりがない．彼らは制御システムとしての中央
政府を強く意識し，その業務は自治体組織全体の目標に沿うように遂行さ
れる．
一方におけるストリート官僚は，個々のクライエントとの相互行為を通
じ，あくまでも個別性を重視した相談や援助を行うことがその業務である
ため，彼らの専門職としての要請はしばしば官僚組織の目標とされる公平
性とは矛盾をきたすことがある．しかしながら彼らを行政組織の管理下に
(2 7)　藤 村 正 之 「 自 治 体 福 祉 政 策 の 実 施 構 造
障 研 究 所 編 ， 前 掲 書 ，p.  236.
(2 8)前 掲 ，p.  237.
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おくことは基本的に困難である．彼らが提供するサービスは，クライエン
トとの閉じられた関係のなかにあるため，上司からは不可視的であり，こ
れを逐次コントロールすることはきわめて難しい．ストリート官僚側もま
た，自らの業務の自律性を強く志向するため，その行動の詳細にわたって
指示されるなど，彼らの行動が組織の管理統制下におかれることに対して
の反発がある．
一方，行政組織としては，いくら彼らの管理が難しいからといって，こ
れを全面的に放棄するわけにいかない．サービス提供の実施を完全にスト
リート官僚の恣意的な裁量に委ねてしまうことは，ほかならぬ行政責任の
放棄につながるからである．このように本来コントロールできないものを
コントロールしなければならない点，ここに行政組織の根本的なジレンマ
がある．この点に関レ　田尾雅夫は職員研修や公務員倫理の注入を強化す
るといった形式で，いわば間接的にストリート官僚に介入レ　彼らを管理
することを提案した（2 9） 行政組織によるストリート官僚への直接的な介
入が困難であるならば，田尾のいうように間接的な手段によって行政の責
任を担保するしか途はないのかもしれない．
それでは，ストリート官僚は組織内でどのような行動様式を有しており，
彼らはその行動様式に従って日々どのようにクライエントに対峙している
のであろうか．また，そこで日常的に起こってくる問題にはどのようなも
のがあるのだろうか．
行政組織内におけるストリート官僚の行動に着目し，これを理論的に説
明した先駆的業績としては，リプスキー（Lipsky,M.）によるストリート
官僚研究が挙げられよう．わが国においては，リプスキー理論を継承した
畠山弘文，田尾雅夫らによる先行研究が存する．ここでは彼らの議論を参
考にしつつ，ストリート官僚の行動様式の特徴を考察する．
ストリート官僚の眼から眺めた行政組織は，もっぱらサービス提供組織
として捉えられる．それではストリート官僚がかかるサービス提供組織で
展開する業務には，どのような特質が観察されるだろうか．
彼らの業務の特質として挙げられる第1 点目は，サービスの送り手と受
け手の間の関係が対面的であることであり，さらに両者の関係はその都度，
（29)　田尾雅夫「第1 線職員の行動様式：ストリートレベルの官僚制」西尾勝，村松
岐夫編『講座行政学：業務の執行』有斐閣,   1994, pp. 209-210.
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個々の状況に見合ったものであることが要求されるという点である．つま
り，ストリート官僚の提供するサービスは，100 人のクライエントがい
れば100 とおりのサービス提供が求められるといったように，常に多様
であることが要請されるのである．第2 点目には，彼らの業務がどのよう
なサービスをどのような形で提供したら，これこれの結果が出るといった
客観的な因果関係を確定しにくいことである．加えてサービスに対する客
観的な評価がしにくいこともこの業務の特徴である．第3 点目としては，
クライエントが業務の内部過程に参加する可能性及び必要性があることで
ある．このことは反面で，自らの利害を全面的に押し出して行動するよう
な利己的なクライエントの意向であってもサービスの送り手が無視するこ
とができないという問題を生じさせうる．しかしながら当然，このような
クライエントの意向を尊重することは組織の内部過程の混乱を招くことに
なりやすいため，サービスの送り手であるストリート官僚はできる限り受
け手を「素直な」クライエントに転化させようとして支配的な行動をとる
ことになる．
以上のような業務の特質は，ストリート官僚の行動を次のように方向づ
けることになる(3 0)
①サービスの送り手として，彼らは受給者であるクライエントよりも圧
倒的に優位な立場におかれている．それというのも，サービス提供組織
はサービス資源を独占できるからである．サービス　資源を送り手であ
るストリート官僚よりも多く保有しているクライエントというものは原
則的には存在しえない．したがって，サービス資源の保有を軸として送
り手優位の状況が形成されることとなる.
②このことはまた，送り手であるストリート官僚の「匙加減」ひとつで，
クライエントの受ける利益が左右されるという構造を生み出す.
③サービスの受け手は，このような関係から通常逃れ出ることができな
い．仮に彼らにとって不本意な関係がそこで形成されていたとしても，
である．また，このことがスティグマを生み出すことにもつながる.
④したがってこのような両者の関係が，ストリート官僚によるクライエ
ント支配という状況を生じさせることになる．
（30
）前 掲,   pp. 192-193
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‐ かかるクライエント支配という状況が構造化されることこそ，ストリー
ト官僚の業務における最大の問題点であろう．それでは，ストリート官僚
は，こうして構造化されたクライエント支配をどのように強化していくの
であろうか．その点について，田尾がリプスキーの議論をもとに整理を試
みている(3几　その要点を記述したものが以下の事項であるが，ここでは
ストリート官僚がさまざまな方策を講じてクライエント支配を強化するこ
とが示されている．
①依存関係の強化・再強化
一方的な依存関係をさらに強化することである．そのための最も極端な
やり方は，クライエントと外部の交渉を絶つように「隔離」してしまう
ことである．そこまでいかなくても，相談というかたちでクライエント
が自らのプライバシーを一方的に自己開示することによっても，依存関
係が築かれやすい.
②権威の動員と内面化
クライエントに対する権威を高めることによって，受け入れを促進させ
ようとするやり方である．ストリート官僚は自らの主張が正しいもので
あることを繰り返し強調しつつ，自分のいうとおりにすれば必ず良い成
果を期待することができる旨を，権威を伴いながらクライエントに伝達
する．権威を高める方法としては，立法による正当化や，ストリート官
僚が自らの専門性を強調することなどが考えられる.
③制裁，制裁のほのめかし
サービス供給組織は資源を独占しているため，実際の裁量を握るストリ
ート官僚はクライエントの不服従に対して制裁を加えることが可能な立
場にある．しかし多くはそれを直接行うのではなく，制裁をほのめかす
ことによってクライエントに応諾させる．自分の指示に従わないと良く
ないことがありそうだといわれれば，代替資源を持っていないクライエ
ントは，しぶしぶでもそれに従わざるを得なくなる．しかし　現実には
このような制裁機能が表面化することはあまりないといわれる．現実場
面における制裁は，クライエントを長く待たせるとか，必要な情報を意
図的に提供しないといった行為に現れることが多い．
（3 1 ）　前 掲 ，pp.  198-203
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④クライエントの選別
ストリート官僚は，しばしば不平や文句をいわず指示や助言に素直に従
ったり，自らの業績の向上に役立つと思われるクライエントを選り好み
してサービスを提供することがある．官僚によるクライエントの「えこ
ひいき」ともいうべき状況がここに現れる.
⑤たらい回し
ストリート官僚は，自らの仕事の範囲に関する定義づけを暗黙のうちに
行っているので，それに合致しないクライエントは断られることになる.
「別の窓口にいって下さい」という，いわゆるたらい回しが行われるの
である．官僚が自ら定義づけている仕事の範囲は，その時々の業務の多
忙さなどによっても臨機応変に変更されることがあるので，多忙な折に
処理が複雑な業務が持ち込まれると彼らが判断した場合には，クライエ
ントのたらい回しが行われる可能性が高い.
⑥クライエントの取り込み
クライエントの意見や要望を，サービス供給過程に反映させることであ
る．しかしながら実際には，それはあくまでも表面的なことで，クライ
エントは重要な意思決定の場からは疎外され，彼らの利益は必ずしも守
られないことの方が多い．このことを逆の観点からみれば，取り込まれ
ないということは完全にそのクライエントが疎外されているということ
であり，それは確実にクライエントに対する制裁として機能することに
なる.
⑦クライエントのカテゴリー化
ストリートレベル官僚は，総じて少ない人員で多くのクライエントを抱
え，その業務にあたっている．理想的にはひとりのクライエントに対し
ては，ひとりないしは複数の送り手で対応することが望ましいが，多く
はそのような人員的・時間的なゆとりを持だないのが通例である．そこ
で，ストリート官僚は，彼らの業務の過重な負担を避けるために，クラ
イエントの定型化や単純化を行う．クライエントへの援助を一人一人の
ニードに応じて個別に行うのではなく，カテゴリーを組み立て，定型的
に処理をするのである.
⑧責任転嫁
クライエントに自己申告させたり，書類への記入を行わせたりして自ら
の業務の一部を分担させることなどがその好例である．また，ストリー
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ト官僚自身の内面で，クライエントはこうあるべきだといった概念の修
正が行われることもある。たとえば彼らが来所しているのは，そもそも
クライエントが怠惰であるためだとか，努力が足りないためであるとか
といった形で，クライエントを自分の都合に合わせて判断するようなこ
とも，ここでいう責任転嫁の一端である。
かくして，ストリート官僚によるクライエント支配がその業務のなかで
構造化され，彼らはかかる支配をさらに強化する可能性があることが明ら
かになった．このような支配構造のもたらす従属依存関係は，クライエン
ト自身の自立性や選択性を損なうものであることは明らかであろう．
ストリート官僚の行う業務の性格が，このような支配構造を生みだしや
すいものであることもまた事実である．なぜならば，彼らの仕事は常に
「これだけやったから」とか「これでよい」とされる限界がなく，無定量
の努力が制限なく求められていることに加えて，クライエントの生活に深
く立ち入った結果，ストリート官僚たちには過度のストレスに耐えきれな
くなる「バーンアウト」が起こりやすいともいわれているからである．彼
らは第一線で個々のクライエントに献身的に接することを要求されながら，
その一方では，官僚制の仕組みにのっとった政策実施のために客観的な態
度を維持することをも要求されている．その意味でストリート官僚たちは
常に自らのアンビバレントな立場を意識することにならざるを得ない．
以上のようなクライエント支配の問題は，わが国におけるいわゆる「福
祉の措置」をめぐる問題を考えるうえでも示唆に富むものと思われる．こ
んにち，措置制度のさまざまな弊害が一部の社会福祉研究者から指摘され，
従来の措置方式に代わって契約による福祉供給システムを導入しようとい
う意見が提示されている．しかしながら「福祉の措置」概念の意味すると
ころを，つまるところ「行政による福祉サービス供給．ないしはサービス
供給に関わる一連の過程」として把握するならば，問題はむしろ，サービ
ス供給の過程においてクライエントが疎外されるような措置の機能面ない
し運用面の見直しを図るべきだということになろう．
もっとも，行政組織によるサービス供給は，これまで見てきたようにク
ライエント支配を構造的に生じさせてしまうような危険をはらんだもので
あるから，行政組織自身のヒエラルカルな構造もまた問題にされねばなら
ない．サービス供給過程にどこまでクライエントの自主性や選択性を取り
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込むことができるか，そのためにいかなる方策が取られるべきかが次なる
課題であるが，ワーカーによるクライエント支配が，ワーカー－クライエ
ントという閉じられた関係のなかで構築されるものだけに，最終的には行
政側に，そしてワーカー自身に，民主的なサービス供給に向けて，自らが
なし得ることは何であるかを強く自覚することが必要となるのである．
第5 節　専門職とクライエントの権力関係
ストリート官僚によるクライエント支配の問題は，こう した関 係が行政
組織に限って形成されるものではなく，福祉施設においても同様の事態が
起こり得ることを示唆している．専門職によるクライエント支配が明らか
になるのと平行して，社会福祉研究の領域でも，従来のような伝統的専門
職主義に基づく専門職観に対する批判が提示されるようになってきている．
そこで，福祉サービス供給に関わるストリート官僚に限らず，福祉専門職
としてのソーシャルワーカー一般を念頭におき，専門職によるクライエン
ト支配と密接に関わる，専門職とクライエントとの間の「権力関係」の問
題を取りあげてみたい．
専門職とクライエントの間にみられる権力関係についての批判的論議は，80
年代以降，特に英米において活発化している．しかるに，いまなぜ専
門職とクライエントの権力関係が争点化されているのであろうか．この点
に関しては，さしあたり以下のような事柄がその契機となっているのでは
ないかと考えられる．
第1 に，福祉国家の正当性が疑問視されるようになるに伴い，福祉国家
におけるサービス提供の中心を担い続けてきた専門職の正当性もまた疑問
視されるようになったこと．第2 に，そのこととも関連するが，権力がま
さしく専門職主義と官僚制の相互作用を通して行使されていることについ
ての疑念が噴出したこと．第3 に，医師一患者関係に代表されるような専
門職とクライエントの関係が，援助をする者とされる者という特有の役割
関係を固定化レ　その結果しばしばクライエントが一方的に従属依存的な
立場におかれることが明らかになったこと．第4 に，これまでの福祉国家
のなかでは特に争点化されてこなかった人種やジェンダーといった問題が，
社会福祉が新たに取り組むべき事項として主題化されるに従い，これらの
社会的マイノリティに対するソーシャルワークのありようが模索されるよ
うになったこと，などである.
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専門職の持つ権力は，これまでは正当な権力＝権威として把握され，彼
らの仕事を円滑にまた効果的に遂行するうえで不可欠のものであると考え
られてきた．すなわち専門職が権威を示したり，直接的介入などの権力を
行使することは避けられないことであり，むしろそうしなければならない
ものとして捉えられてきたのである（3 2)　専門職はクライエントに対し示
唆ないし命令という形で権威を示す．この場合，権威は命令への服従可能
性を担保するものとして機能することになる．しかしながらこんにちでは，
正当化された権力としての専門職の持つ権威もまた,福祉国家の正当性が
疑問視されるなかで，伝統的な考え方からの脱却が迫られているといえる．
これと同様のことはまた，専門職の「自律性」をどう捉えるべきかとい
う問題にも現れている．専門職の有する「自律性」は，これまで彼らの業
務の遂行にとってしばしば重要な役割を果たすものとして受けとめられて
きた．彼らが自らの自律性を主張するのは，そのことが国家による権力の
行使や，あるいはまた他の職種の専門職による権力の行使に対する抵抗と
いう意味を持つためである．だが，このような他者の権力の行使に対する
抵抗としての「自律性」概念は，専門職による権力の行使そのものを否定
するものではなく，他者の権力行使を「自律性」の名のもとに押さえ込み，
自らは「自律的に」権力を行使することを正当化するものにほかならない．
すなわち，行使される権力の性格や質については依然として不問に付され
たままなのである．伝統的な「自律性」概念のもとでは，これまでは権力
の性格やその中身についての質的な問い直しについては特に主題化されて
こなかったといえよう．
なおここでは，専門職とクライエントの権力関係といったときの「権力」
（power）という言葉が，はたしていかなる意味で用いられているのかと
いうことを押さえておく必要がある．周知のごとく，権力とは規定するこ
と自体が非常に難しい概念であり，その捉え方も論者によりさまざまであ
る．しかしながらわれわれは，ここでこれまで社会学や政治学領域で論じ
られてきた権力論のレビューを十分な形で行いうるものではない．われわ
れはさしあたり，さまざまな権力論のうち，あるタイプのものが専門職と
クライエントの権力関係を考察するうえで有用であることを指摘しておこ
（3  2 )Moffet, J. , Concept in Casework Treatment,  Routledge＆Kegan Paul,1968 ＝杉本
一義，松本英孝訳『 ケースワーク入門』川島書店，1984,pp. 100-101　　
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たとえばハグマン（Hugman,R.）は，ルークス（Lukes.S.）の権力概念
が専門職の権力を把握するうえでの基本的な視点となるものであることを
示唆している（3 3≒　ルークスによれば，権力に基づく行為には3 つの次元
があるとされる．それは，
①明確な意思決定に関わる状況における権力行為の次元．これは主とし
て，個人や個人に関わる集団の主観的な利益に関して何らかの明らかな
葛藤が生じているような場合である．たとえばナースが患者に投薬しよ
うとしたのに，患者がこれを拒否したようなとき，ナースがどのような
行為をとるかといったことがここでの権力次元の問題である.
②「非意思決定」的状況の次元．個人や集団に，明らかな・あるいは秘
められた葛藤が生じているといった，いわば潜在的な問題があることが
はっきりとしている場合である．たとえば，患者がナースによる投薬に
対し葛藤があることを隠しているような場合があてはまる．おそらくこ
の場合にナースは患者からの拒絶を回避するように振る舞うであろう．
しかしこれもまた，明らかに権力の行使なのである.
③社会的アジェンダを創り出す状況の次元．個人や集団に，主観的・客
観的双方の潜在的葛藤があるような場合である．この葛藤は秘められて
いることもあるし，そうでないこともある．たとえばナースが投薬する
ことに対レ　患者自身は同意しているが，患者の客観的利益とは衝突す
るような場合がこれにあてはまる．こうした場合はインフォームド・コ
ンセントなどの手段を用いることで，治療方針を理解してもらうことが
できる．この場合，ナースの権力はナースによる投薬という治療行為に
よって正当化され，患者に受け入れられるものとなる．
ルークスが設定した権力概念は，与えられた選択肢のもとでの選択の因
果的影響関係，という通常の権力概念以外に，配慮される選択領域自体を
場合によっては気づかれないように操縦する働きに着目したものである
（3  4 ） なおこのような考え方は，宮台によれば「気づきえないものとして
（''）Hugman,R・ ， Power in Caring Professons,  Macmi  I Ian, 199 1， p. 30(34)
宮 台真司 『権力 の予 期理 論』勁 草書 房，1989,p.15.
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の権力」として権力を把握するものであり，「目に見える権力は実は氷山
の一角にすぎず，問題は水面下にあるという思考」をその基底において採
用したものといえるだろう(3 5≒
また，ギティンス（Gittins,D⊃ は，どんな種類であっても不平等な関
係があるところには，必ずや権力関係が存在すると述べている．たとえそ
の関係が当事者たちによって権力関係であると理解されていなくてもそう
なのだとギティンスはいう．ギティンスは権力とは常にあからさまなかた
ちでのみ行使されるのではなく，「密かに」行使することもできるとする．
すなわち，権力とは他者に知識も情報も決定権も与えないことによって，
あるいはまた紛争の種になるような話題を単に持ち出さないようにするこ
とによっても行使できるものなのであるのだと（3 6） このような権力関係
は，政府のレベルであろうと，ワーカー－クライェント間であろうと，家
族の構成員同士のレベルであろうと，常に存在しうるものであろう．ギテ
ィンスもルークスと同様に，「隠された権力」が客体を巧妙に操作するも
のであることを示唆している．専門職とクライエントの間でも，専門職が
（たとえ本人がそれを自覚していなくても）こうした巧妙な手段で権力を
行使する可能性は十分にあるのである．
専門職とクライエントの場合，それが権力関係に転化しやすいのは，つ
まるところ，専門職は知識や情報なども含むさまざなま資源を有している
が，クライエントはこれらの資源を有していない，ということが最も大き
な原因になっていると思われる．この点についてたとえばワイルディング
は，専門職が社会資源をコントロールする場合の4 つの特徴を次のように
整理している（3 7） それによれば，
①政策立案者の意図とは無関係に，専門職はサービス供給を実質的に操
作する方法を決定しうる．
（35 ）
前掲，p. 16
（"'）Gittins,D。The Fami  ly in Question Changing Household &   Fam口iar Ideorogies,
 1985 ＝金井淑子，石川玲子訳『家族をめぐる疑問：固定観念への挑戦』新曜社，
1990,  p. 60
（3  7)
??
Id ing, P., Professinal Power and Social ＼eぱ'are, Rout ledge　＆
Kegan Paul,  London, 1982,pp. 39-41
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②クライエントのニードに応じるより仁　専門職の利益を優先したサー
ビスを展開することができる.
③サービス供給に対する計画やマネジメントが脆弱化される可能性があ
る.
④（専門職が資源をコントロールすることにより）政策立案の持つ政治
的な性格が曖昧にされ，侵害される．
専門職による資源の独占こそが，クライエント支配の構造を生み出す元
凶であるとするなら，それを乗り越えていく方策としてはどのような手段
が講じられるだろうか．
専門職による権力行使に反発したクライエントたちが採った戦略のひと
つは，セルフヘルプ・グループという形で結実することになる．専門職は，
サービス利用者の視点でクライエントを理解するために必要なものーすな
わち彼らと共通の「経験」を持っていない．このことは，セルフヘルプ・
グループが専門職の介入を排除する大きな理由となっている．また，プレ
ッシャー・グループ（圧力集団）は，直接サービスを受給することはなく
ても，専門職による実践や福祉政策の全ての局面にわたって影響を与えよ
うとしている．彼らの行為は，クライエント＝利用者の人権をいかに守っ
ていくかという視点に立脚して行われている．
ここまでの論議を総括するならば，専門職による資源のコントロールに
抵抗するためには，サービス供給の全ての過程において住民や利用者の参
加が担保される必要があるということである．ハグマンは，このことを
「（専門職の）権力をクライエントと分けあう」という表現を用いて論じ
ている．したがって，専門職の業務の目標をパートナーシップと参加とい
う価値の実現に求めるならば，権力の行使と密接に結びついた従来の「自
律性」概念もまた，再考されるべきだということになるだろう．事実，参
加を基軸とした近年の新しい自律性概念は，専門職と利用者とがともにサ
ービス供給の手段や結果を公式化することができるという意味で用いられ
てきている(3 8)　のである．
かかる従来の専門職主義の持つ欠陥を，参加という手段で克服するとい
う問題認識は，福祉多元主義者であるハドレイやハッチもまた主張してい
（38 ）
Hugman,  op. ci t. , p. 217
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たことであった．彼らは，専門職による一方的な権力の行使に依存するこ
となく，地域住民と専門職がともに地域の福祉サービス供給に携わってい
くことができることを説明していた．彼らの議論の枢軸をなす「多元的供
給」「分権化とコミュニティ志向」「契約を軸とした新たなアカウンタビ
リティ」「参加による意思決定」は，部分的には80 年代後半の英国のニ
ューライト的多元化政策のなかに取り入れられた．すなわち，「多元的供
給」と「契約を軸としたアカウンタビリティ」の2 つは.    8 0 年代後半の
英国の福祉政策を特徴づけるものとして実現されることになったのである．
しかしながら，専門職が住民や利用者とのパートナーシップを推進すべき
だとした福祉多元主義者の本来の主張は，政策アジェンダとして取り上げ
られることはなかった．
英国のニューライトは，専門職の正当性を，保健や福祉分野への市場原
理の導入を主張しつつ攻撃し続けてきた．彼らが提示した新しい専門職と
クライエント関係は，パートナーシップを基盤とするものではなく，利用
者であるクライエントを「消費者」として位置づけるものであった．クロ
フト（Croft.S.）とベレスフォード（Beresford.P. ）は，「クライエント」
という概念を「市民」概念と対比させて次のように述べている（3 9)　もレ
クライエントが「市民」として捉えられるならば，彼らは専門的サービス
の実質的もしくは潜在的な利用者であるのみならず，これらのサービスを
コントロールするべくサービス供給に巻き込まれるものである，と．
ハドレイやハッチもまた，従来の福祉国家における専門職主義は，かか
る参加概念を欠落させたところで語られてきたのだと述べている（4 0)　だ
が，英国における民営化の流れは，専門職にこれまでとは違う意味での新
たな「調整役」を強いることになった．それは，市民としてではなく，
「消費者」として措定されたクライエントによる権力の行使に対抗レ　福
祉サービス供給とのバランスを図るという役割である．
ハドレイやハッチによって主張された「分権化とコミュニティ志向」も
また，ニューライト政策によって骨抜きにされた．これらは，専門職や利
用者による抵抗に対して，中央コントロールの強化を維持するための論拠
（39 ）
（・1 0 ）
Ibid
Ibid
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43.ハグマンの著作からの重引.44.
ハグマンの著作からの重引.
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として用いられたのである（^几　しかしながらハグマンも述べるように，
専門職の実質的な権力形態の変化を伴わない分権化は，専門職の業務を政
策決定やマネジメントの中心部分からはずれた，周辺的な実践に終始させ
てしまうものである．福祉サービス供給が実質的に市民＝利用者のための
ものとして実現されるためには，サービス供給に関わる財源や権限の分権
化のみを行ったのだけではなお不十分であり，サービス供給の裁量を担い
続けてきた専門職の業務の性格を再考レ　彼らの持つ権力を専門職自身や
利用者を力づける（empower）ためのものへと転換させていく必要がある．
サービス提供の場における利用者や住民の「参加」の度合いが，当該サー
ビスの公共性を左右するということは特に留意される必要がある．
新藤もいうように，自治体の自律的裁量権がいかに大きくなっても，そ
のことをして直ちに公共性が十分に配慮された政策が実現できるのだとい
う保障はない（'I 2≒　社会福祉行政において住民や利用者の参加が必要であ
るのは，住民らの意見の反映が実施される政策の公共性を担保することに
つながるためである．したがって分権化のみを持ってして「利用者主体」
のサービス供給体制が構築されるとはいえないことを強調しておこう．か
くして，分権論は参加論へと発展していくこととなる．
（''）Ibid.,p.213.
（4 2）　新 藤 「 自 治 体 の 政 府 間 関 係 」 新 藤 編 著， 前 掲 書,   p. 212　
－159 －
?
??
―
刳    ~7   :章:
市 民 参 加 論 へ の 展 開
第1 節　論点の整理
この章では，福祉多元主義の主張する3 つのイシューのうち，最後の課
題である「参加」を取り扱う．われわれがこれまで取り上げてきた福祉供
給の多元化や分権化に関する論議は，わが国ではいわゆる福祉改革を直接
的な契機として活発化したという経緯を持つものである．したがってこれ
らは社会福祉研究においては比較的新しい争点であるということができよ
う．これに対し「参加」論は，「多元化」論や「分権化」論に比べると，
かなり以前から社会福祉学における重要な検討課題として主題化されてき
たという歴史を持っている．
社会福祉における参加の系譜は，古くは慈善活動やセツルメントなどの
救貧問題の解決を意図した民間福祉活動にその端緒を求めることができる
（1) しかし，わが国の社会福祉学において参加を理論的に基礎づけ，説
明していこうとする営みが本格的に展開されるには，第2 次大戦後，それ
も高度成長期まで待たねばならない．
まず，社会福祉学における住民参加概念は，1  9 6 2   （昭和3  7 ）年に
出された社会福祉協議会基本要綱において提示されていたように，コミュ
ニティ・オーガニゼーションの理念として設定されたのであった．この基
本要綱においては，「住民主体の原則」として「広く住民の福祉活動への
主体的参加を促し，開かれた組織づくりと民主的な合意形成を図る．」と
いう文言が盛り込まれ，社会福祉協議会の活動は住民が主体となって支え
るものであること，社協の主たる機能は福祉政策の策定と組織化であるこ
と，またその基本単位は市区町村であり，系統的に活動を積み上げていく
べきことなどが明確化されていたのであった．その後.    7 0 年代に入って
からは岡村重夫が地域福祉研究に先鞭をつけ，そこで住民参加が地域組織
（1)杉岡直人「ボランティア活動と民間非営利組織の連続性」『日本の地域福祉』日
本地域福祉学会，第8巻，1994, p. 43
160
??
化を実現せしめる重要な要素として取り上げられたこ
れ以降「住民参加」は地域福祉を推進する指導原理と
ようになる．
とを契機として，そ
して位置づけられる
しかしながら，もとより参加論はひとり社会福祉学のみが積極的に取り
組んできた研究課題ではない．周知のごとく，「参加」は政治学や社会学
の分野においてもまた，こんにちまで研究者たちの高い関心を集め続けて
きているシェーマである．参加論の難しさは，参加が重要であることはほ
とんどの研究者が了解することであっても，参加を実現させるためには結
局のところ一人ひとりの市民の意識に訴えかけるほかないために，どのよ
うにしたら一人でも多くの市民を参加に動員しうるかといった方法論をも
最終的に論じざるをえないという点にある．参加論が多元化や分権化を論
じる以上に，規範論に傾斜レ　ともすれば情緒的な議論になりがちな傾向
があるのは，この議論が住民の内発的努力を喚起しようとする運動論的性
格をもつものである以上，ある程度は避けられないことかもしれない．
研究者サイドでは，参加論の持つかような情緒的性格を踏まえたうえで，
なお参加に関わる一連の論議を極力客観的・科学的に記述しようとする試
みが続けられてきた．こんにち，参加論には大きくわけて3 つの次元が存
在しているように思われる．
まず第1 に，参加を特に民主主義との関わりで捉え，政治思想としてこ
れを論じようとする立場が存する．この議論の系譜には，政治システムに
おける参加の位置づけや，その役割についての議論も包含される．政治参
加を市民教育の場として把握するような議論もここに含まれるであろう．
この次元で行われるのは，最も抽象的なレベルでの参加論である．第2 に，
参加の形態や程度，市民を参加に駆り立てる社会経済的及び政治心理的要
因などを実証的に分析するようなレベルの議論がある．第3 に，市区町村
などの一定範囲内の地域で実際に行われているさまざまな参加活動を取り
上げた事例検討のレベルが存在する．このタイプの論議の基底には，参加
に積極的に取り組んでいる実践事例を取り上げて分析することにより
加を実現させた要因はなんであるかを抽出し，もって成功事例に倣い
?
?
加を拡大していこうとする啓蒙的な意図が読み取れる．現在の参加論は，
この3 つの形態のいずれかを採って展開されているように思われる．
いまひとつ，参加論を複雑にしているのはそこで用いられる「参加」の
意味と内容が多義的なことである．特に社会福祉学では，ボランティア活
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動などを主眼とする「社会参加」と，政策決定の過程などに関わることを
意味する「政治参加」とが，同じ参加という文脈で混然一体に論じられて
きたこともあって，議論の内容をより複雑にしている．
したがってわれわれは，まずもって「参加」の意味とその内容を吟味す
るために，政治学，社会学などの関連領域で展開されてきた参加論の動向
を把握する．次いで社会福祉学の領域で論じられてきた「参加」論の系譜
を概観じ　もって錯綜する参加概念の整理を試みたい．しかるのちに，参
加の諸形態のそれぞれの関係性を明らかにするような方向で検討しつつ，
各参加の位置づけを明確にすべく概念軸を設定する．最後に，「市民参加」
のもつ政治的意義を明らかにレ　福祉供給体制における「参加」とは何か
を改めて検討する．
第2 節　関連領域における参加論の動向
参加という言葉は，さまざまな語義を含むものであるが，その本来の意
味は，「わかちあい」を示すものである．このことは，ワイルディングが
専門職がクライエントを処遇する際の鍵概念として「権力をシェアする＝
分かち合う」ことを掲げていたことを想起させる．また，パリー（Parry,G.
）は，かつて参加を「ある行動をなすにあたって，その役割を分担し，
他人と共同の持ち分を有する活動」であると規定していた（2)　この規定
は参加に対するもっとも包括的な定義であるといえよう．
参加は政治学や社会学の分野で積極的に取り上げられ，記述されてきた
という経緯をもっている．われわれは，社会福祉学における「参加」論を
整理し，その内容を吟味するに先立ち，本節においてまずもって関連領域
における参加論の動向や内容を押さえておきたいと考える．こうした作業
は，後述する「社会福祉学における参加論の検討」にあだっての，基本と
なる視座や枠組の提供に資するものであると考えるためである．そこで，
政治学や社会学における参加論の実質的内容を，社会福祉学の参加論に引
きつけることを最終的な目的としつつ，これらを点検することにしたい．
a）政治学・社会学における参加概念
政治学の領域では，従来参加は「政治参加」の文脈で捉えられてきた．
（2）辻清明『日本の地方自治』岩波書店，1976 ふ139　　
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これまでの政治参加論が取り上げてきた課題は幅広く，民主主義理論との
関わりを論じた政治思想的な言説から，政治参加の役割，形態，レベルな
どに関する理論的，実証的な研究にまで及ぶ．一般的な政治参加論で言及
される政治参加の形態は，投票行動，選挙活動，地域活動，個別接触など
を含み，多岐に渡るものである．住民参加を研究対象とする参加論は，結
論的にいえば先に挙げた政治参加のさまざまな形態のうち，特に地域活動
に関わる部分に焦点をあて，より掘り下げた議論を展開するものである
（3 ）
一方，社会学の領域においても，参加は基本的には権力集中への挑戦と
しての「権力の分散化」，もしくはカウンター・パワーの形成という観点
から捉えられてきており，ここでも参加は包括的な「政治参加」の一形態
として関心を集めてきたという経緯をもつ．もっとも一部の都市社会学の
論者の中には，参加を政治参加という局面からでなく，ボランティア活動
に代表されるいわゆる「社会参加」という局面から捉えて考察している例
もあるが，これらはむしろ少数派であるといえよう．したがって政治学，
社会学双方における参加論の主流は，こんにちまで参加＝政治参加という
(3)市民参加や住民参加を重視する研究者は，直接参加型デモクラシーに価値をおく．
このことはたとえば，篠原一による以下の言説からも窺い知ることができる．篠原
は政治参加の概念には，代表制にみられるような間接参加と，市民が政治の決定に
直接関わることを意味する直接参加との2 種類があり，市民参加ないしは住民参加
の文脈で問題とされるのは後者の直接参加であって，これは制度化された間接参加
の形式性や，政治参加の空洞化に対する反発から出発したものであるとする．直接
参加にも種々の形態の違いがあり，そこにはまた中央レベルと地域レベルの参加が
設定されるとし，さらに地域レベルの参加を見ると，そこには市政改革のような比
較的広域的分野における参加である「市民参加」と，都市再開発や道路整備などの
具体的事項に取り組むことを主眼とし，市民参加よりも狭い地域内における人びと
の参加を意味する「住民参加」，さらに住民参加の次なる課題でもある参加の基盤
となる新たなコミュニティづくり（「コミュニティ参加」）の三者が，それぞれ異
なった次元での「参加」として存在すると述べている．篠原が自らの参加論を政治
参加の議論としてどのように位置づけているかは後述するが，ここではさしあたり，
同じ政治参加といっても，投票行動を分析する論者と，住民参加を志向する論者と
では，政治参加の捉え方自体が若干異なるものであることを押さえておきたい．篠
原一『市民参加』岩波書店，1977,   p.7を参照.
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呵観点に立脚して論議が展開されてきたといえそうである．
政治学や社会学の文脈で言説化されてきた「参加」論は，住民運動の隆
盛期であった19  6 0 年代の後半から70 年代の前半にかけて，最も活発
に論じられたものである．そうしたことも手伝って，「市民参加」や「住
民参加」を対象とした議論は，いずれもこの時期，住民運動論と緊密に結
びついていたのであった．したがって住民参加論を吟味するうえでは，こ
の議論と密接に関わる住民運動論を閑却することはできないと思われるの
である．われわれは，住民参加の意義を明確化するために，まずもって住
民運動論と住民参加論の連関に眼を向け，かかる検討作業ののちに住民参
加の位置づけを浮かび上がらせることとする．
b）住民運動論と住民参加論
わが国における住民運動論ないし住民運動研究は，似田貝香門によれば，19
 6 0 年以降，地域問題との関わりで登場してきたものであるとされる
（町　彼は，高度成長期前半（1960 ～6  5 年）において，地方自治の
基本矛盾がこの時期に噴出したという視角で地域問題と運動論が論じられ
はじめたことを指摘した．しかしながら，似田貝によれば，そこで進めら
れた議論では運動の主体者が不明確であった．そしてこの点が当時の社会
学における「大衆社会論」と結合して，「市民民主主義」「地域民主主義
」
論に展開レ　さらに地域社会論としてのコミュニティ論，シビル・ミニマ
ム論などのいわゆる「コミュニティ形成としての住民運動」という社会学
的ないし政治学的な住民運動論を生み出していったとする（5)　われわれ
は，さまざまな住民運動論の出自やその学的系譜に踏み込み，それらを検
(4)松原治郎，似田貝香門編著『住民運動の論理：運動の展開過程・課題と展望』学
陽書房,1976.p.7.
(5）前掲，p. 6. なお，似田貝自身は「コミュニティ形成としての住民運動論」には
構造分析的視座が欠落しているとしてこれを批判していた．ここで，似田貝が直接
批判の対象としていたのは奥田道大のコミュニティ論である．奥田は
，住民運動の
理論化を図る際にスメルサーの集合行動論を援用しているのであるが，似田貝によ
れば，奥田の議論にはそもそもスメルサーの意図していた社会構造変動論的視格が
抜け落ちてしまっているとされる．似田貝は，住民運動研究には
，地域問題の構造
を分析し，この問題を突破するための客観的・主観的条件の解明が必須であると考
えていたのである.
－　164 －
●.
1
討することが目的なのではない．ここでは，さしあたり
の基底において「地域問題」への視角を共有していたこ
う．
これらの議論がそ
とを確認しておこ
よく知られているように，わが国における住民運動は，高度成長期に広
範に現象してきたものである.    19  6 0 年代は，高度経済成長の波に乗っ
て急激な都市化と工業化が進展し，各地で大規模な地域開発が進展してい
た．しかし地域開発は一方で深刻な公害問題を惹起せしめることになる．
この時期各地で激化してきた住民運動は，公害問題など，大規模な地域工
業開発によってもたらされた環境破壊に対する生活防衛を直接の理由にし
ていたのであった（6） この時代の住民運動として特筆すべきは，三島・
沼津地区における石油コンビナート進出の阻止を求める住民運動が組織さ
れたことであろう．この運動は，最終的にコンビナートの建設計画を撤回
させたことにより，それ以降の住民運動の大きな励みとなったものであっ
た．
19  6 0 年代後半から70 年代の前半にかけて，わが国の住民運動は隆
盛期を迎える．この時期はカドミウムによる食品汚染や光化学スモッグな
どが新たな問題となり，また発電所やゴミ処理施設の建設などをめぐって
激しい住民運動が展開されていた．賀来健輔によれば，この時期の住民運
動には，いままでのそれとは性格を異にするものも含まれるようになった
という．すなわち，公害問題の加害者たる企業と，それを監督する行政に
対する住民運動という従来の図式が崩壊したことである．このことは，た
とえば自動車を運転する住民自らも，光化学スモッグの加害者となりうる
ことが明らかになったことからも窺われる．またゴミ処理施設の建設をめ
ぐっては「住民エゴ・地域エゴ」という批判に曝されることも多く，「公
共性」という問題をめぐってこれらの批判にどのように応えていくかとい
うことが，次第に住民運動の存在を考えるうえでの重要な視点になってい
ったとされる(7）
その後，住民運動は事後的な救済を求めるものから，事前の差し止めや
規制を求めるものへと変化していくが，こうした一連の住民運動が収束し
（6)賀来健輔「 住民参加と自治体行政（1 ）：19  7 0 年前後の住民運動の隆盛と住
民参加論を手掛かりに」『都市問題』第83巻4号，1992, p. 87
（7)前掲,   p. 88.
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ていく直接的な契機となったのは，19  7 3 年に起こったオイルショック
であった．オイルショックにより，これまでのような地域開発の拡大傾向
に歯止めがかけられ，わが国が徐々に低成長期に移行していくのに伴って，
住民運動もまた表面上は鎮静化していくのである．
80 年代に入ってのち，日本経済は安定成長を取り戻すが.    7 0 年代前
半までのような典型的な抵抗型の住民運動は眼に見えて減少する．しかし
このことはむろん，環境問題が解決されてしまったということを意味する
ものではない．抵抗型の運動は鎮静化したものの，住民による環境問題へ
の取り組みは形を変え，たとえばゴミの分別収集の徹底や，古紙回収とい
う形態で地域ぐるみで行われるようになったことは周知のとおりである．
60 年代後半から70 年代はじめにかけての住民運動の隆盛現象を背景
に，わが国における住民運動論もまたこの時期最も活発化する．この時期
の代表的な住民運動論の論者たちは，かかる住民運動と住民参加の関係を
どのように捉えていたのであろうか．
たとえば篠原は，住民運動（篠原の文脈では市民運動）を市民参加の運
動的側面であると措定し，住民運動には抵抗の契機を強く持つものと，参
加の契機を強く持つものとがあるとしたが，抵抗するのみでは価値を創り
出すことができず，参加のみでは権力に包絡されてしまうため，この双方
の契機は共に重要であると述べた（8) 篠原によれば，わが国の住民運動
は，総じて抵抗の契機の方が強いものであったが，実はこの抵抗を突き抜
けたところに「市民としての参加」が拓けてくるとされる．
篠原は，住民運動を発展史的に眺めた場合，運動の形態を採らないいわ
ば運動以前的な状態から，次第に自己主張・告発型の運動に進展するとし
た．すなわち，運動の第1 段階では，企業その他の活動によって被った人
的・物的被害に対して住民が対症療法的に立ち上がるのである．これはい
わばぎりぎりの生活防衛から発する運動であり，四大公害訴訟事件をめぐ
る運動や，光化学スモッグに対するPTAを中心にした動きなどがこれに該
当するという．これに対し，三島・沼津地域のコンビナート建設反対運動
は，対症療法的運動から一歩進んだ，予防的市民運動の先駆的地位を占め
るものとされる．これらは，いずれも抵抗＝阻止型の住民運動といえよう
が，阻止型の運動である「予防的市民運動」が，参加の契機を色濃く持つ
(8)篠原，前掲，p. 102
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た運動へと進化していく可能性を持ったものであることが指摘されている
（9) 篠原の文脈によれば「参加」的市民運動とは，最終的には市民によ
る町づくり・地域づくりに携わることであると読める．
篠原によれば，「抵抗から参加へ」のプロセスは，対症療法的な運動→
予防闘争→参加的市民運動として描き出されることになる．これがさらに
発展していくと，運動は「交渉」の形をとり，さらには制度化へと進展す
る．かくして運動が「制度化」へ到達した時点で，そこからは市民が権力
に関わる度合いをメルクマールとして「参画」と「自治」が主題化される
ことになる．このように，篠原の議論では住民運動は「町づくり」を内容
とする住民参加ないしは市民参加に至る一つのプロセスとして描かれてい
る点が特徴的である．
一方，松原治郎は，住民運動を，地方自治体との関わりあいで次のよう
に捉えていた．すなわちこの両者の関係は，「最終的には住民によって提
起された問題一出発はたとえきわめて個別の利害に立っているとはいえー
と，住民の集合形式による意思の表明，そこに示されたエネルギーを，行
政がどう受け止め，計画や事業を進めるうえでの内的エネルギーとして，
その過程にインプットさせるかの問題」　（10）　を提起するものであるという．
ここには，明らかに住民運動が自治体との関わりの中で最終的には「住民
参加」の問題として措定されるものであることが示されている．換言すれ
ば松原は，日常的な生活状況に発した不安・不満・要求を契機として発展
した住民運動が，自治行政と向き合ったときに「住民参加」に転化すると
考えているのである．
さらに松原は，住民運動が住民参加へと転化するためには，次に掲げる
ような条件が必要であると述べた（1几 第1 に，住民運動がすぐれたりー
ダーシップを得ることである．第2 に，当面解決すべき問題をより高次の
理念と結びつけ，運動目標自体を高次元に高め，その理念の実現のための
戦略を立てることである．松原によれば，この場合の高次の次元とは，
「真の地方自治」の樹立というイデーであり，いま一つは「豊かな生活福
祉コミュニティ形成」を志向することであるとされる．ここでも住民参加
(9)前掲,   p. 105.
(1 0)　松原治郎「 自治体と住民運動」松原， 似田貝編著，前掲書，p. 326(11)　
前掲，p. 327.
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の目標は，実体的には「町づくり」
が自治体行政と向き合うことによっ
れるのである．
へと向けられる．そして，運動は住民
て参加へ転じる通過点であると捉えら
似田貝香門は，住民運動を「生活要求型」と「生活環境保全要求型」と
いう2 つの側面から捉え，前者の運動の底辺には，資本の「強蓄積」によ
る勤労者の労働力再生産の悪化の深化という事態があるとし　後者の背後
には，これもまた資本の地域を対象とする「強蓄積」という客観的過程が
あるとした．これらは明らかにマルクス主義的な言説であるが，ここでわ
れわれが注目したいのは，似田貝が住民運動の端緒を「異議申し立て」に
あるとし，住民運動の出発点を住民にとって「住むこと」といういわば当
たり前の問題に設定していることである．いわば，この「当たり前のこと」
が自然の権利として住民に自覚されたとき，その自然性を出発点として運
動が組織されるのである．しかしながら当然のこととして，異議申し立て
には住民のエゴイズムや利害関係が鋭く持ち込まれてしまう．似田貝はエ
ゴイズムを含む異議申し立てが，権利要求へと変化していく過程に特に注
目し，これこそが住民運動から住民参加への転化を規定するものであると
考えていたのであった．
このことを，似田貝は大型のショッピングセンター建設に対する住民の
反対運動の例を引いて説明している．仮に，ある地域に大型のショッピン
グセンターができるとする．この時住民は，日常生活の中で「ショッピン
グセッターができると便利になる」と感じるだろう．しかし　そのことに
よって彼らの生活環境が破壊される可能性が大きいとすればどうか．生活
環境問題は，「便利」という発想それ自体を疑問視するものであり，本来
の「便利」の意味内容が，自己の日常生活の中で再び検討されることを提
起するものである．「住むこと」といういわば当たり前のことがまさに侵
害されようとするとき，環境保全要求運動は住民の権利要求の運動として
立ち現れることになる．似田貝は，ここに住民運動から住民参加への転換
を見る．似田貝は，「住民参加や『街づくり』運動は，< 住むこと〉のた
めの物的諸手段（土地・空間）をあくまでも生活者としての使用価値にし
ようとするものであり，またそれに裏づけられた権利主張である」と述べ
ている（1 2）
（12）　似 田 貝 「 住 民 運 動 の理 論 的 課 題 と 展 望 」 松 原， 似 田 貝 編 著， 前 掲 書 ，p.  368　
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・似田貝の議論で特に注目すべきなのは，彼が環境保全要求運動を通じて
「共同性」が形成されると考えている点てある．似田貝は「居住地におけ
る生活にとっての諸手段たる土地・空間が，商品化されることによる環境
悪化への私生活の危機意識と，それによる当の空間の< 生活のための使用
価値〉視点の確認を媒介に，私的な空間の占取という ＜日常的観念〉から
共同的な占取という< 共同性の観念〉を形成していく」点を指摘している
( 1 3 ） しかしながら，環境保全要求運動は，その運動のパースペクティブ
が一定の地域性を有するものであるがゆえに，おのずと限界を持つものと
される．すなわち，< 共同性の観念〉が社会性を有するためには，地域内
の生活者の利害を越えていくものでなければならないからである．似田貝
は，この点を克服するために，住民が公＝お上という日本的観念形態に支
えられた従来の公共性を批判していくような視座を持つことが必要である
と述べた．いわば住民が公共性の実体とその過程を批判するものとしての
新たな「批判的公共性」の観念を持つことにより，地域性の限界，いうな
れば地域エゴを超克することができるとするのである(1
へ
以上，何人かの論者による所説を紹介してきたが，ここから住民参加の
輪郭が浮かび上かってきたといえるのではないだろうか．住民参加は，基
本的には権力に対する異議申し立てという契機を含むものである．住民運
動は，権力への広範な異議申し立てという意味での広義の参加の中に位置
づけられ，それはまた，自治体という公権力と向き合うことにより，「町
づくり」を志向する住民参加活動へ展開するプロセスとして把握されるも
のであるということが明らかになったといえる．
c）政治参加としての住民参加
住民参加の位置づけが明確化されたところで，次に住民参加を政治参加
という局面から照射した場合に，そこからどのような問題がたち現れてく
るのかという点を中心として考察してみよう．
篠原は，市民参加もしくは住民参加は包括概念としての政治参加の一つ
の発展形態を示すものであり，参加民主主義の時代における参加が市民参
加（住民参加）である旨を記述していた．このことを理解するためには，
(1 3)　前掲，p. 370.
(14)　前 掲，pp.  372-373
169
??
『
『
?
‐
‐
?
?
?
?
?
住民参加が目指す「政治参加」が，一般的な政治学用語としての「政治参
加」概念とはやや違った意味を持つものであるということを想起する必要
がある．すなわち，一般的な政治参加概念は選挙などに代表される制度化
された間接参加概念を意味するが，住民参加の文脈で問題となる政治参加
は人びとがさまざまな活動を通じて政治に直接関わることを意味する直接
参加であるということである．住民による直接参加は参加型デモクラシー
の理念をその指導原理とするものであり，篠原はこれをデモクラシーの根
幹に関わる問題として特に重要視していたのである．
このように住民参加を政治参加として捉えた場合，次に問題となってく
るのは，参加を政策形成過程に限定して捉えるのか，それとも政策形成過
程にとどまらず執行過程にまで及ぶものとして包括的に理解すべきか，と
いう問題である（1 5）
政治参加を端的に定義すると，政府の政策決定に影響を与えるべく意図
された一般市民の活動であるといわれてきた（16） こんにち「住民参加
」
との関連で問題になる政治参加とは，政策形成過程への参加はもとより，
執行・評価に至るまでの行政過程全般に住民が参加することであると考え
られている（1町 従来，行政の策定（plan）・執行（do）・評価（see）の
プロセスでは，ともすれば力点が策定レベルにばかりおかれ，執行や評価
は相対的に等閑視される傾向があった．小林弘和によれば，行政内部でも
参加に関しては策定レベルで事足たれりとし，具体的な衝突の生じやすい
執行レベルでのそれは回避されてきた傾向があるという（1 8） しかし，執
行レベルでの参加は，形成レベルのそれがともすれば審議会などのように
参加者を限定しがちであるのに対レ　相対的に多くの住民を巻き込むこと
が可能なものである．また利用者参加という観点からみても，執行や評価
の過程における参加は今後ますます重要な意味を持ってくるものと考えら
れよう．すなわち，住民参加は今や政策の形成過程という入力過程のみに
とどまらず，政策実施という出力過程にまで及ぶ相当幅広い射程を持った
（1 5)　賀来「 住民参加と自治体行政（2 ）」，『都市問題』第83 巻6号，1992, p. 82.
（1 6）　蒲島郁夫『政治参加』東京大学出版会,   1988. p. 3.
（1 7)小林弘和「市民自治と政策形成・執行」田中義政編『市民参加と自治体公務』
学陽書房，1988, p. 29.
（1 8）　前掲，p バ30。
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ものとして，包括的に捉えられるべきものといえよう．
最後に.   2.   3 の点について付言しておく．わが国の住民参加論は，そ
の議論の中に高次の共同性，公共性を展望する視野を持つものであるとい
う点において特徴的である．高次の共同性・公共を志向するという点につ
いては似田貝だけではなく，たとえば松原がコミューン（共同体）のうえ
に立つ地方自治を具体的に保障する方式として住民参加を位置づけ，ある
いは篠原が住民参加を高次の市民参加のなかに包摂レ　それに現代民主主
義の内側からの再構築と非人間的生活の人間化という課題を与えているこ
とからも窺われる(19）
古城利明は，かかる高次の共同性，公共性を展望する点においてこそ，
日本の住民参加論の持つ鋭さがあると評価したうえで，高次の段階への参
加の制度化をどのように展望するかが次なる課題であるとした(2 0)　この
点に関レ　篠原は，参加が制度化されると同時にそのダイナミズムを失う
こと，したがって制度化の後に再び運動化の過程が始まらざるをえないこ
とを指摘していた．彼は「運動の制度化と制度の運動化という2 つのプロ
セスがつねに循環しなければならない」　(2 1 ）　と述べ，同時に参加が政治権
力の磁場に引きつけられやすいこと，すなわち権力の側に包絡される危険
が常にあることを強調レ　参加の形骸化を懸念していたのである．篠原の
警告はこんにち住民参加を考えるうえでもなお有効性を失ってはいない．
いうなればこれらはいずれも，住民参加の実効を担保するうえでのきわめ
て基本的かつ困難な課題であり，われわれが参加にあたって常に直面する
問題であるからである．
第3 節　社会福祉学における参加論の系譜
社会福祉学における参加論は，特に地域福祉論の領域で活発に論議され
てきたものである．地域福祉論においては，住民参加を「住民が政治過程
に直接関わる」という意味（社会福祉学においては，特に計画の策定に住
民が関わることが強調される）で用いる場合と，「ボランティア活動など
を通して自らが福祉供給の担い手となる」という意味で用いる場合とが混
(1 9)　古 城 利 明 『 地 方 政 治 の 社 会 学 』 東 京 大 学 出 版 会 ，1977,p.246(20)　
前 掲 ，p.  246.
(2 1)　篠 原 ， 前 掲 ，p.  79.
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在しているのが現状である．そこに，近年特に強調されている「利用者参
加」という新たな参加概念が加わり，社会福祉学における参加論はいっそ
う混迷の度合いを増すことになった．われわれは，このような参加論の錯
綜した状況を整理し，そこから現在の参加論の新たな課題を引き出すこと
を意図する．行論を進めるにあたって，まずはじめに，なぜかくも参加論
が錯綜することになったのかを，参加論の系譜を追うかたちで考察してい
こう．
a）社会福祉領域における住民参加論の形成と展開
「住民の主体的参加」という言葉が先駆的に用いられたのは.    19  6 2
年の社会福祉協議会基本要綱においてであり，そこで示された参加は，コ
ミュニティ・オーガニゼーションの文脈で取りあげられていた．この基本
要綱を地域福祉の概念形成に重要な契機を与えたものとし，こんにちの地
域福祉論の萌芽をここに見いたそうとする向きもあるが，当時のコミュニ
ティ・オーガニゼーションの理解はごく理念的なところでとどまっており，
「地域組織化」における住民参加の意義が明確に理論化されていたとはい
い難かった．むしろ，地域福祉論の本格的な展開は，7  0 年代に入っての
ち続けて出版された岡村重夫の著作（『地域福祉研究』柴田書店，1970年，
『地域福祉論』光生館.   1974年）に負うところが大きいと思われる．
岡村の地域福祉論における住民参加の捉え方には，以下のような特徴を
見いだすことができよう．まず第1 に，住民参加の理念を「自己決定の原
則」ないし「主体性の原理」においていることである．従来，これらはケ
ースワークの原則として掲げられていたものであるが，岡村はこれを住民
参加の必然性を説明するものとして措定している．第2 に，住民参加を実
現するものは「福祉コミュニティ」であると規定している点である．ここ
での福祉コミュニティとは，サービス利用者，同調者，及び関係機関の結
合体であり，「同一性の感情」という紐帯によって結ばれているものとし
て措定される．第3 に，先の篠原の議論を援用し，住民参加を運動と交渉，
参画と自治の側面から捉え，住民参加がこれらの連関のうちに発展してい
くべきことを述べている点である．最後に，住民参加の到達点として，地
域福祉計画の策定に住民が参加することを掲げている点である．
かかる岡村の住民参加論は，住民参加の方法については，先に紹介した
篠原一の議論をほぼ正確に踏襲するかたちで論を展開しているのであるが．
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岡村が住民参加の理念として「主体性の原則」を掲げていたことは，こん
にちの「利用者参加」概念の基底となる考え方を既にこの時期にいちはや
く提唱していたものとして注目される．
また岡本栄一は.   6 0 年代後半から70 年代前半にかけての一連の市民
運動，住民運動の台頭を社会福祉への市民参加と重なる問題として捉え，
福祉への市民参加を①運動としての市民参加②自治（制度）への参画とし
ての市民参加③生活拡充運動への市民参加という3 つの局面で捉え，整理
していた（2≒ ①には抵抗的・生活防衛的運動，制度の変革促進運動，生
活環境の整備要求運動が，②には請願・陳情・請求などによる参画，審議
会・委員会・公聴会への参画，福祉計画・都市改造計画への参画，事業遂
行過程への参画，③にはコミュニティ形成活動，架橋的人格的交流活動，
互助的・提言的活動がそれぞれ含まれるとされる．
岡本の参加論は参加する主体として当事者，行政，福祉従事者，市民・
ボランティア，労働組合，企業などが包摂され，きわめて広範な対象領域
を持つものである．ここで当事者が参加の主体として筆頭に挙げられてい
ることからもわかるように，たとえ「利用者参加」という用語は用いられ
ていなくとも，サービスを利用する当事者やクライエントの参加が福祉に
おける参加の中枢を担う重要な要素として注目されていたことがここから
もまた明らかになるのである．
この他.    7 0 年代における福祉の参加論の系譜としては，真田是らによ
って「社会運動論」の文脈で展開されていたものが存するが，80 年代に
入ってからは，先の岡村や岡本，真田らの参加論の成果を踏まえてこれら
を整理レ　さらに一層の精緻化を図った定藤丈弘による住民参加論が登場
する（2 3）
定藤は，参加の形態を①運動型参加②自治志向型参加③生活拡充活動型
参加の三種に大別した．①運動型参加には，当事者やその家族によってお
こなわれる制度体系の拡充や変革を求めるもの，福祉労働者や従事者の自
（2 2）　岡本栄一「福祉への参加」高森敬久，小田兼三，竹内安子，岡本栄一『社会福
祉とボランティア：新しいコミュニティと家族の論理』ヨルダン社,   1977, pp. 240-241.
（23)　定藤丈弘「社会福祉における参加」『現代の社会福祉：季刊労働法』総合労働
研究所，1981, pp.102-110を参照.
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主的研究組織等を主体とし　彼らの労働条件などの向上や自律性の保障を
求めたり，利用者のアドボカシーを行うもの，低所得者などの潜在的サー
ビス利用者による新たな政策的対応を迫る運動の三形態があるとされる.
②自治志向型参加には，福祉行政への参加，福祉施設に係わる参加，地域
福祉サービスへの運営過程への参加が掲げられる．福祉行政への参加とし
ては，計画の立案過程への参加，政策決定過程への参加，福祉事業の執行
・運営過程への参加が含まれ，福祉施設への参加には，施設処遇の社会化
と施設諸機能の地域開放に係わる参加と，施設運営の社会化に係わる参加
があるとされる．また，③生活拡充活動型参加には，いわゆるボランティ
アによる援助・協力活動，利用者への差別や偏見といった住民の態度や意
識の変容を促す価値志向的活動，及びコミュニティ形成活動が含まれる．
ここで紹 介した定藤 の参 加論は， こ んにち参加 の文 脈で問 題とさ れる事
項全般に眼配りがなされ，しかもこれらを系統立てて説明しているもので，
参加の形態を整理したものとしては．現在までのところ最も完成された体
系をもつものと考えられる．なおこの議論で，定藤が社会福祉における参
加の持つ政治的意義を強調していることは.    7 0 年代の参加論の論者たち
の系譜を継承したものであると考えられる．
われわれが着目したいのは，定藤の議論以降，参加の持つ政治的意味を
強調するような論調が総体的に後退レ　代わりに住民参加の一局面である
ボランティア活動を特に取り上げてその重要性を強調した論議が次第に増
えていったことである．いわば住民参加論は政治参加としての住民参加を
枢軸とした議論から，社会参加としての住民参加を枢軸とするものへ，論
議の性格を変化させていくのである．むろんこのことは，政治参加として
の住民参加が社会福祉領域で既に定着してしまったということを意味しな
い．しかるに，なぜ住民参加論の変質がもたらされたのであろうか．
b）住民参加論の変質
住民参加論がこんにちのように変質していくひとつの契機を与えたのは，
『在宅福祉サービスの戦略』で展開されていた「公私の役割分担論」であ
ろう．本書では，在宅福祉サービスを拡充していくためには公私の役割分
担が必至であるとし，特に「私」的な部分の担い手としてのボランティア
の動員を含んだ人的供給体制の具体的検討が急務である旨を強調していた．
本書で市民参加，ないし住民参加という用語を用いるときは必ずしもボラ
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ンティア活動のみに限定していたのではなく，「サービス展開の諸レベル
における意思決定への市民の参加のシステムの確立」が必要であるとも述
べていたのだが，本書全体の基調がサービス資源を中心とした論議におか
れているため，そこで語られる住民参加はどうしてもサービスの「担い手」
であるボランティアを想起させてしまう結果となっている．
また，この時期から，国側も明確に在宅ケアの担い手の育成を課題とし，
「婦人ボランティア活動振興事業」（文部省.   1978年）「福祉ボランティ
アのまちづくり事業」（厚生省，1985 年）などに乗り出していった．こう
した事態を背景とし　80 年代には，中高年女性を主たる活動の担い手と
し，非営利で有償・有料の在宅サービスを提供する団体が「住民参加型」
在宅福祉サービスと呼称されるに至り，住民参加は有償ボランティアも含
めたボランティア活動全般を示す概念として一般化することになる．また，80
年代福祉改革のイデオロギー的総括ともいいうる「今後の社会福祉の
あり方について」において，福祉の担い手の養成と確保が重要課題として
掲げられていたことも，こうした状況を加速させることになったといえよ
う．
かくして資源論的文脈の「公私の役割分担論」及びそれに続く一連のボ
ランティア育成事業や福祉改革の動きの中で，住民参加はいつしかその本
来の政治的意味合いを脱落させ，援助・サービス供給活動としての側面を
突出させていくことになる．それに伴い，市民参加あるいは住民参加論も
また，かつて似田貝や古城らによって提起された公共性や共同性の問題を
特に主題化したり，深化させることもないまま，もっぱらボランティアを
資源として把握した論議が展開されていくことになる．
こうした状況を，右田紀久恵は「参加論における逆転現象」と呼び，住
民参加論の理論的停滞を指摘した．右田が「（わが国の参加論は）政策決
定・計画策定への参加の必要性の指摘レベルにとどまっている」　（2 4）　と述
べたように.   8 0 年代のはじめに定藤によって提示された社会福祉の住民
参加に関わる諸問題が，それ以降改めて検討され，理論的に深められると
いったことは特になかったのである．しかしながら現在，住民参加論の停
滞の一方で，障害者福祉の領域を中心とし　新しい視点に立脚した参加概
（2 4)　右田紀久恵「分権化時代と地域福祉」右田編著『自治型地域福祉の展開』法律
文化社，1993,   p. 23.
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念 が 生 ま れつ つ あ る こ と に 注 目 す べ き で あ る．
c）利用者参加概念の登場
近年，「自己決定」「エンパワメント（empowerment) ）などの概念が
注目されるようになり，これらの概念を基軸として「利用者参加」ともい
うべき新たな参加論の地平が切り拓かれようとしている．
かつて岡村が主張していたように，参加にあたってはまずその利用者本
人の主体性が重要視されねばならない．いわば「主体性」「自己決定」は
社会福祉領域の参加においてはかなり以前から提起されていた概念のはず
である．このことが再び論者の注目を浴び，改めて強調されるようになっ
たのはなぜであろうか．この点に関レ　北野誠一は，障害者福祉の領域に
おいて近年「エンパワメント」という言葉が着目されるようになった背景
を，次のように説明している（2へ
「なぜインパワーメントなのであろうか．それは，これまで既存のヒュ
ーマンサービス（教育・保健医療・福祉などを含んだ対人援助）が，障害
者のパワーを奪ってきたからであり，彼らを依存的にレ　無力化してきた
からである．これまでのヒューマンサービスの供給者（行政 一専門家等）
と受給者（患者・クライエント）との間には，一方的にコントロールする
側（主体）とコントロールされる側（受手）という関係が存在したのであ
る．つまりは，ヒューマンサービスの供給者は，福祉や援助や世話や愛の
名のもとに（名を借りて）, 市民をコントロールし　市民を無力化してき
たのだ．」
ここで，前章において言及してきたストリート官僚による「クライエン
ト支配」の議論や，ワイルディングらによって主張されていた専門職者の
権力問題の議論を想起して欲しい．従来の行政や専門職者によって供給さ
れる福祉サービスが，受け手であるクライエントを無力化レ　依存的にす
るものであったという指摘は，近年の批判的言説の中でもとりわけ力強い
(2 5）　北野誠一「自立生活支援の思想と介助：援助者の役割とインパワーメント」定
藤丈弘，岡本栄一，北野誠一編『自立生活の思想と展望』ミネルヴァ書房，1993,p43.
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トーンで語られているものである．
北野は，障害者・高齢者のヒューマンサービスにおける従来の「医療モ
デル」は，サービスを供給する者とサービスを受ける者との間に一方的な
関係を創り出すものであり，これは障害者の主体性や自己決定という観点
から鑑みた場合に望ましくないとし，これに対抗するモデルとして「自立
生活モデル」及び「自立生活支援モデル」を掲げた．北野によれば，「自
立生活モデル」とは,  ノーマライゼーション思想に基づく「脱施設化」
「統合化」「メインストリーミング（統合教育）」の流れと，アメリカの
公民権運動や消費者運動のもつ「当事者主導」との流れを受けて生み出さ
れてきたものとされる．このモデルは，「障害は適切な配慮を欠いた社会
のあり方が生み出すものであり，社会（環境）を障害者があたりまえに生
活できるシステムに変革すること，つまり，“社会や専門家が，障害者の
あり方を決めるのではなく，障害当事者のあり方（主張・運動等）が，社
会のあり方を決める”」ことを意図するものであり，その具体的援助方法
は障害当事者自身によるピアカウンセリングとアドボカシーを中心に組み
立てられるものとされる（2 6)
「自立生活モデル」で主導的立場を担うのが当事者・利用者であるのに
対し，いま一つのモデルである「自立生活支援モデル」は，援助者と利用
者のパートナーシップを強調し，援助者と利用者それぞれの主体性の獲得
とサービスの計画・運営への参加を促進させることを主眼としている．い
ずれにせよ，ここから明らかになることは，当事者・利用者の主体性が，
従来のサービス供給の場においてはいかに閑却されてきたかということで
あり，そうした従来のサービス供給のあり方を問い直す対抗原理として
「主体性」や「自己決定」「エンパワメント」などの概念が提起され，そ
れがこんにちの「利用者参加」の論拠となっているということである．
この点に関し河野正輝は，「自己決定」の原理が強調されるようになっ
た要因を，次のように整理している（27） すなわち，
①要援護者像の変化（生活主体性の比較的乏しかった低所得者層からサ
(2 6)　前掲，p. 50.
(27)　河野正輝「社会福祉におけ る人権論の課題： イギリ スにおける研究動向の紹介」
『社会福祉研究』第57号,   p. 30.
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一ビス利用者の一般化・普遍化，消費者意識の台頭など）
②社会資源・政策手法レベルでは供給システムの多元化（公的サービス
中心から福祉公社，シルバーサービス等民間事業者によるサービスの拡
大）
③思想レベルでは20 世紀福祉国家におけるパターナリズムヘの反省，
さらに20 世紀社会主義の頓挫と市場の再評価．
ここで河野が「自己決定」の原理として措定しているものは，利用者の
「選択性」の原理として置き換えた方がよさそうである．この両者はきわ
めて関係性の深いものではあるが，同義ではない．すなわち，「自己決定」
の原理に基づき行動をするとき，利用者はいわばその具体的行使の局面に
おいて，自らが「選択」をする必要性に直面する．いうなれば「選択性」
が確保されることは，自己決定を具現化するにあだっての必要条件ではあ
るが十分条件ではない．ここで，何のための「自己決定」かといえば，そ
れは利用者自身が生活主体者として自らを認識し，自らの生活を自律的に
営み，かつまた援助のさまざまな側面に関わっていくことが，権利性とい
う面からもまた民主的サービス供給という面からも重要であると認識され
ているからにほかならない．この文脈では，明らかにサービス利用者は
「市民」として捉えられている．クロフトとベレスフォードがいうように，
市民とは彼らに対して供給されるサービスを主体的にコントロールすべく，
援助の各局面に民主的に参加すべきことが求められている存在だからであ
る．
一方で，「選択性」の強調は，その論議の基底に（たとえば英国での例
にみられるように）消費者主義の流れがあるのを見てとることができる.
「自己決定」理念は直ちに消費者主義に結びつくものではないが，「選択
性」を強調する議論は総じて基本的にはこの考え方に依拠している．むろ
ん，サービス利用者＝消費者という捉え方は従来より存在した．北野がい
うように，この考え方はそもそも60 年代にアメリカで行われた消費者運
動に端を発している．しかしながら，英国に見られるような近年の消費者
主義の特徴は，新保守主義的文脈のもとで，すなわち市場メカニズム至上
主義ともいうべき論調の中で醸成され，展開されてきたものである．河野
が①に掲げている「消費者意識の台頭」や，②に挙げた供給システムの
「多元化」（筆者の見解ではサービス供給の「多様化」），③でいう「市
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場の再評価」は，サービス利用者の「選択の幅」の拡大を強調する論議の
構成要因にほかならない．
ここで，自己決定，選択性，利用者参加などの諸概念を導く2 つの異な
った流れがあることに気づかされるだろう．この2 つの流れの違いは，主
としてサービス利用者をいかなるものとして把握しているか，という点に
特徴的に現れている．すなわち，自己決定，主体性，利用者参加，エンパ
ワメント，アドボカシーといった諸概念の基軸には，明らかに利用者＝市
民とする捉え方が存在しているし，また選択性を主として強調する立場の
根底には，利用者＝消費者とする捉え方が存在している．「多元化」論の
論拠の一つが，利用者の選択の幅の拡大にあることは間違いないが，ここ
でわが国の「多元化」論者が全て利用者＝消費者，という理解の仕方をし
ていたと考えるのは早計であろう．第1 章で論じたように，「多元化」論
者たちが皆同じイデオロギーを共有レ　一枚岩であったわけでは決してな
いからである．
d）社会福祉における参加論の問題点
これまでわが国の社会福祉学における「参加論」の大まかな系譜を概観
してきた．これらのことから何かいえるであろうか．まず第1 には，わが
国の社会福祉学における参加論が，政治学や社会学の領域で展開されてき
た狭義の住民参加論や市民参加論からの影響を受けながら.   8 0 年代のは
じめまでにその理論的骨格を整えていたということである．第2 に.   8 0
年代以降の参加論は，在宅福祉論の台頭に伴って登場した公私の役割分担
論や80 年代福祉改革の影響を受け，ボランティア活動などの援助・サー
ビス供給活動を中心とした，いわば資源論的立場からの参加論へと変質し
ていったということである．第3 に，近年になって，「利用者」を「市民」
としての局面から捉え，その主体性や自己決定に価値をおく「利用者参加」
論が新たに展開されつつあることである．また消費者主義の流れからは，
利用者を「消費者」と措定し，彼らの選択権を主張する議論が活発化して
いることにも留意すべきであろう．
わが国の社会福祉学における参加論では，市民が行政過程に参加するこ
とを意味する「政治参加」とボランティア活動に代表される「社会参加」
との関係が十分に把握されていないのが現状である．この両者をそれぞれ
の活動の目標やその形態によって分類する試みは，これまでも繰り返し行
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われてきた．
しかし　この両者の「参加」のもつ本質的な差異，あるいは本質的な共
通点については，これまでも明確に言説化されてきたとはいい難い．政治
参加をする市民とはどのような人びとなのか，あるいはボランティアをす
る市民はいかなる意識を持っているのか，人びとを活動に駆り立てる政治
的・経済的・社会的・心理的要因は何か，それらの事柄については既に多
くの調査研究が行われている．
しかしながらこれらの調査の結果を見ても，社会福祉における「参加」
の諸形態が，全体的な参加概念の中でそれぞれどのように布置するのかと
いうことを十分に明らかにするものではない．福祉多元主義もまた，政治
参加とサービス供給者としての参加という双方に渡って参加を称揚してい
るが，福祉多元主義論の文脈の中でこの両者がいかに関連づけられるのか
といった問題については沈黙している．したがって次にわれわれは，これ
まで言及してきた政治参加としての住民参加，ボランティア活動に代表さ
れる社会参加，あるいは近年浮上してきた利用者参加などの諸概念が，い
かなる関係を持つものであるかという点に特に着目レ　これを明らかにす
るような方向で議論を展開していきたいと考える．
第4 節　 市民参加の諸相
60 年代から70 年代初頭を隆盛期とする「抵抗としての住民運動」を
ルーツとし，「抵抗から参加へ」を旗印としてきたわが国の住民運動・住
民参加論は，似田貝のいうように公権力への異議申し立てをその契機とし
そこから公による公共性の内実を批判レ　 住民自身による新たな公共性の
創出を志向するものであった．この運動で住民の抵抗の対象とされてきた
ものはもっぱらマクロな権力であり，参加とはなかんずく「住民という集
合形式による意思の表明，そこで示されたエネルギーを，行政がどう受け
止め，計画や事業をすすめる上での内的エネルギーとして，その過程にイ
ンプットさせるか」　（28)　という問題に関わるものであった．狭義の住民参
加論が，その実体的目標を住民による「町づくり」におくものであること
からもわかるように，住民参加の舞台は「地域」に設定されていたのであ
り，それゆえに「地域エゴ」を超克するために，住民による社会性をもっ
（2 8）　松 原 「 自 治 体 と 住 民 運 動 」 似 田 貝 ， 松 原 編 著 『 住 民 運 動 の 論 理J   p. 326　
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た「共同性」の確立が不可欠であるとされていたのである.    6 0 年代に現
象してきたわが国の住民運動が，そもそも地域問題を出発点として展開し
てきたという経緯に鑑みれば，住民運動・住民参加論が「地域」を舞台と
して繰り広げられてきたことの意味も理解できよう．
これに対し.    7 0 年代以降に広範に現象してくるフェミニズム運動，エ
コロジー運動.   NGO活動，マイノリティの権利擁護運動などのいわゆる
「新しい社会運動」は，必ずしも地域性にとらわれない視座を持つもので
あった．これらは，従来の住民運動の持つ批判と抵抗のモメントをマクロ
な権力領域からミクロな権力領域へと向かわせるものであった．これらの
新しい社会運動の「新しさ」は，この運動がまさに人びとの現在の生のス
タイルそのものを問うものであったこと，科学技術の分野における専門的
な権威への懐疑を含むものであったこと，また，日常生活の中に「これま
で自明な形で作用してきたミクロな権力に対する抗議や問い返しの質」
（斎藤純一）を含んでいた点などに顕著に現れている．この運動の持つか
かる思想的基盤や諸要素が，セルフヘルプ活動やエンパワメント概念の底
流にも流れていることは，もはや説明するまでもないであろう．
斎藤純一は，こうした新しい社会運動の多くが，家庭，学校，交友関係
といった「親密圏」の諸領域における問題をめぐって展開されていること
に着目した（2 9)ここにいう「親密圏」とは，人格と人格との関係において
織りなされる領域であり，より具体的には男一女，夫一妻，教師一生徒，
医師一患者，ワーカー一クライエントといった，非対称的に固定化された
権力関係が存在する領域のことである．新しい社会運動は，まさしくこの
「親密圏」におけるミクロな権力関係に光をあて，これまで自明のことと
され，あるいはまた私的な領域に属するものとして従来争点化されえなか
った諸問題を「どうして」という根源的な問いかけをすることによって議
論の場に引き出したのであった．「親密圏」におけるミクロな権力関係の
組み替えが新たな公共的争点として登場したことは，この領域においてか
つてないほどの広がりを持って権力関係が動揺していることを意味してい
る．
親密圏 のさ まざ まな局面 において 行われる
?
?
? クロ な抵 抗 の動 き は， 親 密
（29)　斎藤純一「批判的公共性の可能性をめぐ って：親密圏のポテンシャル」『モダ
－ ン と ポ ス ト モダーン』木鐸社，1992ふ203　
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圏がもはや秩序を安定化させる場ではなく，逆にそれらを流動化する場に
なってきていることを示している．こうした一連の抵抗の動きは，政治や
経済のシステムを一枚岩として揺り動かすものではない．しかしながら，
斎藤のいうように，これらの抵抗が発するノイズは，システム全体にとっ
ても無視することのできないものへとなりつつあるといえる．彼は，ミク
ロな抵抗の動きがいかなる意味でシステムにとって対抗的であるのかを，
①下から上への批判，監視，チェックという意味での「対抗」と，②シス
テムに対するオルタナティブ形成という意味での「対抗」という2 つの側
面から整理している（30）
①のタイプの対抗には，これまで見てきたような住民運動，政治参加と
しての住民参加，ボランタリー部門によるアド ボカシーなど，システムの
側か引き起こした問題に対しての告発，抗議などの諸反応，あるいは政治
・経済への批判的アクセスが含まれる．ハーシュマンがいう「告発（voice）」
も，この形態の対抗の一例として加えることができるだろう．これに対し
②は，「新しい社会運動」によってもたらされた権力関係の問い直しや，
私的問題とされてきた事項の公共的争点化によって浮上してきたさまざま
な問題の解決が，システムの側に直接求められるのではないという点を特
徴とする「対抗」である．ここでの問題の解決法は，法的救済や制度化と
いったシステムに収斂する回路を取らないで，もっぱら当事者のイニシア
チブによって引き受けられることとなる．
斎藤は，「そのような相対的なオートノミーの獲得そのものがシステム
に対抗的な力を発揮することになる」　（3 1）　と述べ，その具体的事例として
フリー・スクールや高齢者ケアの相互扶助組織を掲げた．このことから，
システムに対するオルタナティブ形成としての「対抗」に，社会福祉領域
におけるセルフヘルプ活動やさまざまな互助団体の行う一連の福祉供給活
動が含まれることは明らかであろう．それでは，「住民参加型」福祉サー
ビスを供給する活動もまたこの文脈で理解されうるものであろうか．
ここでの「住民参加」型が仮に福祉公社を指すとすれば，その活動はこ
こにいう「対抗」には妥当しないものと考えられよう．このタイプの「対
抗」の眼目が，活動のオートノミー（自律性）にあるなら，行政主導とい
(30)　前 掲,   pp.210-211(3
 1 )　前 掲 ，p.  211.
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う形でシステムの側に包摂された福祉公社のサービス供給活動を，セルフ
ヘルプや互助団体の活動と同列におくことはできないだろう．しかるに，
生協や農協，ワーカーズ・ヨレクティブなどによるボランタリーな福祉供
給活動はどうか．これらの団体による福祉活動は基本的に行政から自律し
たものであり，したがってこれらは「システムに対するオルタナティブ形
成」の文脈で理解してよい．しかしながら，これらの団体が行政への働き
かけや異議申し立てなどを志向した時点で，①のタイプの「対抗」に転化
しうると考える．
同様に，これまで「社会参加」として捉えてきたボランティアによる福
祉サービス供給活動も，基本的には前記②「システムに対するオルタナテ
ィブ形成」の範躊に含まれる性格の活動であると考えられる．この活動に
おいても，活動主体（個人や団体）が当該活動をサービス供給活動として
自己完結させず，行政に対し働きかけるというスタンスを取った時点で，
その活動は①のタイプの「対抗」へと流動化していく．
つまり，ある活動が①と②の「対抗」のどちらに属するものであるかは，
あくまでも相対的な問題であり，その境界は必ずしも明確なものではない
ことに留意する必要がある．
このことは，おそらく実態的にも妥当するであろうと思われる．たとえ
ば，「自分は料理をするのが好きなので，地域のひとり暮らしのお年寄り
にもそれ（自分の創った料理）を食べてもらおうと思った」とか，「過去
に舅を介護したことがあるので，その経験を生かしたい」等の動機で始め
られたボランティア活動を考えてみよう．これ以外のいかなる動機によっ
て始められた活動であっても，活動を続けるうちにおのずと社会福祉に関
する情報に触れる機会も多くなり，それを契機として活動する本人が社会
福祉の持つ政治性や，自らの活動の持つ社会的意義に気づき，行政への告
発や抗議などの働きかけに向かっていくような例は少なからず見られるの
である．
これまで，サービス供給活動としてのボランティア活動の持つ政治性が，
正面から論じられたことはほとんどなかったように思われる．しかしこう
してみると，これまで「異議申し立て」や「対抗」という視座で捉えられ
ることのなかったボランティアによるサービス供給活動も，結局はこの活
動が何に対する対抗であるかが見えにくかったというだけで，その底流に
はミクロな権力関係の問い直しという視点が存在するか，あるいはまたそ
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』うした視座が当面顕在化されていなくても，活動を通じてかかる問題意識
が醸成されてくる可能性は十分にあるといえるのである．ボランティア活
動の意義をこうした形で措定するならば，問題はボランティア活動を権力
関係にかかわる文脈で捉えず，もっぱらこれを福祉コミュニティ形成の際
の資源としてのみ解釈してきたような議論の仕方にあるといえるだろう．
これまでのボランティア＝社会参加という把握の仕方は，単純に過ぎるも
のであったといえそうである．
ボランティア活動がミクロな権力関係の存在に気づかせ，これに対する
疑問を醸成する契機となるということに関しては，われわれがかつて聞き
取りをした民間のホームヘルプサービス供給組織の事例からも窺い知るこ
とができる．
われわれが聞き取りをした民間団体は，比較的インフォーマルに近い小
規模な組織で，近隣に住む主婦層を中心に組織されたもの（住民参加型! ）
であった．この組織では，ボランティアのホームヘルパーとして男子学生
が何人か活動していたのであるが，彼らがヘルパーとして派遣されていっ
た先の家庭で少なからず「男の子が来だの！？」と意外そうな反応をされ
た，と言っていた．そのことによって彼らは「介護をする側にも，介護＝
女性の役割，という固定化された性別役割分業観があるのを知った」とい
うのである．
この団体のリーダーは，「自分たちは，派遣先の家庭のお年寄り本人の
ためにホームヘルプ活動を行っているのであって，家族のための活動では
ないと考えている．そのことをはっきりさせることで，家族の側一特に女
性に，介護概念を捉え直して欲しいと思っている．介護とは必ずしも身体
に直接触れて世話をすることだけを言うのではない．家族には家族にしか
わからないようなことがある．たとえばそのお年寄り本人の嗜好に関する
こととかー．ヘルパーはそうした細かい好みまではなかなかわからないの
で，そういう点については家族が気を配る，今後はそういった役割分担が
必要だと思う．それに，介護は女性がやるものという性別分業観から女性
を解放するのも仕事のひとつ」と語った．
高齢者の介護や子どもの養育など，これまで女性の仕事とされてきたも
のが，福祉サービスとして外部化されてきたという歴史があるだけに，ボ
ランティアとして福祉活動に携わることは，性役割分業を当然視してきた
ような，これまでのミクロな権力関係に対する疑問をよりいっそう顕在化
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ここまでの一連の考察の結果，次のようなことが明らかになった。
まず，「参加」もまた「対抗」の形態であること，そして，参加は今や
マクロな権力に対する異議申し立てという契機に収斂されるものではなく
?
?
クロな権力関係の局面にも向けられるということである．
なお，参加にあたっては，これまでの住民運動論や住民参加論，ボラン
タワー部門の機能に関する議論などに共通していた，「包摂と自律性」と
いう問題を避けて通ることはできないということをも付言しておきたい．
すなわち，活動主体が行政や立法過程に圧力をかけることによって，問題
化していた事項が制度化されたはよいが，そのことが行政による新たな管
理を招致することになるといった危険が，常につきまとっているというこ
とである．
われわれは，これまで言及してきた社会福祉における参加の諸形態の布
置及び連関を把握するために，斎藤のいう「対抗」概念をひとつの軸とし
これに「その活動が当事者自身に向けられるものであるのか，それとも
（私的関心から出発したとしても）他者に向けられたものであるのか」と
いう軸を組み合わせることによって参加を分類い　整理を試みた．なお，
ここで整理される諸「参加」は，もはや地域性によって規定される「住民
参加」ではなく，より包括的な「市民参加」の文脈で捉えた方が適切であ
る．
ここで改めて，われわれは市民参加の今日的課題とはなにかという問題
こ立ち返り たい． そ こで， こ んにち の市民参加 の理論的 課題を検討 レ　 そ
もそもなぜ，いま市民参加が問われているのかを参加の原点となるデモク
ラシー論との関わりのなかで論じることにする．しかるのちに，社会福祉
における市民参加の意義を改めて吟味い　この章を締めくくろう．
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良m の市民参加
下から上への「対抗」
セルフ・アドボカシー
サービス供給過程(ヶアマわリント等)への参加
まちづくり、住民運動
(AA など政治的活動を行わないもの)
市民によるアドボカシー
専門職によるアドボカシー
システムに対するオルタナティブ形成
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ｊ第5 節　市民参加論の課題
これまで，参加論の系譜や趨勢を概観してきた結果，市民参加の範囲や
形態もまた，時代と共に変化してきたことが明らかになったことと思ケ
わけても，近年特徴的なのは，「新しい社会運動」の影響を受け，これま
で公権力への異議申し立てという契機を強く持つものであった市民の政治
参加が，必ずしも公権力をその対象とせず，ミクロな権力関係をもその射
程に含むものとして捉えられるようになった点てある．
ところで，社会福祉領域における「市民参加」の射程がここまで広く捉
えられるようになった場合でも，参加の目標はなお「福祉コミュニティ形
成」に設定されうるものなのだろうか．社会福祉の参加論は，これまで主
として地域福祉論の分野で展開されてきたものではある．政治学・社会学
の住民運動論や住民参加論が，地域問題を出発点にしていたがゆえに，参
加の舞台を地域という空間に設定するものであったのと同様に，地域福祉
論における参加もまた，その舞台を地域に設定してきたのは周知のとおり
である．したがって，地域福祉の場合，「何のための参加か」という問い
かけに対しては，福祉コミュニティ形成のための参加であると捉えるのが
自然である．
しかしながら，これまで見てきたように，社会福祉研究の領域で問題に
される市民参加は，必ずしもその活動が福祉コミュニティ形成やまちづく
りに直接向けられるとは限らないものであることはもはや明らかであろう．
利用者参加としてのセルフヘルプ運動や高齢者や障害者，児童の権利を擁
護するためのアドボカシー活動が目指す問題解決の場は，常に地域という
空間を対象とし，そこを出発点とするか，あるいはそこに還っていくもの
であるとは必ずしもいえないのである．
このことから，次のような疑問が浮かび上がってくる．すなわち，地域
福祉における市民参加と，これらの利用者参加の間には，同じ参加であっ
てもそこには理論的な断絶があると見るべきなのか，それとも何らかの連
続性があると見るべきなのか．あるいはまた，地域福祉における参加の実
体的目標を「福祉コミュニティ形成」であると規定すること自体が誤謬で
あるのか，そうでないのか．そして，住民運動論や住民参加論で議論され
てきた「批判的公共性」の確立という課題についても，たとえば「利用者
参加」という概念からこの問題を照射した場合には，どのような意味を持
つものとして捉えられるのだろうか．われわれは，これらの問いかけに対
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する回答を探るべく，社会福祉における市民参加をその理論的側面から改
めて吟味してみたいと考える．
市民参加の射程の拡大や参加形態の多様化を惹起せしめた要因として，
上述した「新しい社会運動」によって掲げられたさまざまな問題提起が，
人びとの間に大きなインパクトをもつものとして迎えられたということが
挙げられる．新しい社会運動が着目した「親密圏」における相互批判のコ
ミュニケーションが，「不当な事柄，納得できない事柄」を退け，それま
で一般に妥当であると認められていた規範や生活様式に潜む権力性を批判
的に解体し，再構成しつつあるということは，同時にコミュニケーション
の参加者の間に「不合理な論拠に基づく主張や行為に対する批判的な審級
がしだいに形成されていく」　（3 2)　ことをも意味している．こうした「新し
い社会運動」や「親密圏」における権力関係の問い直しという視座を人び
とにもたらした背景とは，どのようなものであったのだろうか．
この点に関してはさまざまな要因が考えられるであろうが，わけても伝
統的福祉国家における社会福祉政策が，人びとをかえって依存的にレ　そ
の力を奪ってきたことに対する市民の側からの抵抗や反発があったことが
想像できる．たとえばウォリンは，社会福祉政策が，貧困者や失業者や社
会的マイノリティの間に，ほかならぬ「依存」の構造を創り出すものであ
る点を鋭く批判していた．福祉国家のもつ官僚主義的性格が，人びとを疎
外し，利用者の自立を促進するどころかかえって従属依存的な人びとを創
出するものであることは，これまでもさまざまな論者が指摘してきたこと
ではある．社会福祉政策が人びとを従属依存的な地位に置くものであるこ
とが，マクロな政策レベルはもとより，メゾレベルでも指摘されうること
は，専門職による「クライエント支配」という形で依存が強化されるとい
う前章での議論によっても明らかであろう．
ウォリンは，社会福祉政策は本来的に支配権力の側からの恣意性を武器
にするものであるとし，社会福祉政策の変化を通じて当該政策に依存する
人びとの「周縁性」は強化され，その結果，一定数の脱政治化された従順
な人びとの存在が，国家権力の操作の対象として，支配構造の本質的で不
可欠な要素として制度化されるに至ると述べていた（33） 加えて.    8 0 年
(3 2)　前 掲 ，p.  215.
(3 3)　千 葉 佩 『 ラ デ ィ カ ル ・ デ モ クラ シ ー の地 平 』 新 評 論 ，1995,p.97 か ら の 重 引.
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代におけるレーガノミックス，サッチャリズム，わが国の中曽根政権等の
新保守主義的福祉政策により，国家の担っていた福祉サービス供給の一部
が民間部門によって請け負われるという事態が進展したことは，ウォリン
によれば「種々の異なった形態や機能への支配権力の分節化と拡充」　（3 'I)
こほ か な ら な い とさ れ る．
ウォリンは，民間部門が公的部門の機能を引き受ける
Ｗ
ｔ と を 積 極 的 に 奨
励しながら，一方で市民社会の民間部門の隅々にまで浸潤していくこんに
ちの「柔らかい権力＝全体化」のシステムを「経済政体システム」と名づ
け，これに強い懸念を示していた．ウォリンはまた，福祉国家が不断に中
央集権化を押し進めるものであることにも警告を発していたのであるが，
このことはわが国の福祉行政の分権化（事務配分としての分権化）にあた
っても，形式的な分権のかたわらで巧みに中央集権体制が温存されていた
ことを想起すれば容易に理解しうることであろう．ここで重要なことは，
ウォリンがこれらのことを社会における脱政治化の進行であるとし　ひい
てはこれをデモクラシーの根幹にあるシチズンシップの危機であると捉え
ていた点にある．
ここで，シチズンシップとは「能動的な政治主体たる自由で平等な市民
の民主主義的アイデンティティー」を表している（3 5） 問題なのは，福祉
国家がその社会福祉政策により「受動的市民」を創出し，人びとの政治的
アイデンティティを基礎づけるものである「シチズンシップ」を危機に直
面せしめ，結果として人びとの間に政治的無力感を侵染させているという
ことである．これらの人びとをいかに政治的に力づけるか，あるいはまた，
いかに下から「政治的なるもの」を基礎づけ，構築するのか．そのことが
こんにちのデモクラシーの課題であり，「参加」の意義もまたかかる文脈
で理解すべきものであろう．前述した「新しい社会運動」もまた，シチズ
ンシップの危殆に瀕したひとびとが，自らの権限を強化すべく立ち上がっ
たものとして捉えても誤りではないのではあるまいか．
かくして，これらのことから，市民の協働によっていわば「下から」構
築するデモクラシーこそが，脱政治化された市民のアイデンティティを再
び市民の側に取り戻すものであるとして観念されることになる．デモクラ
(3 4)　前 掲 書，p. 60からの 重引.(35)
前掲,   p. 126.
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シーと脱政治化された市民の政治的アイデンティティを再生させる鍵は，
批判意識をもった市民が自らミクロなデモクラシーの政治を作り上げるこ
とであり，さらにまた，その周囲にいる人びとの間にも，納得できないこ
とや，正当な論拠をもっていないと思われることに対しての，批判と抵抗
の姿勢が共有されていることが重要である．
このように考えると，福祉コミュニティというボランタリー・アソシエ
ーションは，いわばこうしたデモクラシーの拠点となるものとして想定す
ることができよう．すなわち，福祉コミュニティを形成することは市民に
よる公的領域，換言すれば市民的公共性の場を形成することであり，市民
的公共性の形成はそのまま，デモクラシーを活性化させ，深化させること
につながる．福祉コミュニティ形成は，それが直ちに市民参加の究極目標
として設定されるというよりはむしろ，厳密には福祉コミュニティ形成を
媒介として市民による公共性の場が構築されることが目標なのであり，い
うなればデモクラシー再生の「場」として福祉コミュニティが想定される
と捉えた方が妥当である．このことはまた，先に掲げた似田貝香門の「公
共性」の議論にも重なる．似田貝は，住民参加が実体としては「町づくり」
を通して実現されるものであっても，最終的には町づくりによって市民が
批判的公共性を確立することが重要であると捉えていたからである．
このように，地域福祉における参加の目標が批判的公共性の構築にある
と観念すれば，次には，地域福祉の市民参加と「利用者参加」の連関は，
いかなるものとして捉えられるかという問題に直面することになる．この
問題はまた，「公権力」に代表されるマクロな権力のアリーナと，親密圏
で展開されるミクロな権力関係のアリーナとの関係をどのように措定する
のか，という問題にも関わってくる．
地域福祉における市民参加は，行政＝公権力に働きかける市民の存在を
前提としており，当然のことながらそこで論じられる「政治」は，通常の
意味でのマクロな「政治」である．一方で，利用者参加は基底的に，ワー
カー－クライエント関係といったミクロな領域から派生する諸問題，いっ
てみればミクロな政治の領域に大きく関わるものであると捉えられる．し
たがって，地域福祉の文脈における市民参加と，広義の「利用者参加」の
連関をいかなるものとして把握するかという問題に回答を与えることは，
マクロな政治の領域とミクロなそれとが，いかなる鍵概念によって架橋さ
れうるかという問題を検討することにつながるといえよう.
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先に，地域福祉における市民参加の目標は，福祉コミュニティ形成ある
いは福祉のまちづくりというよりは，むしろ究極的にはそれを媒介とした
公共性の創出（そしてその先には「デモクラシー再生」がある）であると
述べた．利用者参加もまた，そもそもその出発点がワーカー－クライエン
ト，あるいは医師一患者という，親密圏の間人格的なコミュニケーション
の問題に求められるとすれば，そこでもやはり目指すべき目標は，親密圏
における批判的公共性の確立であるということがいえるだろう．マクロな
権力アリーナでの「公共性」が市民の集団によって形成されるものだとす
れば，ここでの公共性は基本的には個人と個人という間人格的な関係の中
で形成されるものである．ここでは，サービスの送り手であるワーカーも
また利用者と同じく一人の「市民」であるということが改めて強調される
必要がある．このように「公共性」が形成される場はマクロとミクロとで
異なっているものの，二種類の参加の目標は，基本的には共通した視座に
立脚しているものと思われるのである．それでは，この両者の公共性の相
違はどこにあるのか．
利用者参加が目指す批判的公共性とは，これまで自明のことと思われて
きたこと，あるいは障害者だから，女性だからといった理由で，もっぱら
その個人の運命として受け入れることを余儀なくされてきたような問題を
新たに公共的な主題として争点化し，既存の規範や価値観を問い直し　新
たな価値を創出するための営みである．そこでは常に間人格的なコミュニ
ケーションを通じて新たな課題が再問題化され，その妥当性が吟味される．
しかしながら，こうしたミクロな政治のアリーナにおける参加は，必ずし
も公的な政治のアリーナに引き出されるとは限らないこと，すなわち利用
者参加はすべて「制度化」というチャネルに乗るものとは限らないことに
留意すべきである．いうなれば，ミクロな領域において問題の吟味一合意
一再問題化のプロセスによって形成される批判的公共性は，常にシステム
の側にぶつけられるものではないということである．このことは，マクロ
な領域で形成される公共性が，集団の利害関係の調整という性格を持つた
めに，公権力の存在を常に意識せざるをえないのとは対照的である．
ここから，「カウンター・パワー」の概念も，次のように相対化される
であろう．すなわち，カウンター・パワーとは不当なことを拒絶する「批
判の力」であるのだと．斎藤のいうように，権力が強制力に転化するのは，
それに対するカウンター・パワーが欠けていたり，脆弱であったりすると
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ころにおいてである．
これまでの議論から明らかになったように，カウンター・パワーが向け
られる相手方はもはや国家に代表されるマクロな権力のみならず，ミクロ
な政治の領域にも及んでいる．利用者参加によって構築されるミクロな公
共性，すなわち親密圏のコミュニケーションとは，かかるカウンター・パ
ワーを形成する営みにほかならない．そして，ここで形成されるカウンタ
ー・パワーとは，とりもなおさず相互に力をつける（エンパワメント）こ
とを意味しているのである（3 6）
以上のことから，導かれる結論は次のようなものである．すなわち，市
民参加はいまや，マクロな政治の領域とミクロなそれとの双方に渡って展
開されているのであり，そこでは市民が双方の領域において批判的な公共
性を構築していくことが求められているということである．そしてまた，
これらの論議からは，福祉多元主義にいう「参加」の意義も，次のように
明確化されることになる．
福祉多元主義が参加型デモクラシーを基点にするものである以上，そこ
で語られる参加は，この章で述べたように，政治参加すなわち「下から上
への対抗」としての参加と，サービス供給者としての参加すなわち「シス
テムに対するオルタナティブ形成」という参加の文脈で理解しうるもので
あると．福祉多元主義がセルフヘルプに大きくコミットし　これを政府に
対する健全な対抗勢力と位置づけていたことは，こうした理解の助けにな
るであろう．福祉多元主義は自らが標榜する政治参加と社会参加との連関
を，これまで明確に位置づけてこなかったが，これらがいずれも人びとの
批判的審級の構築を軸として，マクロとミクロの政治のアリーナにおいて
展開されるか，あるいはそこに関わっていくものであることが明らかにな
ったと思う．そしてこのような市民参加によって，人びとの間に批判的な
潜勢力が形成されていくとすれば，それは人びとが福祉国家によって「脱
政治化」され，無力化されるようなこんにちの状況に風穴を開けることに
もつながるであろう．
社会福祉における市民参加とは，最終的には無数のカウンター・パワー
によって，下からデモクラシーを創造する営為を切り拓くためのものとし
て理解されるべきであるといえる．
(3 6)　斎藤， 前掲，p. 215
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われわれは，これまで利用者本位の視点に立った福祉供給体制論を構築
するために，福祉多元主義概念が主張してきた「多元化，分権化，参加」
という諸概念を用いて，さまざまな角度から議論を展開してきた．論考を
締めくくるにあたって，次のようなことを確認したいと考える．
まずもってわれわれの理論枠組が，これを基礎づける福祉多元主義概念
のどこを受容し，その問題点のどこを修正するものであったかという点を
改めて整理することである．このような作業を行うことによって，これま
でわれわれが用いてきた理論枠組が何を志向い　あるいは批判しようとす
るものであったかが一層明瞭になるであろう．次には，かかる理論枠組
（より具体的には福祉供給において多元化，分権化，参加を希求すること
と，これらの諸価値を福祉供給体制の中に積極的に織り込んでいくという
視点）から福祉供給体制を鳥瞰した場合，はたしてどのような全体像が描
かれるかということを吟味する．このことにより，われわれがこれまで取
り上げてきた「利用者主体の供給体制」を構築するための鍵概念である
「多元化，分権化，参加」が，供給体制の全体的な文脈のなかで，いかな
る連関を持つものとして描かれるのかということが明らかになると思われ
る．
そのことはまた，利用者主体という観点から福祉供給体制を照射した場
合に，最終的に何か問題になってくるのかということを検討することにも
つながる．しかるのちに，利用者＝市民主体の供給体制を構築することの
意義を確認し，今後の研究の方向性を展望してわれわれの議論を終えるこ
とにしたい．
第1 節　福祉多元主義概念の受容と修正
われわれはこれまで，福祉供給体制論を利用者主体のものに組み立てる
ための理論枠組として，福祉多元主義アプローチを用いることが有効であ
ii
ると考えてきた．第2 章と第3 章で述べてきたように，福祉多元主義はそ
の主張の枢軸に「多元化，分権化，参加」を据え，この三者が従来の官僚
主義的伝統的福祉国家の供給体制の欠陥を克服する鍵概念であるとし，こ
の3 つを志向することで新たな福祉供給体制の未来像を描こうとしてきた
のである．
われわれは，福祉多元主義が志向してきたほかならぬこの「多元化，分
権化，参加」概念こそが，利用者本位の供給体制を実現させるうえでの基
底となる考え方であると捉え，かような福祉多元主義のスタンスを基本的
なところで受容しながら，その議論におけるいくつかの問題点を克服レ
これを修正するような形で議論を展開してきた．まずもってこの点を改め
て整理しておきたいと思う．
第3 章で論じたように，福祉多元主義は大きくわけて2 つの理論的側面
を有している．そのひとつは，わが国の「多元化」論とも共通する公私の
役割分担の基本的なフレームを提示しようとする部分である．
福祉多元主義は，福祉供給を担う4 つの社会的部門として，政府部門，
インフォーマル部門，ボランタリー部門，民間営利部門を措定レ　これら
が共に福祉供給を担うべきことを主張してきた．ここで，福祉多元主義は
政府部門に対レ　これまでのような福祉サービスの直接的な供給に携わる
のではなく，計画の枠組づくりや，財源調達，サービスの調整といった間
接的役割を果たすべく要請している．このような考え方は，基本的には政
府部門の役割の「質的な」転換を求めるものであり，ニューライトのよう
に政府支出の削減を求め，公的供給の後退を推進しようとする立場とは異
なる．福祉多元主義が政府部門の行う福祉供給に懐疑的であるのは，福祉
多元主義が従来の福祉国家の官僚主義的性格を批判するところから出発し
ており，伝統的な公的部門中心の供給体制のオルタナティブとしての性格
を持っているためである．
ここで福祉供給を担うとされる前記四部門のうち，福祉多元主義はわけ
てもボランタリー部門やインフォーマル部門による供給に多くの期待を寄
せていた．このことは，福祉多元主義がニューライトと異なり，民間営利
部門の拡大傾向にもまた一定の懸念を抱いていたことを意味している．ま
た，彼らがインフォーマル部門を支持するのは，福祉多元主義がインフォ
ーマルネットワーク論に依拠しているためであり，福祉多元主義者たちに
よれば，ボランタリー部門や政府部門は，インフォーマルなネットワーク
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を強化するために働きかけるべきだと考えられていたのであった．
しかし　同時に，福祉多元主義にいう「多元化」とは決してこのような
公私の役割分担の文脈で終始するものではなかった．われわれが繰り返し
指摘してきたように，多元化とはそもそも政府に対するカウンター・パワ
ーの働きかけによって，権力を分散していくことを意味する言葉である．
ここで福祉多元主義者が具体的にカウンター・パワーの担い手として想定
していたのは，ボランタリーな福祉供給部門であった．福祉多元主義は，
ボランタリー部門には福祉サービス供給の一翼を担うものとして期待して
いただけではなく，ボランタリー部門による圧力活動やアドボカシーを通
じて，サービスの顕在的・潜在的利用者の権利を擁護し，彼らの要求を具
体化すべく政府や地域社会に働きかけるという点をきわめて重視していた
のである．
そして，ボランタリー部門の持つカウンター・パワーとしての機能とい
う点にも関わってくるのが，福祉多元主義のもうひとつの理論的側面であ
る「分権化と参加」という諸相である．こちらの方は，特にわが国では福
祉多元主義概念の構成要素としては重要視されてこなかったものである．
だがしかし　この点については，福祉多元主義者であるジョンソン自身が，
分権化と参加こそが福祉多元主義を理論的に発展させる鍵概念であると考
えていたほどに，両者は福祉多元主義にとって重要な争点となるものであ
った．
福祉多元主義にいう分権化とは，意思決定の権限をできる限り現場に近
いところに下ろすことを意味している．英国においては，わが国と異なり，
社会福祉行政における中央一地方間の分権化は既に行われているので，分
権の次なる課題として，権限をより住民に身近な機関に委譲し，当該機関
の自律性を保障することを意図した分権化（＝分散化）が志向されている
のである．しかしながら，分権化を行ったのみでは，利用者の視点に立っ
た供給体制を構築したことにはならない．すなわち，行政組織内での権限
委譲をいかに実現させても，それのみで公共性を持ったサービス供給が担
保されるとは必ずしも保障できないからである．したがって，ここから
「福祉サービス供給体制への実践的批判者」（演野一郎）としての市民が，
行政の諸過程や実質的な援助過程に参加していくことが必然的に求められ
ることになる．
つまるところ，分権化と参加とは，どちらが欠けても福祉サービス供給
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の民主化を実現できないという点て，相互に分かち難く結びついていると
いえる．分権化は，市民の参加を可能にするような「開かれた」行政のシ
ステムを提供するであろうレ　参加によって福祉サービス供給の公共性は
担保されうるだろうからである．
以上の議論を踏まえて，次に福祉多元主義の問題点を掲げよう．福祉多
元主義が批判されるべき点は幾つかあるが，特にわれわれが基本的な問題
であると考え 鳶　　のは，次の2 点であった．
①福祉多元主義は，インフォーマルなネットワークを支援していたが，
インフォーマルなケアヘの期待は，それが公的福祉の後退を補うとする
いわゆる「安上がり福祉」論にすり替えられる危険があった.
②福祉多元主義は「多元化，分権化，参加」という，いわば指導原理と
もいうべき諸概念の連関を，これまで必ずしも明らかにしてこなかった
また，福祉多元主義が「多元主義」を呼称しつつも，伝統的な政治的多
元主義の採用する間接民主制に依拠せず，人民による直接参加型デモク
ラシーを志向するといった点は，従来の「多元主義」概念からの逸脱で
あると捉えられるが，このことはどのように理論的に整合化されうるの
か．
われわれは，福祉多元主義概念を供給体制論の枠組として援用するにあ
たり，特にこの2 点を批判的に克服しようと努めてきた．なぜならば，以
下で述べるように，インフォーマル部門への期待と直接民主主義への志向
というスタンス自体が，理論的に両立するとはいえないものであるからで
ある．われわれは，この2 つを福祉多元主義概念における基本的な自己矛
盾であると捉え，これらをどのように克服すべきであるかを考えてきた.
①の問題についていえば，第5 章で述べたように，インフォーマルネッ
トワークに過大な期待をかけることは，自由主義と個人主義の伝統を欠く
わが国においては，特にインフォーマル・ケアラーとしての女性に大きな
負担を課すことになると考える．インフォーマル部門や，インフォーマル
ネットワークの存在そのものを否定することはむろん無益なことではある
が（なぜならそれらは現実に存在するのだから），これを第三者が奨励し
たり強化しようとするのは「安上がり福祉」を招致せしめるものとして批
判されてもいたしかたないであろう．インフォーマル・ケアラーは，地域
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社会や家庭において「抑圧された」存在になりがちであることに留意すべ
きである．
これまでも多くの論者が指摘してきたように，現実にはインフォーマル
・ケアラーの多くは女性である．そこには介護＝女性の役割という固定化
された根強い性別役割分業観が存在する．だが，サービス供給の場におい
て，かかる性別役割分業観を打開していこうとするような実践的営為が展
開されつつあることをも，われわれはみてきたとおりである．第7 章にお
いて述べたように，われわれが聞き取りを行った民間団体では，その団体
のサービス供給活動を通じて，インフォーマル・ケアラーとしての女性が
地域や家庭における抑圧から解放されることを志向していた．
福祉多元主義は，インフォーマル・ケアラーが地域や家庭でこれ以上抑
圧されることのないよう，インフォーマル・ケアラーにも自由な選択の機
会を与えねばならないと主張してきた．しかし　基本的に福祉多元主義は，
福祉供給におけるインフォーマル部門の役割に期待している．福祉多元主
義がインフォーマル・ネットワークに期待しつつ，その一方で選択の保障
やボランタリー部門のアドボカシー活動を通して，地域や家庭内での抑圧
された個人を解放していこうとするところに，この概念の基本的な論理矛
盾があるように思われてならない．したがってわれわれは，インフォーマ
ル部門やインフォーマルネットワークの福祉機能を所与のものとし，これ
を一つの資源と見なして，ここに何らかの期待をかけるという姿勢を一切
退けた．その方がこれから述べる福祉多元主義の参加志向とも抵触しない
と考えたからである．
福祉多元主義が「多元主義」を標榜しつつも，参加型デモクラシーを支
持していたのは，確かに伝統的な政治的多元主義の立場からは逸脱するも
のである．しかしながら，従来の多元主義概念に固執していたのでは，福
祉多元主義のいう「多元化，分権化，参加」の諸概念の連関は理解できな
いであろう．この三者の関係につき，福祉多元主義自身は特に立ち入った
言及はしていない．第3 章の終わりで述べたように，われわれは「利用者
主体」という概念を導入することによって，この3 つが同一の方向を持っ
た理念として捉えうることを指摘した．これらの概念の連関については第2
節で検討することにし，ここではもう少し　福祉多元主義が直接参加に
こだわったことの意味を考えてみたい．
福祉多元主義がその参加志向ゆえに支持していたセルフヘルプ活動は．
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その思想的底流に「反専門職主義」を有するものであった．第7 章で詳し
く論じたように，反専門職主義の基底には，固定化されたミクロな権力関
係の問い返しという視座が存在する．かかるミクロな権力関係を問い直す
という視点に立脚すれば，「カウンター・パワー」の概念そのものもまた
否応なしに相対化されることになる．すなわち，従来の政治的多元主義が
その対象としていたようなマクロな公権力＝政府のみが，もはや唯一の
「カウンター・パワー」の相手方なのではなく，カウンター・パワーの形
成は，間人格的なコミュニケーションの交差するミクロな政治の領域にも
及ぶものだということが，ここから導き出されてくるのである．福祉多元
主義は，はたして自らの議論がこうした理論的射程の広がりを有するもの
であったことを，自覚していたのであろうか．
福祉多元主義がセルフヘルプを高く評価していたのは，福祉多元主義が
そもそも伝統的福祉国家の供給体制に対するオルタナティブ戦略としての
性格を濃厚に帯びていたためであったろう．福祉多元主義がセルフヘルプ
を支持していたことは，この概念が「新しい社会運動」で提起されていた
ような一連の価値観を受容していたことを予想させうる．いずれにせよ，
福祉多元主義が直接参加を強く志向レ　反専門職主義やセルフヘルプ活動
などを支持していたことは，その時点で伝統的な「多元主義」概念からの
脱却を意味レ　同時に権力概念やカウンター・パワー概念の相対化を必然
ならしめるものであったということができるだろう．
これまでの議論から窺えるように，われわれは福祉多元主義概念を概ね
のところで受け入れながら，いくつかの問題点についてはこれを批判的に
乗り越え，この概念を供給体制論の枠組として精錬していくことを試みて
きた．われわれは福祉多元主義概念のスタンスのうち，特にインフォーマ
ル部門による福祉供給を支持するという部分を退けることで，この議論の
整合性を図った．また，この概念が分権化と参加を重要な鍵概念として措
定しながら，これらに対する掘り下げた議論をこれまで展開してこなかっ
たため，われわれはこの2 つの問題を「利用者主体」に引きつけることで，
新たな問題設定を行った．その結果，分権論からは，行政組織内部での権
限の問題が引き出され，それはまた利用者に直接関わるストリート官僚の
業務の性格の再検討を促す議論につながり，さらにこの視点は処遇現場に
おける専門職とクライエントとの権力関係の問題に広がっていった．参加
論においては，福祉多元主義の有する直接参加志向を徹底させて論議を展
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開した結果，そこから導かれる論理的必然性として，カウンター・パワー
概念が相対化されうること，参加の射程がマクロな政治のアリーナのみな
らず，ミクロなそれにも及んでいることが明らかになった．
第2 節　市民主体の供給体制への展望
それでは，多元化，分権化，参加という諸概念は，福祉供給体制の全体
的な文脈の中で，いかなる連関を持つものとして把握されるであろうか．
この点に関レ　われわれは，福祉供給体制論におけるこの三者の構造は，
参加を中核とする三層構造として理解されうるのではないかと考えている．
すなわち，供給体制論は基本的には供給する側の視座に立脚した議論であ
る．ここに利用者側の視点を織り込むとすれば，必然的に利用者が供給の
諸過程に主体的に関わることーすなわち参加一を基軸として論理が展開さ
れることになるものと思われる．たとえば，福祉多元主義が多元化の議論
の中で重要視していたボランタリー部門による圧力活動やアドボカシーを
想起されたい．これらの活動は，自ら主体的に参加の場に集い得ない事情
を抱える利用者とその関係者（ねたきり・痴呆性高齢者，知的障害者，児
童，家庭内におけるインフォーマル・ケアラーなど）の利益を代弁レ　こ
れらの人びとの声をシステムの側に反映させようとするものであるから，
基本的には当事者による「参加」を代替レ　あるいは補完するものである
ということができるだろう．また，分権化も同様の文脈で考えることがで
きる．そもそも何のために分権が求められているのかといえば，それは分
権された方が民意が反映されやすいからにほかならない．分権化された福
祉行政システムとは，市民参加を可能にする，市民に開かれた行政のシス
テムを意味している．とすれば，結局のところは多元化も分権化も，より
広範な市民参加を実現させるための方策として捉えることが可能である．
いうなれば多元化と分権化は，共に市民参加の推進力であり，この両者の
ありようが参加の拡大に多大な影響を与えるものと考えられよう．これら
のことからして，多元化と分権化を主張する論議は「参加」論に収斂され
るといっても過言ではないであろう．
われわれは多元化論の一部（公的部門間の役割分担）が分権論へ流れ込
み，分権論の一部（行政組織における第一線職員とクライエントの権力関
係）が参加論へ流れ込むといった議論の構成になっているが，このことを
逆から考えれば，参加論を中心にして分権論，多元化論へと議論が広がっ
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ていくということもできるのである．このように供給体制論の中では，こ
の三者は参加を中心とした同心円のような関係になっていると考えられる．
これらのことを念頭におき，多元化，分権化，参加が福祉供給体制の全
体のフレームの中で，どのように展開されるものであるかを示しだのが次
ページの概念図である．ここでは，福祉供給体制が，公私のサービス供給
主体から利用者に対して向けられる一方向的なサービスの流れで示される
のではなく，サービス供給のあるところには必ずアドボカシーや参加とい
う形で，市民が対抗勢力を形成することが示されている．
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これまでの議論から，次のような結論が導出されるだろう．
まず，利用者＝市民主体の供給体制を構築するための鍵となる諸概念
（多元化，分権化，参加）のうち，中心となるのは「参加」であること，
そして供給体制の主役は，ほかならぬ利用者＝市民自身であるということ
である．この視点は，福祉サービスの利用者を，従来の福祉国家が生み出
してきた脱政治化された個人，あるいは国家に対し従属依存的な地位に置
かれた受動的な人間という観点から捉えるのではなく，自ら行動し　選択
し，福祉供給の全ての過程に携わる主体的で能動的な市民として捉え直す
必要性があるということを意味する．ここで「参加」は，利用者＝市民自
らが，受動的なままでは自らにとってよりよいサービスをもはや受け取る
ことはできないという，「気づき」を媒介として促進されると考えられる．
第7 章で述べたように，主体的な市民による無数のカウンター・パワー
の形成は，供給者（送り手）. 利用者（受け手）という一方向的な関係を
流動化ないし相対化せしめることになる．したがって，もはや「供給」体
制という言葉そのものも，利用者との間の一方向的な関係を連想させるも
のであるがゆえに再考する必要があるかもしれない．「供給」に替わりう
る用語としては，伝統的な福祉国家の供給体制のオルタナティブを形成す
るという観点に立ち，かつ利用者と共にサービスを創り出すという意味で，
社会福祉「運営」体制ないし運営システムという言葉が用いられるべきで
あろう．
われわれの議論における隠れた鍵概念は「カウンター・パワー」の強調
にみられるような，「権力への視点」である．利用者主体の供給体制を構
築するためには，利用者＝市民の批判の力が不可欠であり，カウンター・
パワーがなかったり，あるいはそれが脆弱なところには，必ずや不当な強
制力が働くものである．従来の「多元化」論や供給体制論は，利用者側の
視点の導入の必要性を主張しながらも，論議にあたってかかるカウンター
・パワーの存在を閑却してきた．われわれは，ボランタリー部門の対抗勢
力としての諸機能や，専門職のクライエント支配に対する利用者側からの
抵抗を論じることで，福祉供給における「権力」の問題が重要であること
を提起してきた．専門職とクライエントが，ともに相互に力をつけ，援助
を展開していくような今後の処遇のあり方を考える上でも，対抗勢力とい
う観点から，両者の間人格的なコミュニケーションを方向づけていくこと
が必要と思われる．われわれが「多元化，分権化，参加」の諸概念におい
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て特に「参加」を中心概念であると措定したのも，参加がマクロ
な権力のアリーナに最も基底的に関わるものであるからである．
?
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われわれは既に，参加のチャネルとして，システムの側に対する対抗と，
システム側を変革しようと必ずしも意図しないオルタナティブな対抗との
二種類があることを見てきた．システムの側に対する対抗は，圧力活動や
アドボカシー，サービス供給過程における利用者参加というかたちで具現
化されうるものであり，後者のオルタナティブな対抗形式は特にボランテ
ィア活動や小規模で比較的インフォーマルに近い互助活動などに見られる
ものであった．しかしながらいずれの場合においても重要なことは，「批
判の力」としてのカウンター・パワーによって「不当なこと」を常に争点
化し，吟味し，再問題化するというプロセスを踏むことによって，より広
い意味での変革の市民的エトスを醸成することであろう．ポスト福祉国家
における社会福祉運営システムは，このようなカウンター・パワーの不断
の働きかけによって基礎づけられるべきものである．「いつでも」「どこ
でも」「誰でも」利用できるようなサービス利用体制を築くことは，市民
の側からの働きかけなくしては実現しえないものである．またこのような
運営システムを構築していくことは，とりもなおさずより強力な市民社会
を形成していくことにつながりうることを，改めて強調しておこう．
むすびにかえて
これまで，われわれが行ってきたことは，福祉多元主義概念を下敷きと
し，ある種の< 政治性〉を福祉供給体制論の中に織り込むことにより，こ
の議論が閑却してきた問題群を対象化し，もって供給体制論の新しい理論
的地平と諸次元を設定しようとする試みであったといいうる．とはいえ，
われわれは供給体制論の射程の広がりの可能性を若干示しえたのみであり，
提示した枠組を用いての制度論的考察は次なる課題として残されている．
また，英国の福祉多元主義はアカウンタビリティの問題を重要視していた
のであるが，われわれはこれをわが国における議論として取り上げ，展開
するまでには至らなかった．
そのように積み残した課題は多いが，もし仮に，われわれの議論が今後
の福祉供給体制論の深化にいささかでも貢献するところがあるとすれば，
それは以下のような点ではないかと考える．
まず第1 には，「多元化」論が捨象してきたインフォーマル部門の位置
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づけを明確化することの意義を明らかにしたことである．第2 に，個人と
政府の間を媒介する中間組織としてのボランタリー部門を，その対抗勢力
という側面から再評価することの重要性を喚起した点である．第3 に，分
権化と参加を，ワーカーとクライエントのミクロな権力関係という概念を
架橋として連続させ，社会福祉における市民参加がマクロとミクロの双方
の政治のアリーナに向けられうることを明らかにした点である．さらに，
われわれの議論を横断する重要なタームであった対抗勢力＝カウンター・
パワーという概念を用いることによって，今後はボランティア活動のカウ
ンター・パワーとしての意義や，生協やワーカーズ・コレクティブなどの
ボランタリー組織の運動性をめぐる論議や，あるいはまた対抗勢力という
観点から社会福祉協議会の位置づけを再考することなど，いくつかの新た
な問題に取り組むための視座が提供されるものと思われる．
最後に，これまで行ってきた議論を基点として，われわれが今後検討す
べき問題領域を展望しておこう．
われわれの視点は，政府，中間組織としてのボランタリー部門，個人と
いう三者の関係性をいかに捉えるかという意味での公私関係論へと発展し
うるものである．これらの関係性を模索するにあたっては，政府とボラン
タリー部門が個人＝市民にいかに関わっていくかという観点から議論が展
開されねばならない．
ここでの政府は，個人＝市民の信託に基づき，下から創りあげられるも
のとして措定される．こうした認識に基づいて，われわれは中央政府と地
方政府の関係を改めて問う必要がある．また，中央政府による「中央コン
トロール」の問題も同時に取り上げられねばならない．福祉行政において
一定の中央コントロールが存在することは，国民の生存権保障という要請
からして避けられないことである．むしろ問題は，どのような中央コント
ロールが正当化されうるかということであろう．われわれは，拙稿におい
て示した権力への視座を軸にしつつ，正当化されうる中央コントロールと
はいかなる内容と形態を有するものであるのかを，引き続き検討していく
必要がある．
われわれの見解によれば，ボランタリー部門は，政府ではなく，市民を
力づける＝エンパワーするものとして機能すべきである．われわれがこの
論考で触れることのできなかった社会福祉法人の位置づけやそのありよう
についても，今後はかかる観点に立脚した検討を行っていく必要がある.
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たとえば，制度上「公の支配」の下にあるわが国の社会福祉法人が，アド
ボカシー機能を有することはどれほど可能であるのか，また社会福祉法人
と政府から相対的に自律した純粋なボランタリー組織とが，利用者への援
助に関して今後はどのような関係を取り結ぶことが求められているのか．
こうした問題を，「公の支配」構造の検討や，ある種の制度論的考察を踏
まえて追究していくことが重要である．
さらに，ここでの「個人＝市民」が参加を通じて行う「不当なるもの」
への不断の問返しや，既存の価値に対する対抗のモメントは，個人の自律
性（オートノミー）を重要な問題領野として争点化するであろう．第6 章
で既に見てきたように，福祉供給過程において，かつてオートノミーの問
題は福祉専門職が他の専門職や上司からの独立を志向する際の論拠として
用いられてきたものであった．しかし　今やオートノミー概念は専門職の
みに領有されるものではない．今後は利用者のオートノミーの確立が，福
祉供給においてもより重要な課題となると思われる．
そして利用者「主体」といったときの主体乱　同一性と全体性を目指す
ものではなく，個の多様性に支えられた観念であると捉えるべきである．
われわれが繰り返し強調してきたミクロな権力関係の捉え直しは，個がそ
のありようをあるがままに認め，その肯定的意義を再生するような論議の
方向へと途を拓くものと思われる．とすれば，かような多様性に裏打ちさ
れた個人＝市民を枢軸に据えた福祉供給のありようが，今後はより掘り下
げて検討されねばならないのではあるまいか．
そのような社会福祉の今日的課題を読み解き，これを理論化していく際
の鍵となるのは，福祉多元主義や伝統的な政治的多元主義の底流にも流れ
るより広義の「多元主義」思想，すなわちダーレンドルフのいうような
「世界をさまざまな角度から解釈することのできる余裕や空間をもつこと」
なのではないかとわれわれは考える．この論考で試みられなかった制度論
的究明に加え，かかる問題認識に立脚した公私関係論を構築することは，
すべて今後の課題である．
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